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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 議会事務局 予算書：Ｐ８７

事 業 名 １ 款 １ 項 １ 目 議員報酬等

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 154,581,000 0 0 0 154,581,000

前年度

前年度との比較 150,126,000 増減額 4,455,000 増減率 3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市議会議員の報酬及び費用弁償等に関係する条例に基づく

事 業 目 的 市議会議員の報酬等の支給

☆増額理由☆ 議員の実数が平成３０年１１月の補欠選挙により定数と

同数になったことにより増額。

○報酬 87,300,000円

○職員手当 ・６月支給分 期末手当（２．０２５月） 16,941,650円

・12月支給分 期末手当（２．１７５月） 18,196,582円

計 35,138,232円

事 業 内 容 （予算計上額 35,139千円）

○共済費 ・議員共済会給付費負担金（36.9%） 31,881,600円

（360,000円×20人×12月×0.369）

・議員共済会事務負担金 260,000円

（13,000円×20人）

計 32,141,600円

（予算計上額 32,142千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

1



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 議会事務局 予算書：Ｐ８７

事 業 名 １ 款 １ 項 １ 目 議会運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 8,273,000 0 0 0 8,273,000

前年度

前年度との比較 12,323,000 増減額 △4,050,000 増減率 △32.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 議会の円滑な運営と地方自治の伸展を図る

☆減額理由☆ 平成30年度は、老朽化した議場の映像配信機器を、イン

ターネット映像配信に適したシステムに改修する工事費

があった。平成３１年度は、そのインターネット映像配

信業務として委託料等が発生するが、差し引きで前年度

より減額となった。

○旅費 ・特別旅費 議員年金制度研修会 2,620円

○交際費 ・議長交際費 300,000円

事 業 内 容

○需用費 ・消耗品費 図書追録代他 317,250円

・ 〃（臨時）改選時議員バッジ他 222,500円

・食糧費 来客用茶代 15,000円

・印刷製本費 議会だより印刷代他 1,325,568円

計 1,880,318円

（予算計上額 1,882千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費 ・通信運搬費 議会インターネット利用料等 82,332円

・筆耕翻訳料 議会傍聴時手話通訳 64,000円

計 146,332円

（予算計上額 １４７千円）

○委託料 ・会議録作成業務 2,153,296円

・議会だより新聞折込業務 991,321円

・議場音響設備保守点検業務 226,800円

・議会インターネット映像配信業務 1,451,520円

（債務負担行為Ｈ31.4～Ｈ36.1）

・議場映像配信機器保守業務 158,400円

計 4,981,337円

（予算計上額 4,984千円）

○備品購入費・議員集合写真

改選前 18,360円

改選後 18,700円

計 37,060円

事 業 内 容 （予算計上額 38千円）

○負担金補助及び交付金

・全国市議会議長会負担金 421,000円

・関東市議会議長会負担金 56,000円

・千葉県市議会議長会負担金 151,000円

・印旛管内市議会正副議長連絡協議会負担金 134,000円

・北総地区市議会正副議長会負担金 149,000円

・職員研修負担金 8,000円

計 919,000円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 議会事務局 予算書：Ｐ８９

事 業 名 １ 款 １ 項 １ 目 議員研修費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,066,000 0 0 0 6,066,000

前年度

前年度との比較 6,591,000 増減額 △525,000 増減率 △8.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

議員の教養の涵養を図り地方自治の伸展に寄与する

事 業 目 的

☆減額理由☆ 隔年で実施される常任委員会行政視察の実施年で

ないため減額。

○使用料及び賃借料

・駐車場使用料 5,000円

・自動車借上料 60,500円

（北総地区正副議長会議員研修時バス借上料）

計 65,500円

（予算計上額 66千円）

事 業 内 容

○負担金補助及び交付金

・政務活動費交付金 6,000,000円

（25,000円×12月×20人）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 秘書広報課 予算書：Ｐ９４

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 秘書関係費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 2,783,000 0 0 0 2,783,000

前年度

前年度との比較 2,740,000 増減額 43,000 増減率 1.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市長および副市長に関する秘書にかかる業務。また、公務関係者に対

して弔慰をはじめ、市民及び市内外の団体との折衡を伴う事務を行う。

事 業 目 的

○旅費 特別旅費 93,000円

○交際費 市長交際費 900,000円

○需用費

消耗品費 公務関係弔慰贈呈用生花、手みやげ代、新聞購読料など

313,791円

印刷製本費 特別職名刺印刷代 17,280円

○役務費

通信運搬費 ｉＪＡＭＰ利用料他 424,760円

事 業 内 容 広告料 千葉日報社新聞掲載料 44,000円

○負担金補助及び交付金

全国市長会負担金 428,000円

全国市長会関東支部負担金 40,000円

千葉県市長会負担金 520,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 秘書広報課 予算書：Ｐ９４

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 定例表彰関係費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 103,000 0 0 0 103,000

前年度

前年度との比較 107,000 増減額 △4,000 増減率 △3.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市表彰規程に基づき、八街市発展のため尽力された功労者を表彰する。

また、表彰者の功績をたたえるべく市定例表彰式を来賓及び招待者を

事 業 目 的 一堂に会し執り行う。

○需用費

消耗品費 被表彰者記念品及び紙袋（24個） 75,768円

印刷製本費 表彰式記念写真代 26,400円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９５

事 業 名 ２ 款 １ 項 １目 一般管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,785,000 0 0 0 1,785,000

前年度

前年度との比較 769,000 増減額 1,016,000 増減率 132.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 適正な人事管理を行うことにより、効率的な行財政運営の推進を図る。

☆増額理由☆

平成32年度施行の会計年度任用職員制度に係る例規整備の支援業務を

委託することにより増額。

〇報酬 ・特別職報酬等審議会委員報酬 30,500円

〇需用費 ・消耗品費 図書追録代 他 261,668円

（予算計上額 263千円）

事 業 内 容 ○委託料 ・職員採用試験業務 390,420円

・会計年度任用職員制度例規整備支援業務 1,100,000円

計 1,490,420円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９５

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 職員研修費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 609,000 0 0 0 609,000

前年度

前年度との比較 609,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

職員の資質の向上や意識改革を推進するために庁内研修を実施すると

事 業 目 的 ともに、各部署ごとに必要となる知識や技能等の向上を図るために外部

研修への派遣を行い、人材育成の着実な推進を図る。

〇委託料 ・人事評価制度職員研修業務 314,600円

〇負担金補助及び交付金

・職員実務研修負担金

【千葉県自治研修センター】

・住民協働推進研修 1,500円×1名

・データ活用向上研修 1,800円×2名

・女性リーダースキルアップ研修 2,700円×2名

・女性活躍推進研修 4,400円×2名

事 業 内 容 ・クレーム対応(個人編)研修 4,700円×2名

・クレーム対応(組織編)研修 3,400円×2名

・コンプライアンス研修 3,000円×3名

・コミュニケーションスキルアップ研修 2,400円×2名

・ロジカル・ライティング研修 2,700円×3名

・業務マニュアル作成研修 3,000円×2名

・法制執務(基礎)研修 4,000円×1名

・法制執務(応用)研修 3,500円×1名

・簿記研修 13,000円×1名

・税務事務研修 4,000円×5名

・個人住民税研修 4,500円×2名

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・固定資産税評価(土地)研修 4,000円×2名

・固定資産税評価(家屋)研修 4,000円×2名

・徴収事務(初級)研修 8,500円×3名

・徴収事務(上級)研修 8,500円×3名

・債権管理・回収(基礎)研修 6,500円×2名

・債権管理・回収(実務)研修 6,000円×2名

・主任保育士研修 6,000円×4名

・用地事務研修 6,500円×1名

・課長補佐研修 8,500円×2名

・課長研修 7,000円×2名

・ハラスメント防止研修 2,400円×4名

・ＪＫＥＴ指導者養成研修 17,400円×1名

計 293,400円

事 業 内 容

9



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９５

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 職員厚生費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,046,000 0 0 466,000 3,580,000

前年度

前年度との比較 3,903,000 増減額 143,000 増減率 3.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項についての充実を図る。

☆増額理由☆

職員健康診断業務における検査単価の上昇により増額。

〇報酬 ・産業医報酬 960,000円

○旅費 ・費用弁償 産業医研修 2,640円

・特別旅費 安全･衛生推進者養成講習 他 13,200円

計 15,840円

（予算計上額 17千円）

事 業 内 容

〇需用費 ・消耗品費 職員作業服 他 187,681円

（予算計上額 189千円）

〇役務費 ・保険料 職場復帰訓練者損害保険料 2,220円

〇委託料 ・職員健康診断業務 2,554,169円

・職員胸部Ｘ線精密検査業務 1,296円

・職員心理相談業務 310,500円

計 2,865,965円

（予算計上額 2,869千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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〇負担金補助及び交付金

・安全･衛生推進者養成講習会負担金 6,000円

・産業医研修会負担金 2,000円

計 8,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９６

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 千葉県市町村総合事務組合費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 645,000 0 0 0 645,000

前年度

前年度との比較 652,000 増減額 △7,000 増減率 △1.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

県内各自治体に共通する特定業務について、千葉県市町村総合事務組

事 業 目 的 合への共同処理を委任することにより、効率的な行財政運営を図る。

〇負担金補助及び交付金

・千葉県市町村総合事務組合負担金

・市町村災害弔慰金等負担金 176,318円

・非常勤職員公務災害補償基金負担金 352,108円

・市町村公平委員会負担金 115,791円

計 644,217円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

12



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９６

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 行政人権擁護関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 324,000 0 0 0 324,000

前年度

前年度との比較 295,000 増減額 29,000 増減率 9.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民の相談相手として、行政サービスに関する苦情、行政の仕組みや手

続きに関する問い合わせなどの相談の受付や、人権相談を受け、問題解

事 業 目 的 決の手伝いや、法務局の職員と協力して人権侵害による被害者の救済を

したり、地域の皆さんに人権について関心をもってもらえるような啓発

活動を行う。

☆増減理由 人権教室及び人権街頭啓発時の啓発物資購入費分の増及

び佐倉人権擁護協議会負担金の減額による。

○報償費

・行政相談委員 年額 １０，０００円×２名

・人権擁護委員 年額 １０，０００円×５名

○需用費

・人権啓発物資購入 ３２，４００円 （予算計上額 ３３千円）

事 業 内 容 ○役務費

人権教室及び人権週間啓発時着ぐるみ借用に伴うインナークリーニン

グ代

・クリーニング代 １，０００円×３回

○負担金補助及び交付金

・佐倉人権擁護協議会負担金 ２１８，０００円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９６

事 業 名 ２ 款 １ 項 １ 目 訟務関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 927,000 0 0 0 927,000

前年度

前年度との比較 918,000 増減額 9,000 増減率 1.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・弁護士による事務事業に関する法律相談

・訴訟があった場合の訴訟代理費用

事 業 目 的

☆増減理由☆ 10月以降の消費税増税分の増額

○委託料

・顧問弁護士委託料 計 926,500円

（予算計上額927千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ２ 目 公文書公開関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 42,000 0 0 0 42,000

前年度

前年度との比較 42,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

公文書公開審査会の開催時の委員（非常勤の特別職）への報酬である。

事 業 目 的

☆増減なし☆

○報酬

・会長報酬 9,000円

・委員報酬（4人） 32,800円

計 41,800円

（予算計上額42千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ２ 目 個人情報保護関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 42,000 0 0 0 42,000

前年度

前年度との比較 42,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

個人情報保護審査会の開催時の委員（非常勤の特別職）への報酬である。

事 業 目 的

☆増減なし☆

○報酬

・会長報酬 9,000円

・委員報酬（4人） 32,800円

計 41,800円

（予算計上額42千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ２ 目 行政不服審査関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 42,000 0 0 0 42,000

前年度

前年度との比較 42,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

行政不服審査会の開催時の委員（非常勤の特別職）への報酬である。

事 業 目 的

☆増減なし☆

○報酬

・会長報酬 9,000円

・委員報酬（4人） 32,800円

計 41,800円

（予算計上額42千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ２ 目 文書管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 28,818,000 0 0 0 28,818,000

前年度

前年度との比較 29,478,000 増減額 △660,000 増減率 △2.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・法令図書、法令関係参考資料の整備

・市例規集の整備

事 業 目 的 ・市から郵便で発送する文書等の発送料

☆増減理由☆ 例規データベース管理業務の契約方法の見直しによる減

額

○需用費 ・消耗品（法令図書の追録加除等） 1,079,355円

計 1,079,355円

（予算計上額1,080千円）

○役務費

・文書発送料 22,474,570円

・e-ReikiCLUB利用料 698,472円

事 業 内 容 計 23,173,042円

（予算計上額23,174千円）

○委託料

（4月から9月）

・例規検索システム更新データ作成費 1,053,000円

・例規集追録作成及び加除費用 1,214,180円

・例規検索システム使用料 324,000円

（10月から3月）

・例規集データベースシステム管理業務委託 1,972,080円

計 4,563,260円

（予算計上額4,564千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ９７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ２ 目 事務機器管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 7,006,000 0 0 155,000 6,851,000

前年度

前年度との比較 6,551,000 増減額 455,000 増減率 6.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・複写機、印刷機、ファクシミリ等の事務機器の管理保守

事 業 目 的

☆増減理由☆ 備品（大型ｼｭﾚｯﾀﾞｰ）購入費の増額

○需用費 消耗品（事務機器用用紙代等） 計 3,198,748円

（予算計上額3,199千円）

○役務費 手数料（断裁機刃の研磨） 計 13,200円

事 業 内 容 （予算計上額14千円）

○委託料 ファクシミリ保守点検業務（XF2300） 計 26,400円

（予算計上額27千円）

○使用料及び賃借料 ・複写機賃借料 209,280円

・複写機使用料（ｺｲﾝ、白黒、ｶﾗｰ） 2,390,370円

・印刷機賃借料 672,312円

計 3,271,962円

（予算計上額3,274千円）

○備品購入費 事務機器管理用備品（ｼｭﾚｯﾀﾞｰ） 計 491,400円

（予算計上額492千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 秘書広報課 予算書：Ｐ９８

事 業 名 ２ 款 １ 項 ３ 目 広報費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 13,272,000 24,000 0 686,000 12,562,000

前年度

前年度との比較 25,028,000 増減額 △11,756,000 増減率 △ 47.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民に行政情報を正確かつ迅速に伝達し、市政に対する理解と関心を

高めるため月２回、年２４回広報やちまたを発行する。

事 業 目 的 市ホームページを管理運用し、市政情報を市内外問わず、より多くの

方に提供することにより紙媒体の情報より迅速に、より詳細に最新の行

政情報等を提供する。

広聴関係業務として、市長への提言や要望等への対応を行う。

☆減額理由☆ 平成３０年度は、ＣＭＳ（コンテンツマネージメントシ

ステム）を導入し、ホームページをリニューアルしたため。

○需用費

消耗品費 インクジェットプリンタ用消耗品 11,224円

印刷製本費 広報やちまた・こども広報印刷代

平成30年度 5,413,932円 △535,168円 比較△9.9％

※印刷部数（22,200部→22,000部）の減少による。

4,878,764円

事 業 内 容

○役務費

通信運搬費 広報やちまた配送料他

平成30年度 1,007,040円 186,480円増 比較18.5％増

※配送料（88円／部→100円／部）・配送部数（440通→

460通）の増加による。

1,193,520円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料

新聞折込業務 広報やちまた新聞折込業務委託

平成30年度 3,164,832円 △146,382円 △比較4.6％

※新聞折込部数の減少（20,000部→18,900部）による。

3,018,450円

市ホームページ運営保守業務 1,987,397円

【新規】市ホームページ常時ＳＳＬ化対応業務 172,800円

※平成30年10月に公開した、Google社が提供する「Chrome」バージョ

ン（70）を使用して、SSL証明書を取得していない（HTTPS化されて

いない）ウェセブサイトを閲覧した場合、「保護されていない通信」

等の警告が赤字で強調表示されるようになり、この警告表示に対応

するため。

【新規】市勢要覧及びくらしの便利帳作成業務 1,226,500円

※市勢要覧及びくらしの便利帳の残部数が少ないことから、印刷が必

要となりました。また、市勢要覧とくらしの便利帳の内容が重複す

事 業 内 容 るところもあり、２冊を１冊にまとめ、印刷業務にかかる費用の一

部を広告収入で賄い印刷するものです。

○使用料及び賃借料

フォント表示ソフト使用料 86,832円

広報やちまた電子配信システム 486,000円

Adobe CC グループ版 コンプリートプラン 206,842円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ９９

事 業 名 ２ 款 １ 項 ４ 目 財政管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 936,000 0 0 0 936,000

前年度

前年度との比較 728,000 増減額 208,000 増減率 28.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

予算の編成及び決算の調製を行う。

事 業 目 的

○需用費（消耗品費）

◆関係図書購入、追録代 64,964円
◆予算書・決算書製本用紙、その他の消耗品費 77,756円
◆計 142,720円

※予算の編成や決算の調製に必要な関係図書の購入や追録、用紙その他

の消耗品を購入する。

○委託料

◆地方公会計システム保守サポート業務

44,500円× 6月× 1.08＝ 288,360円
事 業 内 容 44,500円× 6月× 1.10＝ 293,700円 計 582,060円

※複式簿記形式の財務書類を作成する地方公会計システムの保守を行う。

○使用料及び賃借料

◆地方公会計標準ソフトウェア関連サービス利用料 210,000円
※統一的な基準による地方公会計の整備促進のため、地方公共団体情報

システム機構が、地方公会計に係る標準的なソフトウェアを開発して、

平成 27年度から希望団体に無償で標準ソフトウェアを配布しており、本
市も提供を受けていたが、平成 31 年度より全団体一律で、年額 21 万円
の使用料が必要となった為計上。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ９９

事 業 名 ２ 款 １ 項 ４ 目 財政調整基金等基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 166,000 0 0 165,000 1,000

前年度

前年度との比較 1,021,000 増減額 △855,000 増減率 △83.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市一般会計財政調整基金の設置、管理及び処分に関する条例第４

条の規定及び八街市減債基金条例第４条の規定により、一般会計財政調

事 業 目 的 整基金と減債基金を運用して得られる果実を積み立てる。

また、平成 31年度より設置予定の公共施設等整備基金については、将
来公共施設等を整備する目的で、予算計上し積立てを行う。

☆増減理由☆

基金運用利率見込みの減により積立金が減少することによる。

○積立金

◆一般会計財政調整基金積立金

◇繰替運用分 延べ 44,650,000千円× 0.001％÷ 365 日＝ 1,223
円

◇その他分 延べ 801,872,132千円× 0.007％÷ 365日＝ 153,783
円

事 業 内 容 ◇計 155,006円
◆減債基金積立金 122,496 千円× 0.007 ％＝ 8,574
円

◆公共施設等整備基金積立金 1,000円
※公共施設等整備基金（基金条例議案上程中）については、今後の公共

施設等の整備を行うための基金である。

当初予算では 1,000 円計上としているが、平成 31 年度の積立てについ
ては、歳計剰余金の状況を勘案し、補正予算にて計上することとしたい。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 会計課 予算書：Ｐ９９

事 業 名 ２ 款 １ 項 ５ 目 会計管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,531,000 0 0 229,000 4,302,000

前年度

前年度との比較 2,418,000 増減額 2,113,000 増減率 87.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

会計事務一般、臨時職員賃金、指定金融機関派出手数料に関する経費を

計上。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 臨時職員の雇用による増額。

○共済費 ・臨時職員社会保険料、雇用保険料 １名分 468,000円

○賃金 ・臨時職員賃金及び通勤手当 １名分 1,536,000円

○需用費 ・参考図書代 49,266円

・事務用消耗品代他 40,970円

計 90,236円

事 業 内 容 （予算計上額 91千円）

・印刷製本費 プライバシー保護シール 63,504円

（予算計上額 64千円）

○役務費 ・指定金融機関派出常勤者手数料２名分 2,200,000円

・データ伝送手数料 130,800円

計 2,330,800円

（予算計上額 2,331千円）

○備品購入費 ・プリンター電卓購入費 40,824円

（予算計上額 41千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１００

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 契約事務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 2,732,000 0 0 0 2,732,000

前年度

前年度との比較 2,291,000 増減額 441,000 増減率 19.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

電子調達システムを使用することにより、入札事務の簡素化、入札参

加事業者の利便性の向上、入札の公平性及び透明性の向上を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 千葉県電子自治体共同運営協議会に支払う運営管理費の

見直し及び日刊建設新聞の有料化による増額

○需用費 消耗品費

・図書購入費 18,000円
国土交通省工事契約実務要覧等実務図書の購入

・日刊建設新聞購読料 64,800円

○役務費 通信運搬費

事 業 内 容 ・ちば電子調達システム後納郵便料 54,330円
電子入札申請書類の後納郵便料

○使用料及び賃借料

・コリンズ利用料（1契約） 10,800円
工事実績情報システムを閲覧する為の利用料

・ちば電子調達システム使用料 1,847,550円
電子入札システムのサービス提供業者に支払う使用料

計 1,858,350円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○負担金補助及び交付金

・ちば電子調達システム利用負担金 734,500円
千葉県電子自治体共同運営協議会に支払う運営管理費等の負担金

※千葉県電子自治体共同運営協議会の運営管理費見直しによる増額

事 業 内 容

26



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１００

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 財産管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 5,261,000 0 0 0 5,261,000

前年度

前年度との比較 6,040,000 増減額 △779,000 増減率 △12.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市有建物に災害等により損害が生じた場合や市が所有する施設内等で

の事故等により賠償責任が生じた場合の保険に加入することにより財産

事 業 目 的 等を保持する。

市有建物の修繕、工事を行うことにより適正な維持管理を行う。

☆増額理由☆ 前年度に計上した家電リサイクル手数料及び無償貸付施

設の修繕工事費を計上しなかったことによる減額。

○需用費 消耗品費

・公共施設用ゴミ袋購入 54,000枚*6.00円*1.08 349,920円
・地方公共団体公有財産管理事務質疑応答集追録 14,080円
計 364,000円

事 業 内 容 修繕料

・施設修繕料 50,000円
市有建物の修繕料

○役務費 保険料

・市民総合賠償保険料 70,527人*13.7円 966,220円
市が主催する行事等の遂行に起因する事故に対する保険料。人数は

平成３０年９月末現在の住民数

・学校災害賠償保険料 5,851人*70.35円 411,618円
学校の管理に瑕疵があった場合ならびに学校業務の遂行上の過失に

より他人に損害を与えた場合の保険料。人数は平成３０年９月末現

在の中学校の生徒数、小学校の児童数、幼稚園及び保育園の園児数

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・公金総合損害共済分担金 70,527人*2.3円 162,213円
市が取り扱う公金が、輸送中及び保管中に、偶然な事故によって損

害が発生した場合の保険料。人数は平成３０年９月末現在の住民数

・市有建物損害共済分担金 2,121,699円
市所有の建物が災害、火災等で損害が生じた場合の保険料。７８施

設１８５物件分

計 3,580,687円

○委託料

・公共施設一般廃棄物収集運搬業務 403,300円
公共施設３７ヶ所の一般廃棄物を収集し、クリーンセンターに搬入

○使用料及び賃借料

・有料道路通行料(ETC) 363,760円
職員の遠方への出張時等に利用する有料道路通行料

・駐車場使用料 115,600円
出張時等に利用する有料駐車場の利用料金

計 479,360円
事 業 内 容

○負担金補助及び交付金

・上砂やすらぎの家エアコン取付工事負担金 299,000円
建物使用貸借契約書第７条第１項の規定による工事負担金
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１０１

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 庁舎管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 41,045,000 0 0 0 41,045,000

前年度

前年度との比較 41,975,000 増減額 △930,000 増減率 △2.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

建物及び設備の保守管理、修繕等を行うことにより、庁舎利用者の安

全性及び利便性の向上、執務環境の維持を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 消耗品の削減及び光熱水費の削減による減額

○需用費 消耗品費

・日常消耗品 600,000円
清掃用品、蛍光灯等の庁舎管理消耗品の購入

燃料費

・暖房用燃料費(A重油) 5,000㍑*84.8円*1.08 457,920円
・暖房用燃料費(灯油) 300㍑*97.0円 29,100円

*タンク清掃の為、1,000㍑増
事 業 内 容 計 487,020円

光熱水費

・電気料（高圧） 15,181,322円
平成２６年度（東京電力） 19,106,385円
平成２９年度（ＰＰＳ） 12,937,319円 -32％
平成３０年度（ＰＰＳ）見込み 13,239,756円 -31％
＊削減率（高圧）は、平成２６年度との比較

・電気料(低圧) 652,140円
第４会議室の電気料金（東京電力）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・上下水道料 1,773,990円
・ガス代 110,130円
計 17,735,322 円
修繕料

・施設修繕料 1,200,000円
建物、電気及び給排水設備の修繕料

○役務費 通信運搬費

・庁舎電話料 5,308,172円
手数料

・簡易専用水道法定検査手数料 25,920円
受水槽の外観及び水質検査にかかる手数料

○委託料

・庁舎清掃業務(日常) 3,031,488円
トイレの清掃、敷地内のゴミ・落ち葉等の掃き清掃業務

・庁舎清掃業務(定期) 842,400円
床及び絨毯洗浄清掃、床ワックスがけ業務（年１回）

・庁舎警備業務 950,520円
事 業 内 容 警報機器による夜間及び閉庁日の庁舎内警備を行う業務

・夜間電話対応業務 418,560円
執務時間外の電話通報を担当職員に連絡する業務

・構内交換電話設備保守業務 1,934,925円
電子交換機及び多機能電話機の保守業務（月１回）

・庁舎電気設備保守業務 486,576円
自家用電気工作物の点検、機能維持等を行う業務

・庁舎空調設備保守業務 421,721円
空調機、冷却塔及び温水ボイラーの点検、清掃業務

・庁舎消防設備保守業務 486,640円
屋内消火栓、火災報知器、避難器具等の点検業務

・庁舎及び総合保健福祉センター自動ドア保守業務 301,760円
庁舎内４箇所の自動ドアの保守業務（年３回）

・庁舎油圧エレベーター保守業務 392,400円
２４時間の遠隔監視及び定期点検業務
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・フロアマネージャー業務 4,266,432円
来庁者の用件・問い合わせに応じて、担当課等を案内する業務

・簡易専用水道維持管理業務 440,000円
受水槽の点検・清掃、ポンプ等の点検業務

・重油地下タンク維持管理業務 192,500円
暖房用及び自家発電用重油地下タンクの点検・清掃業務（年１回）

・庁舎敷地内植木管理業務 378,000円
庁舎敷地内の樹木の剪定及び害虫駆除薬剤散布業務

計 14,543,922円

○使用料及び賃借料

・トイレ洗浄・静菌システム賃借料 252,008円
トイレの消臭と芳香を行う機器の賃借料

・玄関マット賃借料 88,552円
・ＮＨＫ放送受信料 118,170円
・ケーブルテレビ放送受信料 50,657円
・ＡＥＤ賃借料 30,456円
・消火器賃借料 75,105円

事 業 内 容 ・庁舎清掃用モップ賃借料 188,352円
計 803,300円

○備品購入費

・貸出用携帯電話 326,592円
耐用年数を経過した９台を購入

計 326,592円

○負担金補助及び交付金

・佐倉防火協会負担金 3,000円
地域防火活動の啓発、防火管理者講習助成事業等を行っている佐倉

防火安全協会運営費の負担金

計 3,000円

31



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１０２

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 共通物品購入費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,414,000 0 0 0 1,414,000

前年度

前年度との比較 1,442,000 増減額 △28,000 増減率 △1.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事務に係る共通物品を購入する。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 印刷する封筒単価の変動及び封筒の枚数削減による減額

○需用費 消耗品費

・事務用消耗品購入 1,000,000円
職員が使用するファイル、のり、付箋等の事務用消耗品の購入

印刷製本費

・封筒印刷(角２) 18,000枚*8.50円*1.08 165,240円
・封筒印刷(長３) 27,000枚*3.40円*1.08 99,144円

事 業 内 容 ・封筒印刷(長３) 18,000枚*3.55円*1.08 69,012円
計 333,396円

○備品購入費

・庁内職員用事務用備品購入 80,000円
事務用机等の事務用備品の購入

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１０３

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 公用車管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 4,579,000 0 0 0 4,579,000

前年度

前年度との比較 4,917,000 増減額 △338,000 増減率 △6.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

点検整備、保険の加入、修繕等行い共用車を適正に管理すること及び

職員が使用する共用車をリース契約する。

事 業 目 的

☆増額理由☆ リース契約していた３台の共用車を新規にリースしない

こと及び車検に該当する車両の減による減額

○需用費 消耗品費

・共用車消耗品 15,000円
燃料費

・一般共用車 6,739㍑*152.00円 1,024,328円
・特別共用車 988㍑*163.00円 161,044円
計 1,185,372円

事 業 内 容 修繕料

・供用 １号車(車検なし) 22,000円
・供用 ２号車(車検なし) 22,000円
・供用 ３号車(車検なし) 22,000円
・供用 ４号車(車検なし) 22,000円
・供用 ５号車(車検なし) 22,000円
・供用 ６号車(車検なし) 22,000円
・供用 ７号車(車検なし) 22,000円
・供用 ８号車(車検なし) 32,000円
・供用１１号車(車検なし) 32,000円
・青パト(車検あり) 82,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・１２ヶ月点検 15,000円*10台 150,000円
・市長車(車検無し) 32,000円
・議長車(車検無し) 32,000円
・１２ヶ月点検 15,000円*2台 30,000円
計 577,000円
財政課管理の共用車等の車検整備費、点検料及び日常修繕費

○役務費 保険料

・自動車損害保険料(車検あり１台分) 25,830円
共用車等の車検時に支払う自賠責保険料

・市有自動車損害共済分担金(１２４台分) 2,166,662円
特別会計を除く公用車、保育園、幼稚園及び小中学校の連絡車の全

国市有物件災害共済会に支払う自動車損害保険料

・市有自動車損害共済分担金(新規・異動１０台分) 200,000円
市所有車の買換え時に支払う自動車損害保険料

・市有自動車任意保険料(市長車・議長車) 125,320円
業務時間外に使用することが頻繁ある市長車等の任意保険料

計 2,517,812円
事 業 内 容

○使用料及び賃借料

・共用車両賃借料(１台) 11,232円
軽トラック 1月*1台 11,232円

・タクシー使用料 2,000円*10回*12月 240,000円
計 251,232円
特別職等の職員等が一般職職員の勤務時間外に公務に出席する場合

にタクシーを使用する為の使用料

○公課費

・自動車重量税(１台分) 29,500円
共用車等の車検時に支払う重量税
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１０３

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 庁舎整備費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 15,619,000 0 5,000,000 0 10,619,000

前年度

前年度との比較 5,927,000 増減額 9,692,000 増減率 163.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

庁舎機能の維持・効率化を図る為の工事を行う。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 工事内容による増額

○委託料

・第１庁舎空調設備更新工事実施設計業務 6,675,900円
老朽化した第１庁舎の空調設備を更新する為の実施設計

○工事請負費

・庁舎電話配線工事 300,000円
職員移動時の電話機配置換えに伴う配線工事

事 業 内 容 ・第１庁舎１階トイレ改修工事 6,276,798円
老朽化した身体障害者用トイレの改修及び男子トイレを洋式化する

工事

・庁舎喫煙所設置工事 2,365,200円
受動喫煙防止対策として喫煙所を設置する工事

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１０３

事 業 名 ２ 款 １ 項 ６ 目 庁舎耐震整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 203,940,000 0 200,400,000 0 3,540,000

前年度

前年度との比較 347,174,000 増減額 △143,234,000 増減率 △41.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

第２庁舎の解体工事の実施及び工事監理の委託を行う。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 平成３０年度に行った第１庁舎の耐震補強工事が完了し

たことによる減額

○委託料

・第２庁舎解体工事監理業務 4,147,000円*1.10 4,561,700円
第２庁舎解体工事の実施に伴い工事監理業務を行う。

計 4,561,700円

○工事請負費

事 業 内 容 ・第２庁舎解体工事 173,380,000円*1.10 190,718,000円
耐震不足及び老朽化の著しい第２庁舎を解体する工事

・商工観光課ネット回線移設工事 695,000円*1.08 750,600円
第２庁舎解体に伴いネット回線を移設する工事

・光回線移設工事 300,000円*1.08 324,000円
第２庁舎解体に伴いＮＴＴ光回線を引き直す工事

・庁舎通路用シェルター設置工事 7,023,000円*1.08 7,584,840円
第２庁舎解体に伴い第１庁舎と第３庁舎を結ぶ渡り廊下を設置する

工事

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０４

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 公共交通対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,080,000 0 0 0 6,080,000

前年度

前年度との比較 2,311,000 増減額 3,769,000 増減率 163.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内における公共交通に関する計画策定及び実施に必要な協議を行う

八街市地域公共交通協議会への負担金の支出並びに生活交通路線を運行

事 業 目 的 する民間バス事業者（ちばフラワーバス(株)：八街線(成東駅～八街駅)）

に対する補助を行い、もって地域公共交通の維持・確保を図る。

☆増額理由☆

八街市地域公共交通協議会負担金が増額となったこと等による事業費

の増

〇負担金補助及び交付金

・八街市地域公共交通協議会負担金 4,206,000円

市内における公共交通に関する計画策定及び実施に必要な協議を行

う「八街市地域公共交通協議会」の運営経費に対する負担金

事 業 内 容 ・バス運行対策費補助金 1,874,000円

生活交通路線であるちばフラワーバス(株)が運行する八街線に対す

る補助金

＊地域公共交通確保維持改善事業（国庫補助）対象である八街線に

ついて、収益が国補助対象基準に満たない路線について基準額まで

かさ上げ補助するとともに、国補助基準により国庫補助対象外とな

った運行赤字の補填を行う。

・かさ上げ補助分 621,459円

・赤字補填分 1,252,535円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０４

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 印旛郡市広域市町村圏事務組合費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 16,275,000 0 0 0 16,275,000

前年度

前年度との比較 17,411,000 増減額 △1,136,000 増減率 △6.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域社会の変貌にともなう市町村行政の広域化に対処して、印旛郡市

の均衡ある発展を期するため、市町村事務の一部を共同処理することを

事 業 目 的 目的として設立された「印旛郡市広域市町村圏事務組合」の運営経費等

に対して負担金等を支出し、事務効率の向上等を図る。

☆減額理由☆

印旛郡市広域市町村圏事務組合の一般会計予算に対する負担金につい

て、負担割合の変更により負担金が減額となったことによる事業費の減

〇負担金補助及び交付金

・印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計負担金 16,275,000円

印旛郡市広域市町村圏事務組合の一般会計事業（議会運営費、総務

費(職員人件費・一般事務費・研修等)、民生費(経費老人ホーム運営経

費)、衛生費(二次救急医療運営経費)等)に要する負担金

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０４

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 企画費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 92,000 0 0 0 92,000

前年度

前年度との比較 99,000 増減額 △7,000 増減率 △7.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

JR総武本線の利便性向上等を図る「千葉県JR線複線化等促進期成同盟」

や、成田国際空港を核とした地域経済の活性化を図る「成田空港活用協

事 業 目 的 議会」の運営に要する経費への負担金等を支出し、地域の活性化を図る。

（その他、課の事務経費についても計上）

☆減額理由☆

旅費等の事務経費の減額による事業費の減

〇旅費

・特別旅費(企画事務全般における特別旅費) 18,000円

地方創生ヒアリング 2,240円、ＪＲ要望活動 2,000円、

移住定住相談会 13,680円

〇需用費

・消耗品費（課の事務用品等） 10,000円

〇役務費

事 業 内 容 ・通信運搬費 4,000円

移住定住促進のための「るるぶ八街」の郵送経費

・クリーニング代（1,000円×4回分） 4,000円

「ピーちゃん ナッちゃん」着ぐるみインナーのクリーニング代

〇負担金補助及び交付金

・千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6,000円

千葉県内ＪＲ線の複線化等鉄道整備や利便性の向上を促進し、産業

経済の発展と県民生活の向上を目的とする同同盟に対する負担金

・成田空港活用協議会負担金 50,000円

空港を中心とした広域的な人・物・財財の流れの創出という新たな

可能性を千葉県経済の活性化につなげる同協議会に対する負担金

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０５

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 総合計画策定事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 844,000 0 0 0 844,000

前年度

前年度との比較 444,000 増減額 400,000 増減率 90.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

総合計画2015の基本構想に定められた市の将来都市像である「ヒュー

マンフィールドやちまた」を実現するため、市民と行政が協働でまちづ

事 業 目 的 くりを進めていく上で指針となる、展開すべき施策を具体的にまとめた

後期の基本計画(平成32年度～平成36年度)を策定する。

☆増額理由☆

前期の基本計画が平成31年度に終了することから、平成32年度から平

成36年度までを期間とする後期の基本計画の策定に要する経費(審議会開

催経費及び計画書作成に係る経費)を計上することによる事業費の増

〇報酬

・総合計画審議会委員 212,000円

１４人分の委員報酬

事 業 内 容 〇需用費

・消耗品費 57,000円

計画書作成に係る消耗品

〇委託料

・総合計画編集業務 575,000円

デザインの作成委託

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０５

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 男女共同参画推進事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 22,000 0 0 0 22,000

前年度

前年度との比較 22,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

第２次八街市男女共同参画計画に基づき、男女共同参画の推進を図る

ため、啓発情報誌の発行等を実施し、だれもがいきいきと活躍できる男

事 業 目 的 女共同参画社会の実現の推進を図る。

☆増減理由☆

啓発等の強化を図るため、｢啓発情報誌の発行｣に要する必要経費を

計上

〇需用費

・消耗品費 22,000円

男女共同参画啓発情報誌の作成に係る事務用品

(自前印刷に係る消耗品代)

＊年４回程度発行予定

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０５

事 業 名 ２ 款 １ 項 ７ 目 ＮＰＯ等福祉有償運送運営協議会費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 50,000 0 0 0 50,000

前年度

前年度との比較 50,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域の関係者により設置される「八街市ＮＰＯ等福祉有償運送運営協

議会」を開催し、福祉有償運送を行う団体の登録申請等における福祉有

事 業 目 的 償運送の必要性、旅客から収受する対価、福祉有償運送の適正な運営に

関して必要な事項等の協議を行う。

☆増減理由☆

福祉有償運送を行う団体から新規･更新等の登録申請があった場合、八

街市ＮＰＯ等福祉有償運送運営協議会を開催する必要があることから、

必要経費を計上

〇報償費

・運営協議会委員報償 50,000円

八街市ＮＰＯ等福祉有償運送運営協議会委員に対する報償

5,000円×10人×1回

事 業 内 容 ＊市内では４団体(平成31年1月末現在)が事業を行っているが、その

うち３団体の更新が見込まれることから、八街市ＮＰＯ等福祉有

償運送運営協議会の開催に要する必要経費を計上する。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ１０５

事 業 名 ２ 款 １ 項 ８ 目 交通安全対策費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,131,000 0 0 0 1,131,000

前年度

前年度との比較 1,152,000 増減額 △21,000 増減率 △1.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成２２年４月１日施行の「八街市交通安全条例」に基づき実施する各交通

安全に関する施策を推進し、市民の安全かつ快適な生活を実現する。

事 業 目 的

☆減額の主な理由☆・交通安全活動時の食料費(飲料品)を夏期のみとした。

○報酬 25,000円

・交通安全対策会議委員報酬

5,000円/1日× 5人×会議 1回＝ 25,000円

事 業 内 容 ○報償費 35,000円

・交通安全教室講師謝礼

5,000円× 1名× 7校＝ 35,000円

※市内全幼稚園、保育園、小・中学校を対象に実施する交通安全教室の内、千

葉県交通安全教育推進委員を講師として実施する小学校 7校分の講師謝礼。（他

は警察と職員にて対応）

○需用費

消耗品費 215,000円

・交通安全運動及び交通防災フェアー時等啓発物 204,444円

・事務・作業用消耗品 10,000円

燃料費 30,000円

・連絡車ガソリン代 H29決算額 25,909円× 1.14＝ 29,537円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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食料費 5,000円

・各交通安全運動時食料費 150円× 30人× 1回＝ 4,500円

修繕料 88,000円

・連絡車車検費用 88,000円× 1台＝ 88,000円

○役務費

手数料 5,000円

・運転経歴証明書申請手数料

(1通 630円＋ ATM手数料 80円)× 7人＝ 4,970円

保険料 18,000円

・連絡車自動車損害保険料 17,350円× 1台＝ 17,350円

○負担金補助及び交付金

負担金

・佐倉地区安全運転管理者協議会負担金 101,000円

安全運転管理者 23,000円× 1人＝ 23,000円

副安全運転管理者 13,000円× 6人＝ 78,000円

補助金 600,000円

・佐倉交通安全協会八街支部連絡協議会補助金 600,000円

※交付要綱により市内１２支部が実施する交通安全活動に要する経費等の 1/2、

事 業 内 容 上限 80万円。

○公課費 9,000円

・連絡車自動車重量税 8,800円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ１０６

事 業 名 ２ 款 １ 項 ８ 目 交通安全施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,293,000 0 0 1,706,000 1,587,000

前年度

前年度との比較 3,106,000 増減額 187,000 増減率 6.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成２２年４月１日施行の「八街市交通安全条例」に基づき道路交通環境を

整備するため、見通しが効かない交差点等にカーブミラーの設置及び維持管理

事 業 目 的 を行うと共に、注意喚起のための交通安全看板を設置する。

☆増額の主な理由☆・カーブミラ－本体の価格変更及び消費税率の改正

○需用費

・カーブミラー等修繕料 1,106,000円

φ 600 1面 直柱立て替え 83,000円× 2基× 1.08＝ 179,280円

φ 600 1面 直柱立て替え 83,000円× 1基× 1.10＝ 91,300円

φ 600 2面 直柱立て替え 122,000円× 1基× 1.08＝ 131,760円

φ 600 2面 直柱立て替え 122,000円× 1基× 1.10＝ 134,200円

事 業 内 容 φ 800 1面 直柱立て替え 88,000円× 2基× 1.10＝ 193,600円

φ 800 2面 直柱立て替え 133,000円× 1基× 1.10＝ 146,300円

電柱共架移設 33,000円× 1基× 1.08＝ 35,640円

電柱共架移設 33,000円× 1基× 1.10＝ 36,300円

直柱移設 54,000円× 1基× 1.10＝ 59,400円

共架金具交換 45,000円× 1基× 1.08＝ 48,600円

共架金具交換 45,000円× 1基× 1.10＝ 49,500円

※車両の当て逃げや、柱の腐食等による立て替え等の経費。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○工事請負費 1,192.000円

・カーブミラー等設置工事費

φ 600 1面 直柱設置 78,000円× 1基× 1.10＝ 85,800円

φ 600 2面 直柱設置 112,000円× 1基× 1.08＝ 120,960円

φ 600 1面 共架 60,000円× 2基× 1.08＝ 129,600円

φ 600 1面 共架 60,000円× 1基× 1.10＝ 66,000円

φ 600 2面 共架 97,000円× 1基× 1.10＝ 106,700円

φ 800 1面 直柱設置 82,500円× 1基× 1.10＝ 90,750円

φ 800 1面 共架 65,000円× 1基× 1.08＝ 70,200円

φ 800 1面 共架 65,000円× 2基× 1.10＝ 143,000円

蓄熱式カーブミラーφ 800 1面 直柱 173,000円× 1基× 1.08

= 186,840円

自発光式道路鋲 177,000円× 1基× 1.08＝ 191,160円

※各地区の代表者（区長等）からの申請により整備する交通安全施設（主にカ

ーブミラー）の設置費。

○原材料費 995,000円

・交通安全対策用資材

φ 600 30,000円× 14基× 1.10＝ 462,000円

事 業 内 容 φ 800 32,700円× 8基× 1.10＝ 287,760円

取付金具 8,000円× 10基× 1.10＝ 88,000円

交通安全立て看板 5,700円× 25基× 1.10＝ 156,750円

※経年劣化や、車両の接触により破損したカーブミラーの補修を職員にて対応

する為の資材及び、職員にて電柱等に設置している交通安全の注意喚起用の看

板の購入費。
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 システム管理課 予算書：Ｐ１０７

事 業 名 ２ 款 １ 項 ９ 目 電算管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 207,578,000 3,617,000 0 0 203,961,000

前年度

前年度との比較 199,115,000 増減額 8,463,000 増減率 4.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

電算化された行政業務が停止することなく安定稼働するために、電算シ

ステムやネットワーク機器等の運用管理を行い、事務の効率化や市民サ

事 業 目 的 ービスの向上を図る。

○旅費

各種研修等に参加する為の交通費 6,000円

○需用費

プリンター用トナー等の消耗品 3,761,950円

ウィルスソフト及び資産管理ソフトの更新料 1,554,272円

無停電電源装置修繕料 184,680円

○役務費

各ネットワーク通信運搬費 846,276円

○委託料

事 業 内 容 ソフトウェア保守業務 175,800円

ハードウェア保守業務 309,375円

関連機器保守業務 1,755,840円

自治体情報セキュリティクラウド運用保守業務 1,616,424円

○使用料及び賃借料

ソフトウェア賃借料 135,220,907円

ハードウェア賃借料 46,598,376円

自治体情報セキュリティ向上プラットフォーム利用料 150,000円

○工事請負費

無停電電源装置蓄電池交換工事 9,979,200円

○負担金補助及び交付金

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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地方公共団体情報システム機構負担金 90,000円

千葉県地域ＩＴ化推進協議会負担金 9,000円

中間サーバー・プラットフォーム運用経費交付金 5,313,000円

事 業 内 容

48



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 市民協働推進課 予算書：Ｐ１０８

事 業 名 ２ 款 １ 項 １０ 目 地区コミュニティ推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 16,093,000 0 0 0 16,093,000

前年度

前年度との比較 19,091,000 増減額 △2,998,000 増減率 △15.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市における市民自治組織のコミュニティ活動を促進し、市行政の発

展と市民福祉の増進を図ることを目的とする。

事 業 目 的

〇報酬

・区長 年額均等割113,000円×39名＋戸数割280円×14,700戸

8,523,000円

・区長代理 年額38,000円×45名 1,710,000円

計 10,233,000円

〇需用費

消耗品費

・回覧用消耗品 7,000円

・コミュニティ推進用消耗品 17,000円

事 業 内 容 計 24,000円

〇委託費

区長あて文書配送業務委託（年２１回）

10,000円/回×21回 210,000円

〇負担金補助及び交付金

・地区コミュニティ事業補助金

（均等割20,000円×39区＋戸数割330円×14,700戸）×0.9

5,067,900円

集会施設補助 20,000円×31施設×0.9 558,000円

小計 5,625,900円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（予算計上額 5,626千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 市民協働推進課 予算書：Ｐ１０８

事 業 名 ２ 款 １ 項 １０ 目 市民参加協働事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,332,000 0 0 308,000 1,024,000

前年度

前年度との比較 1,146,000 増減額 186,000 増減率 16.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民と行政がともにまちづくりの担い手となり、互いに連携・協力し

やすい環境を整え、少子高齢化・人口減少社会に対応した協働によるま

事 業 目 的 ちづくりの推進を図ることを目的とする。

〇報酬

協働のまちづくり推進員（非常勤特別職報酬条例）

専門委員報酬月額59,000円×12ヶ月×1名 708,000円

八街市協働のまちづくり推進委員会委員報酬

委員長5,500円×5回×1人 27,500円

委 員5,000円×5回×11人 275,000円

計 1,010,500円

（予算計上額 1,011千円）

事 業 内 容 〇報償費

協働のまちづくり市民講演会講師謝礼 50,000円×1人 50,000円

協働のまちづくり職員研修会講師謝礼 30,000円×1人 30,000円

地域コーディネーター養成講座事例発表講師謝礼15,000円×1人

15,000円

計 95,000円

○旅費

市民協働先進地視察等に伴う旅費 5,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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〇需用費

消耗品費

市民参加協働事業用消耗品 15,000円

○役務費

通信運搬費

協働のまちづくり推進委員会関係書類 返信用切手代 2,000円

手数料

地域コーディネーター養成講座講師派遣手数料

35,200円×1人×5回 176,000円

筆耕翻訳料

協働のまちづくり市民講演会時手話通訳料 28,000円

計 206,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１０９

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 ふれあいバス運行事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 35,921,000 0 0 8,515,000 27,406,000

前年度

前年度との比較 38,223,000 増減額 △2,302,000 増減率 △6.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内循環バス（愛称：ふれあいバス）を運行し、公共交通サービスの

地域格差の是正や、交通弱者への交通手段の提供など、公共交通サービ

事 業 目 的 スの充実を図る。

☆減額理由☆

市内循環バス運行業務(委託料)について、ふれいあバスの運行に要す

る委託経費が減額となったこと等による事業費の減

〇需用費

・消耗品費 136,000円

ふれあいバス用消耗品

〇委託料

事 業 内 容 ・市内循環バス運行業務 35,785,000円

ふれあいバスの運行業務の委託(平成31年3月～平成32年3月)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ１０９

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 防犯対策費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 42,960,000 6,200,000 0 1,202,000 35,558,000

前年度

前年度との比較 36,973,000 増減額 5,987,000 増減率 16.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成２０年４月１日施行の「八街市安全で安心なまちづくり条例」に基づき、

市、市民、自治会等及び事業者が共に協力しながら、安全に、かつ、安心して

事 業 目 的 暮らせる地域社会実現のための施策を実施する。

☆増額の主な理由☆ ・防犯灯ＬＥＤ化に伴うリース料

・防犯カメラ１台の新設

○共済費

臨時職員保険料 2,475,000円

・セーフティーアドバイザー保険料

雇用保険 2,628,700円× 9/1000× 3人＝ 70,975円

労災保険 2,628,700円× 3/1000× 3人＝ 23,659円

健康保険 25,212円× 12月× 3人＝ 907,632円

厚生年金 40,260円× 12月× 3人＝ 1,449,360円

事 業 内 容 子ども子育て拠出金 638円× 12月＝ 22,968円

○賃金 7,887,000円

臨時職員

・セーフティーアドバイザー賃金

216,900円× 12月× 3人＝ 7,808,400円

・セーフティーアドバイザー通勤手当

100円× 259日× 3人＝ 77,700円

※「千葉県市町村防犯ボックス設置・運営事業補助金」防犯ボックス運営に必

要な人件費の 2/3、上限 600 万円、補助期間 5 年間の助成を活用し、平成２９

年４月から防犯ボックス事業を実施している。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○需用費

消耗品費 135,000円

・防犯パトロール隊用消耗品 43,200円

・歳末パトロール用消耗品 10,000円

・防犯ボックス運営用消耗品 81,700円

燃料費 64,000円

・青パトガソリン代 使用量 417リットル× 152円＝ 63,384円

光熱水費 17,597,000円

・防犯灯及び防犯カメラ電気料 17,545,981円

・防犯ボックス電気料 50,568円

※ H24 度から年度当初の４月に電気料を前払いする「一括前払いサービス１年

型」を利用。

修繕料 1,908,000円

・防犯灯修繕料 1,880,000円

・青パト修理費用 28,000円× 1台＝ 28,000円

○役務費

通信費 48,000円

・防犯ボックス用携帯電話 47,651円

事 業 内 容 ○使用料及び賃借料 11,111,000円

・ＬＥＤ防犯灯賃借料 925,884円× 12月＝ 11,110,608円

※ H31年 4月からリース開始する LED防犯灯のリース料

○工事請負費 531,000 円

・防犯カメラ設置工事 530,820円× 1台＝ 530,820円

○負担金補助及び交付金 1,204,000円

負担金

・佐倉警察署管内防犯組合連合会負担金

H30.9月末人口 70,527人× 16.8円≒ 1,184,000円

・千葉県犯罪被害者支援センター負担金 20,000円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１１０

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 事務改善推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 214,000 0 0 0 214,000

前年度

前年度との比較 214,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 行政内部による事務事業評価に外部の視点を加え、評価における客観性

や透明性を確保するための外部評価の実施に要する経費

○報酬

・八街市行財政調査会委員報酬 213,500円
平成 25年度から、行財政運営及び行政改革の推進状況について調査

及び審議するため、学識経験者等を委嘱している。平成 31年 8月に任期
満了となるが、引き続き同程度の体制で実施する。

平成 30年度は、『第 2次八街市行財政改革ﾌﾟﾗﾝ』から評価の対象を
抽出し、行政評価（外部評価）を実施している。

会 長 関谷 昇 (千葉大学教授)

副会長 京増 良男（元八街市監査委員）

事 業 内 容 委 員 林田 博之（元富里市職員）

〃 治部登美子（市民団体共同代表）

〃 玉川 寛治（公募委員）

〃 嶋田 文博（元佐倉南高等学校教諭）

任 期 平成 29年 8月 21日～平成 31年 8月 20日(2年間)

※報酬単価(非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例）

会長 5,500円＊ 1名＊ 7回 ＝ 38,500円
委員 5,000円＊ 5名＊ 7回 ＝ 175,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 総務課 予算書：Ｐ１１０

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 非核平和関係費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,000 0 0 0 2,000

前年度

前年度との比較 2,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

メンバーシップを維持しつつ、平和首長会議という機構を加盟都市全体

で支える体制をつくるため、各都市は１都市あたり毎年2,000円のメン

事 業 目 的 バーシップ納付金を負担する。

○負担金補助及び交付金

・平和首長会議メンバーシップ負担金 ２，０００円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１１０

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 まち・ひと・しごと創生事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 322,000 0 0 0 322,000

前年度

前年度との比較 111,000 増減額 211,000 増減率 190.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

人口減少問題の解消と地域経済の活性化を図ることを目的に、平成27

年12月に策定した「八街市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の着実な

事 業 目 的 推進を図るため、外部の有識者による事業の評価・検証を実施する。

また、平成32年を始期とする５年間を計画期間とする新たな計画を策

定する。

☆増額理由☆

現在のまち・ひと・しごと創生総合戦略が平成31年度に終了すること

から、平成32年度から平成36年度までを期間とする新たな計画の策定す

る必要があるため、当該計画の策定に要する経費を計上することによる

事業費の増

〇報償費

・有識者会議委員 197,000円

会長5,500円× 1人×3回＝ 16,500円

事 業 内 容 委員5,000円×12人×3回＝180,000円

〇需用費

・消耗品費 6,000円

計画書作成に係る消耗品

〇委託料

・総合戦略編集業務 119,000円

デザインの作成委託

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

58



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１１１

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 結婚支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 152,000 0 0 0 152,000

前年度

前年度との比較 339,000 増減額 △187 増減率 △55.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

「八街市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げた結婚支援事業（婚

活イベント）を実施し、少子化の解消及び移住定住の促進を図る。

事 業 目 的

☆減額理由☆

婚活イベントを実施するに当たり、参加者に係る飲食代(食糧費)につ

いて、参加者本人が直接会場に支払うこととしたことによる事業費の減

〇需用費

・消耗品費（婚活イベント用消耗品） 11,000円

〇役務費

・広告料 20,000円

婚活イベントに係る広告宣伝費

事 業 内 容 ・18,000円×1週間分×1.1＝19,800円

・司会者手数料 44,000円

婚活イベント時の司会者手数料

・40,000円×1人×1回×1.1＝44,000円

〇使用料及び賃借料

・自動車借上料 77,000円

婚活イベント時送迎用バスの賃借 70,000円×1台×1回×1.1＝77,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１１１

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 応援寄附金によるまちづくり基金費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 82,751,000 0 0 52,003,000 30,748,000

前年度

前年度との比較 58,843,000 増減額 23,908,000 増減率 40.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 八街市のまちづくりを応援していただくための、本市のふるさと納税で

ある『落花生の郷やちまた応援寄附金』を募るために要する経費

☆増額理由☆ 『落花生の郷やちまた応援寄附金』(ふるさと納税)の増

及び委託業務を追加することによる増額

○役務費

・ふるさと納税ポータルサイト有料プラン利用料 410,100円
・公金支払いシステム利用料 408,256円
・郵便局取扱手数料 3,000円

○委託料

・ふるさと納税支援業務 委託料 5,949,184円
事 業 内 容 返礼品 11,850,000円

返礼品送料 5,103,400円
書類郵送料 331,800円

・ふるさと納税包括業務 委託料 1,640,400円
返礼品 3,750,000円
返礼品送料 897,500円
書類郵送料 177,550円

・ふるさと納税収納代行業務 223,651円

○積立金

・「応援寄附金によるまちづくり基金」への積立て 52,000,000円
・基金運用益の積み立て 3,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１１１

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 文化会館建設基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 1,000 0

前年度

前年度との比較 1,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市文化会館建設基金条例第４条の規定により、文化会館建設基金

を運用して得られる果実を積み立てる。

事 業 目 的

○積立金

◆文化会館建設基金積立金 1,722千円× 0.007％＝ 120円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１１２

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 野球場建設基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 1,000 0

前年度

前年度との比較 2,000 増減額 △1,000 増減率 △50.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市野球場建設基金条例第４条の規定により、野球場建設基金を運

用して得られる果実を積み立てる。

事 業 目 的

○積立金

◆野球場建設基金積立金 2,726千円× 0.007％＝ 190円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１１２

事 業 名 ２ 款 １ 項 １１ 目 地域振興基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 1,000 0

前年度

前年度との比較 1,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市地域振興基金の設置、管理及び処分に関する条例第４条の規定

により、地域振興基金を運用して得られる果実を積み立てる。

事 業 目 的

○積立金

◆地域振興基金積立金 1,990千円× 0.007％＝ 139円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 納税課 予算書：Ｐ１１２

事 業 名 ２ 款 ２ 項 １ 目 固定資産評価審査委員会費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 56,000 0 0 0 56,000

前年度

前年度との比較 56,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

固定資産税評価額の審査申出に関しての審査を行う固定資産評価審査

事 業 目 的 委員会の開催及び委員会の運営に係る研修会参加に要する経費

○報酬 ・固定資産評価審査委員会開催時

委員長 9,000円×１人×２回 18,000円

委 員 8,200円×２人×２回 32,800円

計 50,800円

（予算計上額 51千円）

○旅費 ・固定資産評価審査委員会運営研修会 2,600円

（1,300円×２(1往復)×１人）

（予算計上額 3千円）

事 業 内 容

○負担金補助及び交付金

・固定資産評価審査委員会運営研修会負担金 2,000円

（2,000円×１人）

（予算計上額 2千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 課税課 予算書：Ｐ１１３

事 業 名 ２ 款 ２ 項 ２ 目 市民税課税事務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 15,082,000 0 0 10,000 15,072,000

前年度

前年度との比較 17,724,000 増減額 △2,642,000 増減率 △14.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民税・県民税、法人市民税、軽自動車税の賦課業務について、適切

かつ円滑に行うことを目的とする。

事 業 目 的

☆増減理由☆

平成３１年度より開始されるアウトソーシングに伴う契約変更により

減額。

○共済費

・臨時職員保険料 3,000,300円× 9/1000 27,003円
（予算計上額 28千円）

○賃金

事 業 内 容 ・給与支払報告書等の書類整理作業における臨時職員９名分賃金

（４月）900円＊ 5時間＊ 19日＊ 9人＝ 769,500円
（５月）900円＊ 5時間＊ 16日＊ 9人＝ 648,000円
（２月）900円＊ 5時間＊ 19日＊ 9人＝ 769,500円
（３月）900円× 5時間＊ 19日＊ 9人＝ 769,500円

・通勤手当相当賃金

100円× 73日× 6人＝ 43,800円 計 3,000,300円
（予算計上額 3,001千円）

○需用費

（消耗品費）…事務用消耗品、図書追録代他

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・事務用消耗品費 28,500円
・参考図書代（追録含む） 112,384円
・給与支払報告書保管用ファイル他 83,636円
・原動機付自転車等標識 68,040円
・自動車臨時運行許可番号標 29,640円

小計 322,200円
（印刷製本費）…各税目の納税通知書、納付書、封筒等の印刷物

・市県民税（普通徴収）関係帳票類 955,832円
・市県民税（特別徴収）関係帳票類 1,227,615円
（特別徴収義務者約 8,500件・納税義務者約 23,000人分）

・市県民税（年金特徴）関係帳票類 56,160円
・軽自動車税関係帳票類 213,624円
・法人市民税関係帳票類 257,472円

小計 2,710,703円
合計 3,032,903円

（予算計上額 3,034千円）

○役務費

事 業 内 容 （通信運搬費）…地方税電子申告等システムに係る通信料他

・確定申告書等郵送料 60,000円
・地方税電子申告等（ASP）利用料 3,075,000円
（年金特徴・エルタックス・国税連携）

・軽自動車検査情報利用料 358,916円
計 3,493,916円

（予算計上額 3,494千円）

○委託料

・給与支払報告書等パンチ処理業務 3,670,700 円
（給与支払報告書 25,500件・年金支払報告書 300件）

計 3,670,700円
（予算計上額 3,671千円）

○使用料及び賃借料

・確定申告等受付会場に臨時的に設置する複写機の賃借料

（3,000カウント相当） 66,000円
（予算計上額 66千円）
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○負担金補助及び交付金

・印旛地区三税協議会の運営に対する負担金 55,000 円
・軽自動車税申告事務費負担金（委託先：千葉県町村会） 400,848 円
・地方税電子化協議会の会費及び運営に対する負担金 1,324,509 円
・千葉県都市税務協議会の運営に対する負担金 6,800円

計 1,787,157円
（予算計上額 1,788千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 課税課 予算書：Ｐ１１４

事 業 名 ２ 款 ２ 項 ２ 目 資産税課税事務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 35,739,000 0 0 0 35,739,000

前年度

前年度との比較 11,565,000 増減額 24,174,000 増減率 209.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

固定資産税、都市計画税の賦課業務について、適切かつ円滑に行うこ

とを目的とする。

事 業 目 的

☆増減理由☆

平成３３年の評価替えに向けた標準宅地の不動産鑑定業務及び固定資

産評価基礎資料作成業務の執行に伴う増額

○旅費

・固定資産評価事務研修 1,144円×２×１人 計 2,288円
（予算計上額 3千円）

○需用費

（消耗品費）…諸用紙代、参考図書代他

・諸用紙代（償却資産申告書） 105,400円
事 業 内 容 ・同上 （法務局提出価格一覧表等コピー用紙） 13,122円

・参考図書代（住宅地図、評価ハンドブック） 24,650円
・追録代（固定資産税実務提要） 79,280円

小計 222,452円
(燃料費）…税務調査用車両燃料費

・燃料費 54,925円
（印刷製本費）…固定資産税・都市計画税納税通知書の送付に係る費用

・固定資産税・都市計画税納税通知書（随時分） 200,340円
・住所変更届出用シークレットシール 209,952円
・口座振替依頼書用シークレットシール 209,952円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・償却資産申告用封筒 77,760円
小計 698,004円

（修繕料）…税務調査用車両修繕費 68,000円
計 1,043,381円

（予算計上額 1,046千円）
○役務費

（通信運搬費）…料金受取人払郵便通信費他

・料金受取人払郵便通信費 14,637円
・相続人調査等返信用切手 49,800円

小計 64,437円
（保険料）…税務調査用車両自賠責保険

・税務調査用車両自賠責保険料 25,070円
計 89,507円

（予算計上額 91千円）
○委託料…平成３３年度評価替に向けた業務他

・公図分合筆加除修正業務 180,400円
・不動産鑑定業務（本鑑定） 15,972,000円
・標準宅地の鑑定評価の時点修正業務 528,120円

事 業 内 容 ・固定資産土地評価業務（H30~32債務負担行為） 4,655,880円
・固定資産評価基礎資料作成業務 12,537,300円

計 33,873,700円
（予算計上額 33,876千円）

○使用料及び賃借料…固定資産業務支援システム賃借料

・固定資産業務支援システム賃借料（H29~32債務負担行為）
623,376円

（予算計上額 624千円）
○負担金補助及び交付金

・資産評価システム研究センター負担金 90,000円
・固定資産評価事務研修会負担金 2,000円

計 92,000円
（予算計上額 92千円）

○公課費…税務調査用車両自動車重量税

・自動車重量税 計 6,600円
（予算計上額 7千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 納税課 予算書：Ｐ１１５

事 業 名 ２ 款 ２ 項 ２ 目 市税徴収事務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 83,252,000 0 0 1,610,000 81,642,000

前年度

前年度との比較 53,676,000 増減額 29,576,000 増減率 55.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市税等の徴収に係る再発行納付書等の印刷費、口座振替やコンビニ収

納等に係る手数料、市税等収納補助員・臨時職員等の報酬・賃金、また

事 業 目 的 市税過誤納還付金及び返還金など収納管理に係る経費。さらに、実態調

査や財産調査、捜索、インターネット公売等の滞納処分に係る経費であ

る。

☆増額理由☆

相続財産管理人選任申立予納金、ペイジー口座振替受付サービスの市

税への拡大に伴う通信運搬費及び手数料、ペイジー収納・クレジット収

納・高速ＯＣＲ導入に伴うシステム改修業務委託料、ＩＳＤＮ回線終了

に伴うＬＧＷＡＮ回線への変更業務委託料、地方税共通納税システム導

入運用に伴う連携業務委託料、インターネット公売用パソコン更新に係

る備品購入費等の増による。

○報酬 ・市税等収納補助員２名に係る報酬 3,084,000円

事 業 内 容 ・市税等徴収指導員１名に係る報酬 1,976,000円

（予算計上額 5,060千円）

○共済費 ・市税等収納補助員２名に係る社会保険料等 954,499円

・臨時職員２名に係る社会保険料等 543,532円

（予算計上額 1,499千円）

○賃金 ・臨時職員２名に係る賃金及び通勤手当相当賃金

2,756,400円

（予算計上額 2,757千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○旅費 ・特別旅費

各種研修会参加時等の交通費 32,160円

（予算計上額 33千円）

○需用費 ・消耗品費 319,200円

（事務用消耗品、参考図書購入費、啓発物資、差押用品、

公用車消耗品等）

・燃料費（公用車３台分のガソリン代） 190,164円

・印刷製本費 718,444円

（再発行納付書、口座振替依頼書、封筒、啓発ポスター等

の印刷費）

・修繕料（公用車１台分の法定点検代） 22,000円

（予算計上額 1,252千円）

○役務費 ・通信運搬費 1,194,809円

（コンビニ収納用電話回線使用料、実態調査･財産調査時の

返信用切手代、料金受取人払郵便通信費(口座振替依頼

書)、自動電話催告システムに係る電話料、ペイジー用端

事 業 内 容 末に係る通信費（新規））

・広告料 3,775円

（相続財産管理人選任申立官報掲載公告料(新規)）

・手数料 9,681,144円

（口座振替手数料、インターネット公売システム利用料、

土地等鑑定評価手数料、コンビニ収納サービス取扱・デ

ータ管理加工手数料、多重債務者相談手数料、相続財産

管理人選任申立予納金、金融機関取引明細発行手数料ほ

か）

（予算計上額 10,885千円）

○委託料 ・収納システム改修業務 23,141,800円

（ペイジー収納・クレジット収納導入、ＬＧＷＡＮ回線へ

の変更及び延滞金催告業務）

・口座振替業務 665,640円

・市・県民税特別徴収業務 284,270円

・地方税共通納税システム連携業務 1,424,400円

・ペイジー収納等導入業務 9,042,000円

71



（ペイジー収納・クレジット収納・高速ＯＣＲ導入、ＬＧ

ＷＡＮ回線への変更）

計 34,558,110円

（予算計上額 34,560千円）

○使用料及び賃借料 ・滞納整理用車両賃借料

（公用車２台分のリース料） 337,464円

・自動電話催告システム賃借料 1,637,616円

計 1,975,080円

（予算計上額 1,976千円）

○備品購入費 ・インターネット公売用パソコン１台の購入(新規)

230,000円

（予算計上額 230千円）

○償還金利子及び割引料

・市税過誤納還付金及び返還金 25,000,000円

（税額更正や課税誤謬に係る還付金(過年度歳入分)、固

事 業 内 容 定資産税の課税取消等による還付不納の場合の返還金、

還付に伴う還付加算金）

（予算計上額 25,000千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 市民課 予算書：Ｐ１１７

事 業 名 ２ 款 ３ 項 １ 目 戸籍住民基本台帳及び在留関連事務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 17,446,000 66,000 0 1,130,000 16,250,000

前年度

前年度との比較 18,390,000 増減額 △944,000 増減率 △5.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

住民基本台帳法に関する各種届出、申請等の処理、戸籍法に関する各

事 業 目 的 種届出、申請等の処理及び印鑑登録申請、印鑑証明の交付に関する事務

処理を行う。

※ 減額となった理由

「やちまた市民カード・印鑑登録証」は、隔年要求しており、本年

度は要求しないため、減額となった。また、毎年、購入している自

動交付機用消耗品、印鑑登録証印影保護シール等が在庫により対応

可能なため。

○１１節 需用費 900,000円

消耗品費 窓口参考図書・戸籍参考図書追録代、

戸籍プリンタトナーカートリッジ等

光熱水費 山田台郵便局事務委託に係る電気料

事 業 内 容 修繕料 山田台郵便局事務委託に係る複合機カウンター料金

○１２節 役務費 204,000円

通信運搬費 切手代及び山田台郵便局電話、ＦＡＸ通信料

手数料 山田台郵便局事務取扱手数料

○１３節 委託料 5,972,000円

戸籍届出時間外受付業務

○１４節 使用料及び賃借料 10,359,000円

戸籍総合システム賃借料（保守料・使用権許諾料込）

○１９節 負担金補助及び交付金 11,000円

千葉地方法務局佐倉支局管内戸籍住民基本台帳事務協議会負担金

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 市民課 予算書：Ｐ１１８

事 業 名 ２ 款 ３ 項 １ 目 社会保障・税番号制度関連事務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 11,097,000 10,527,000 0 570,000 0

前年度

前年度との比較 15,958,000 増減額 △4,861,000 増減率 △30.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

社会保障・税番号制度による通知カード・個人番号カードの発行など

事 業 目 的 の事務を円滑に施行。

※ 減額となった理由

マイナンバー事務を補助する臨時職員の雇用を２名から１名に減員

したことによる賃金・共済費等の減額。また、本年度は、マイナン

バーカードに関わるシステム改修の予定がないため。

○４節 共済費 516,000円

臨時職員保険料 マイナンバー制度に関わる臨時職員共済費１名分

（社会保険料・労働保険料など）

○７節 賃金 1,727,000円

賃金及び通勤手当 マイナンバー制度に関わる臨時職員１名分

事 業 内 容 ○１１節 需用費 107,000円

消耗品 マイナンバー制度に関わる事務消耗品

○１２節 役務費 50,000円

通信運搬費 通知カード・個人番号カード関係郵送料

○１９節 負担金補助及び交付金 8,697,000円

通知カード・個人番号カード関連事務負担金 8,373,000円

通知カード・個人番号カード再交付に関わる負担金 324,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 市民課 予算書：Ｐ１１８

事 業 名 ２ 款 ３ 項 １ 目 旅券事務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,257,000 0 0 245,000 2,012,000

前年度

前年度との比較 571,000 増減額 1,686,000 増減率 295.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 旅券の申請・発行などの事務を円滑に施行。

※ 増額となった理由

旅券事務を補助する臨時職員を雇用するため。

○４節 共済費 516,000円

臨時職員保険料 旅券事務に関わる臨時職員共済費１名分

（社会保険料・労働保険料など）

○７節 賃金 1,727,000円

賃金及び通勤手当 旅券事務に関わる臨時職員１名分

○９節 旅費 14,000円

旅券事務研修（外務省）参加時の交通費

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１１９

事 業 名 ２ 款 ４ 項 １ 目 選挙管理委員報酬

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,452,000 0 0 0 1,452,000

前年度

前年度との比較 1,452,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市選挙管理委員会委員４名分の報酬

事 業 目 的

○報酬

・選挙管理委員長 ３４，０００円×１２ヶ月

・選挙管理委員 ２９，０００円×３名×１２ヶ月

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１１９

事 業 名 ２ 款 ４ 項 １ 目 選挙管理委員会費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 423,000 0 0 0 423,000

前年度

前年度との比較 321,000 増減額 102,000 増減率 31.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

国・県及び郡内市等の選挙管理委員会が行う各行事に委員が参加するた

めの経費及び選挙関係図書等の購入。

事 業 目 的

☆増減理由 政治活動用事務所看板用アルミ証票が４年更新であり、

現在の証票が平成３１年１２月３１日で切れるため、更新

分の証票を購入するための増額。

○職員手当

・定時登録資料作成（２ｈ／１．２５×３人×２日×４回）

１２６，７６８円 （予算計上額 １２７千円）

○交際費

事 業 内 容 ・委員長交際費 ２０，０００円

○需用費

・消耗品費 ２０３，２７２円 （予算計上額 ２０４千円）

（うち政治活動用事務所アルミ証票 １０５，４０８円）

○負担金補助及び交付金

・全国市区選挙管理委員会連合会分担金 ３０，９００円

・全国市区選挙管理委員会連合会関東支部分担金 １０，９００円

・千葉県市区町村選挙管理委員会連合会負担金 １２，１００円

・印旛郡市選挙管理委員会連絡協議会負担金 １７，０００円

小計 ７０，９００円 （予算計上額 ７２千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１１９

事 業 名 ２ 款 ４ 項 ２ 目 選挙啓発費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 414,000 0 0 0 414,000

前年度

前年度との比較 345,000 増減額 69,000 増減率 20.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

すべての選挙が明るく行われるために、明るい選挙推進協議会を設置し、

せの委員を中心に身近な問題を取り上げ、選挙人への関心を高めるとと

事 業 目 的 もに政治常識を豊かにするため。

☆増減理由 主権者教育（模擬投票）弁護士謝礼を計上した事による

増額及び啓発ポスター等の応募者増による記念品代の増。

○報償費

・明るい選挙推進協議会委員報酬 年額 ８，０００円×２５人

・主権者教育弁護士謝礼 ５，０００円×４人×３回

事 業 内 容 ○需用費

・消耗品費 １５２，２６０円 （予算計上額 １５３千円）

（啓発ポスター応募者、主権者教育時生徒への記念品等）

○役務費

・手数料（クリーニング代） １，０００円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１２０

事 業 名 ２ 款 ４ 項 ３ 目 県議会議員選挙費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,503,000 9,503,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 6,011,000 増減額 3,492,000 増減率 58.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成３１年４月７日に執行予定の県議会議員選挙の執行に必要な経費。

事 業 目 的

○報酬

・投票管理者等報酬 １，２６３，０００円

○職員手当等

・時間外勤務手当 ６，００６，０００円

○報償費

・ポスター掲示場設置場所提供者謝礼 ２４０，０００円

○需用費 【３８９，０００円】

・消耗品費 １６９，０００円

事 業 内 容 ・燃料費 ２４，０００円

・食糧費 １２８，０００円

・印刷製本費 ２４，０００円

・修繕料 ４４，０００円

○役務費 【１３７，０００円】

・通信運搬費 １２３，０００円

・手数料 １４，０００円

○委託料 【７５４，０００円】

・ポスター掲示場撤去業務 ６５０，０００円

・選挙公報新聞折込業務 １０４，０００円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料 【７１４，０００円】

・投票所借上料 ４８，０００円

・携帯電話等借上料 ６７，０００円

・開票事務用備品借上料 ３０１，０００円

・自動車借上料 １４９，０００円

・投票所用備品借上料 １４９，０００円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１２１

事 業 名 ２ 款 ４ 項 ４ 目 参議院議員選挙費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 29,111,000 29,111,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 0 増減額 29,111,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成３１年７月２８日に任期満了となる参議院議員選挙の執行に必要な

経費。

事 業 目 的

○報酬

・投票管理者等報酬 ２，００７，０００円

○職員手当等

・時間外勤務手当 １０，３４５，０００円

○報償費

・ポスター掲示場設置場所提供者謝礼 ２４０，０００円

○需用費 【２，１０６，０００円】

・消耗品費 １，２１１，０００円

事 業 内 容 ・燃料費 ３３，０００円

・食糧費 １９３，０００円

・印刷製本費 １６５，０００円

・修繕料 ５０４，０００円

○役務費 【２，３０７，０００円】

・通信運搬費 ２，２９３，０００円

・手数料 １４，０００円

○委託料 【５，７９７，０００円】

・ポスター掲示場撤去業務 ３，９５０，０００円

・選挙公報新聞折込業務 ６０５，０００円

・開票集計システム等改修業務 １，２４２，０００円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料 【５，０５６，０００円】

・投票所借上料 ４８，０００円

・携帯電話等借上料 ５４，０００円

・投開票事務用備品借上料 ４，８０５，０００円

・自動車借上料 １４９，０００円

○備品購入費

・開票用事務備品購入 １，２５３，０００円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 選挙管理委員会事務局 予算書：Ｐ１２２

事 業 名 ２ 款 ４ 項 ５ 目 市議会議員選挙費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 49,466,000 0 0 0 49,466,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 49,466,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成３１年９月１０日に任期満了となる市議会議員選挙の執行に必要な

経費。

事 業 目 的

○報酬

・投票管理者等報酬 １，３２２，０００円

○職員手当等

・時間外勤務手当 ８，７００，０００円

○報償費

・ポスター掲示場設置場所提供者謝礼 ２４０，０００円

○需用費 【３，１３４，０００円】

・消耗品費 １，４４４，０００円

事 業 内 容 ・燃料費 ３３，０００円

・食糧費 １６２，０００円

・印刷製本費 １，０９９，０００円

・修繕料 ３９６，０００円

○役務費 【２，２４７，０００円】

・通信運搬費 ２，２３３，０００円

・手数料 １４，０００円

○委託料 【８，４１４，０００円】

・ポスター掲示場撤去業務 ７，０１７，０００円

・選挙公報新聞折込業務 １８２，０００円

・入場整理券作成業務 １，２１５，０００円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料 【５，００４，０００円】

・投票所借上料 ４８，０００円

・携帯電話等借上料 ６７，０００円

・投開票事務用備品借上料 ４，７４０，０００円

・自動車借上料 １４９，０００円

○工事請負費

・八街中央中学校体育館電源設置工事 ５６９，０００円

○負担金補助及び交付金 【１９，８３６，０００円】

・不在者投票特別経費負担金 １５１，０００円

・選挙公営費負担金 １９，６８５，０００円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１２５

事 業 名 ２ 款 ５ 項 １ 目 統計調査総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,158,000 0 0 0 1,158,000

前年度

前年度との比較 359,000 増減額 799,000 増減率 222.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

各種統計調査業務を遂行するにあたり、統計調査支援システムを導入

し、円滑な調査活動を行うことにより、事務効率の向上等を図る。

事 業 目 的 また、八街市統計書を作成し、諸施策の計画・立案のための基礎資料

を収集することにより、施策の向上等を図る。

☆増額理由☆

2020年国勢調査実施に伴う統計調査支援システム背景地図更新業務

及び国勢調査区データ作成業務委託料計上による事業費の増

〇需用費

・消耗品費（統計関係消耗品ほか） 15,000円

○委託料

・統計調査支援システム保守業務 150,000円

事 業 内 容 ・統計調査支援システム機能改良業務 108,000円

・統計調査支援システム背景地図更新業務 341,000円

・統計調査支援システム国勢調査調査区データ作成業務 511,000円

計1,110,000円

○負担金補助及び交付金

・千葉県統計協会負担金 12,000円

・千葉農林水産統計協会負担金 21,000円

計33,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１２５

事 業 名 ２ 款 ５ 項 ２ 目 各種統計調査費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,192,000 6,192,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 6,009,000 増減額 183,000 増減率 3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

国から委託された各種統計調査を実施し、国及び地方公表団体の行政

施策立案のための基礎資料を収集することにより、施策向上等を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆

平成30年度は工業統計調査、住宅・土地統計調査などが実施され、平

成31年度は工業統計調査、全国消費実態調査、経済センサス－基礎調査、

農林業センサスなどが実施される予定であり、各年度毎に調査の内容・

規模等が異なることによる事業費の増

○報酬 ・統計調査員（統計調査員･指導員への報酬） 4,663,000円

工業統計調査 312,000円

経済センサス－基礎調査 736,000円

全国消費実態調査 898,000円

事 業 内 容 農林業センサス 2,717,000円

○職員手当等 ・一般職職員手当(一般職員に係る時間外勤務手当) 410,000円

○賃金 ・臨時職員賃金(統計調査事務臨時職員に係る賃金) 50,000円

○報償費 ・協力者謝礼(統計調査に係る協力者への謝礼) 253,000円

○旅費 ・費用弁償(統計調査員などに係る交通費) 275,000円

○需用費 ・消耗品費(統計調査に要する消耗品) 400,000円

○役務費 ・通信運搬費(統計調査に要する電話代及び郵送代) 71,000円

○使用料及び賃借料

・パソコン賃借料(統計調査に係るパソコン賃借料) 70,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 監査委員事務局 予算書：Ｐ１２６

事 業 名 ２ 款 ６ 項 １ 目 監査委員報酬

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,296,000 0 0 0 1,296,000

前年度

前年度との比較 1,296,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 監査委員報酬（２名分）

○監査委員報酬

・識見 月額６５，０００円×１２月＝７８０，０００円

・議選 月額４３，０００円×１２月＝５１６，０００円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 監査委員事務局 予算書：Ｐ１２７

事 業 名 ２ 款 ６ 項 １ 目 監査事務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 135,000 0 0 0 135,000

前年度

前年度との比較 149,000 増減額 △14,000 増減率 △9.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 監査事務経費及び構成団体負担金

（増減理由）各協議会総会・研修会の開催地及び利用交通機関の相違

による減額

○旅費

・特別旅費

関東都市監査委員職員研修会 10,160円

千葉県市監査委員協議会事務局長会議 2,000円

千葉県市監査委員協議会研修会 1,000円

事 業 内 容 ○需用費

・消耗品費 21,000円

○負担金補助金及び交付金

・全国都市監査委員会負担金 23,000円

関東都市監査委員会負担金 10,000円

千葉県市監査委員協議会負担金 30,000円

千葉県市監査委員協議会第３ブロック負担金 17,000円

印旛郡市監査委員協議会負担金 20,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３１

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 市社会福祉協議会活動促進費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 23,579,000 0 0 0 23,579,000

前年度

前年度との比較 30,256,000 増減額 △6,677,000 増減率 △22.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

社会福祉協議会が実施する地域福祉の推進を目的とした事業費の一部

を補助することにより、地域における市民全体の社会福祉の実現を図る。

事 業 目 的 また、職員の人件費を補助することにより組織運営の安定および充実

を図ることを目的とする。

☆増額理由☆ 八街市民生委員・児童委員運営協議会の運営にかかる事

務を委託することにより、社会福祉協議会人件費の補助を

減額予算としたため。

○負担金補助および交付金

・人件費補助金(7名分) 22,571,946円

・心配ごと相談事業 777,000円

・身元不明者供養費 30,000円

・日常生活自立支援事業 200,000円

事 業 内 容 計 23,578,946円

(予算計上額 23,579千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

89



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３１

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 社会福祉総務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 746,000 0 0 0 746,000

前年度

前年度との比較 724,000 増減額 22,000 増減率 3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

社会福祉事務所内及び社会福祉課内の統合調整を図ることを目的とし

ている。また、社会福祉法で定められた八街市所管の社会福祉法人の適

事 業 目 的 正な運営が図れるよう定期監査を実施する。

☆増額の理由☆

民生委員児童委員一斉改選に伴い、各地区担当の区画割り等を地図上

に記載するため３年に１度購入している住宅地図の購入等をを予算計上

したため。

○賃金 ・臨時職員 300,000円

(予算計上額 300千円)

○需用費 ・消耗品費 人権関係（解放新聞）購読料 9,072円

住宅地図の購入 27,000円

事 業 内 容 計 36,072円

(予算計上額 37千円)

○負担金補助および交付金

・千葉県更生保護女性協会負担金 193,000円

・千葉県人権啓発センター負担金 50,000円

・成田八街地区保護司会負担金 166,000円

(予算計上額 409千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３１

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 民生委員関係費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 7,522,000 362,000 0 0 7,160,000

前年度

前年度との比較 5,665,000 増減額 1,857,000 増減率 32.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域住民の生活上の様々な相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサ

ービスへのつなぎ役としての役割を果たすとともに、高齢者や障害者世

事 業 目 的 帯の見守りや安否確認等の重要な役割を果たすことを目的としている。

また、八街市民生委員・児童委員協議会の運営に係る事務の一部を社

会福祉協議会へ委託し、市民へ円滑な社会福祉サービスの提供を図る。

☆増額の理由☆

八街市民生委員・児童委員協議会の円滑な運営及び市民への円滑なサ

ービスの提供を図るため、八街市民生委員・児童委員協議会の運営にか

かる事務を社会福祉協議会へ委託することによる増額。

○報酬 ・民生委員推薦会会議時委員報酬 25,000円

○報償費 ・民生委員・児童委員活動費 5,640,000円

○委託料 ・民生委委員・児童委員協議会事務委託 1,778,650円

計 7,521,650円

事 業 内 容 (予算計上額 7,522千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３２

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 戦没者追悼式関係費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 342,000 0 0 0 342,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 342,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

西南の役から第2次世界大戦までに亡くなられた御霊に対し、追悼の誠

を捧げ、平和を願う市民の決意表明をすることにより、戦争を風化させ

事 業 目 的 ることなく、戦争の悲惨さ平和の尊さを後世に伝えることを目的とする。

☆増額の理由☆

隔年実施していることから、平成３１年度に予算計上したため

○報償費

婦人会 30名×2,000円

交通安全協会 5名×2,000円

献詠者 5,000円 計 75,000円

○需用費

・消耗品

献花用菊花、祭壇用装飾花、祭壇用供物、参加者配布物等

事 業 内 容 計 246,460円

・食糧費

関係者昼食代

30人×500円 15,000円

○役務費

・通信運搬費 4,340円

計 340,800円

(予算計上額 342千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３２

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 社会を明るくする運動運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 138,000 0 0 0 138,000

前年度

前年度との比較 155,000 増減額 △17,000 増減率 △11.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人達の更生について

理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない明

事 業 目 的 るい社会を築こうとすることを目的とする。

☆減額の理由☆

平成３０年度予算編成に伴う、要求基準により精査したことから減額

となった。

○需用費 ・消耗品費

啓発用ポスター等購入費及び作文コンクール記念品 136,760円

○役務費 ・手数料 着ぐるみインナークリーニング代 1,000円

計 137,760円

(予算計上額 138千円)

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３２

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 福祉団体活動費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 303,000 0 0 0 303,000

前年度

前年度との比較 315,000 増減額 △12,000 増減率 △3.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保護司会、更生保護女性会及びBBS会においては、社会奉仕の精神をも

ち、罪を犯した人達や非行のある青少年達の円滑な社会復帰を助けると

事 業 目 的 ともに、犯罪や非行の予防を図ることを目的としている。

また、遺族会においては、戦没者の遺族の福祉の増進、恒久平和の確

立に寄与することを目的としている。

☆減額の理由☆

決算額による、繰越額等を精査した結果、また、会員の減少により補

助額が減額となる団体があるため全体として減額となっている。

○負担金補助及び交付金

・市保護司会活動補助金 121,500円

・市更生保護女性会活動補助金 36,000円

・市 BBS会活動補助金 31,500円

・市遺族会活動補助金 112,185円

計 302,185円

事 業 内 容 (予算計上額 303千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３３

事 業 名 ３ 款 １ 項 １ 目 生活困窮者自立支援事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 17,044,000 12,373,000 0 0 4,671,000

前年度

前年度との比較 13,426,000 増減額 3,618,000 増減率 26.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成27年４月施行の生活困窮者自立支援法に基づき必要な支援を行う

もの。対象者は「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他

事 業 目 的 の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することが

できなくなるおそれのある者をいう」と定義され、生活保護の手前のセ

ーフティネット。（保護は最低限度の生活を維持することができない世帯）

１．生活困窮者自立相談支援事業（委託料）

就労の支援その他自立に関する問題につき相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言をし、並びに関係機関との連絡調整を行うもの。自立の促

進を図るための支援が包括的かつ計画的に行われるための援助として支

援計画の作成等を行う。

２．生活困窮者就労準備支援事業（委託料）

雇用による就業が著しく困難な生活困窮者に、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行うもの。

事 業 内 容

３．生活困窮者家計改善支援事業（委託料）

家計の収支状況を適切に把握すること及び家計の改善の意欲を高める

ことを支援するもの。収支の均衡を図り、滞納の解消や各種給付制度等

の利用に向けた支援、債務整理に向けた支援等を、作成した家計支援計

画に基づき総合的に実施する。※新規予算計上 1,579千円

４．生活困窮者住居確保給付金の支給（扶助費）

離職等により経済的に困窮し住居を喪失した者又はそのおそれのある

者に家賃相当額を支給するもの。（要件：65歳未満、離職２年以内等・期

間：３か月、延長あり）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

95



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１３３

事 業 名 ３ 款 １ 項 ２ 目 総合保健福祉センター管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 14,123,000 0 0 0 14,123,000

前年度

前年度との比較 12,616,000 増減額 1,507,000 増減率 11.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

総合保健福祉センターの正常な機能の確保と適正な管理運営を行う。

事 業 目 的

☆増額の理由☆

燃料費及び光熱水費の使用量及び修繕料に対応するため、３カ年の平

均使用量等で積算したためによる増額。

また、複合複写機の近年使用量の枚数等を積算したことによる増額。

○需用費・消耗品費 903,450円

・燃料費 4,013,725円

・光熱水費(ガス・上下水道代） 1,823,642円

・修繕料 700,000円

計 7,440,817円

事 業 内 容 (予算計上額 7,442千円)

○委託料

・空調設備保守点検業務 2,695,000円

・冷却水薬注保守点検 374,000円

・自動制御保守点検 2,200,000円

・エレベータ保守点検業務一式 802,224円

・汚水槽保守点検業務一式 225,280円

計 6,296,504円

(予算計上額 6,298千円)

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料

・複写機使用料及び賃借料 255,060円

・印刷機賃借料 126,876円

計 381,936円

(予算計上額 383千円)

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３４

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 障害者福祉諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,146,000 0 0 0 4,146,000

前年度

前年度との比較 8,863,000 増減額 △4,717,000 増減率 △53.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障害者週間記念行事等障害福祉に関する行事を通して障がいに対する

事 業 目 的 理解を深めるとともに障がい者の社会参加の促進を図る。

障がい福祉課の庶務的経費。

☆減額理由☆

備品（貸し出し用福祉車両・聴覚障害者用携帯型ヒアリングループ）

購入の減による減額。

○賃金

・臨時的任用職員 1,300円×4時間×週4日×50週 計1,060,000円

○報償費

・障害者相談員謝礼(身体4名、知的1名)

2,000円×5人×12月 計120,000円

事 業 内 容 ○旅費

・会議、研修会時旅費 計27,000円

○需用費

・消耗品費 福祉関係図書他 83,600円

・燃料費 事務用連絡車2台分 91,367円

・食糧費 県障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会、ふれあいｽﾎﾟｰﾂ大会時食糧費

12,800円

・印刷製本費 窓あき封筒 54,000円

・修繕料 事務連絡車2台･ゆうあい号 98,000円

計339,767円

（予算計上額341千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費

・通信運搬費 簡易書留・切手代 364,260円

・筆耕翻訳料 手話通訳料・要約筆記料22,000円

・保険料 自動車損害保険料(任意・自賠責)

114,360円

イベント傷害保険料 7,500円

障害者相談員ボランティア保険料

1,750円

計509,870円

（予算計上額512千円）

○使用料及び賃借料

・障害者自立支援システム賃借料 1,831,200円

・障害者自立支援システム用パソコン賃借料 73,224円

計1,904,424円

（予算計上額1,906千円）

○負担金補助及び交付金

・身体障害者福祉会活動補助金 計180,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３５

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 幼児ことばの相談室運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,879,000 0 0 0 1,879,000

前年度

前年度との比較 1,782,000 増減額 97,000 増減率 5.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

就学前の幼児を対象に、ことばのことで問題をもつ、あるいは、もつ

事 業 目 的 と思われる就学前の幼児に対して、少しでもその問題や障がいを軽減で

きるように指導したり、訓練等の支援をする。

☆増額理由☆

聴力検査機器の点検を行うことにより増額。

○報償費

・小児神経科医謝礼 28,000円×5回 140,000円

・心理相談員謝礼 20,000円×79日 1,580,000円 計1,720,000円

○需用費

・消耗品費 言語指導用消耗品 28,500円

事 業 内 容 ・印刷製本費 現像代 2,000円

計30,500円

（予算計上額31千円）

○役務費

・手数料 聴力検査機器点検手数料

97,200円

・保険料 利用者用傷害保険料 利用見込人数1,472人

30,000円

計127,200円

（予算計上額128千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３５

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 障害者自立支援給付事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,521,416,000 1,140,105,000 0 0 381,311,000

前年度

前年度との比較 1,476,017,000 増減額 45,399,000 増減率 3.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障害福祉サービス（介護給付・訓練等給付）自立支援医療、補装具等

事 業 目 的 の給付により障がい者の自立した日常生活、社会生活を支援する。

☆増額理由☆

主に扶助費の障害介護給付費など、各サービスについて利用者の増加

を見込んだことにより増額。

○役務費

・通信運搬費 通信費 36,000円

・手数料 審査支払手数料 1,233,049円

計1,269,049円

（予算計上額1,270千円）

事 業 内 容 ○扶助費

・障害介護給付費 H30決算見込額×実績による伸び率
【補助 国1/2 県1/4 】

・介護給付費等

居宅介護 40,951,256円

行動援護 0円

同行援護 3,814,421円

療養介護 28,989,160円

生活介護 497,790,206円

短期入所 30,554,529円

施設入所支援 132,539,102円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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共同生活援助 114,489,345円

就労移行支援 64,580,916円

就労継続Ａ型 73,424,145円

就労継続Ｂ型 178,264,286円

宿泊型自立訓練 2,084,874円

自立訓練（生活） 474,224円

自立訓練(機能) 1,935,444円

・計画相談支援 7,784,594円

・地域相談支援

地域移行支援 411,864円

地域定着支援 57,740円

・特定障害者特別給付費

施設入所者 11,534,000円

GH入居者 9,000,000円

・高額福祉サービス費 43,148円

（小計 1,198,723,254円）

・障害児通所給付費

【補助 国1/2 県1/4 】

事 業 内 容 ・障害児相談支援 2,021,772円

・児童発達支援（無償化分除く） 65,427,079円

・児童発達支援（無償化分） 489,724円

・医療型児童発達支援 70,996円

・放課後等デイサービス 148,791,426円

・高額福祉サービス費 44,179円

（小計 216,845,176円）

・障害者医療費

【補助 国1/2 県1/4 】

・自立支援医療(更生医療)費 78,032,565円

・自立支援医療(育成医療)費 500,000円

・療養介護医療費

療養介護医療費 8,750,004円

療養介護食費 2,274,895円

(小計89,557,464円）

・補装具給付費 15,017,368円

【補助 国1/2 県1/4 】 (小計15,017,368円）

（予算計上額1,520,146千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３６

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 介護給付費等認定事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,703,000 0 0 0 3,703,000

前年度

前年度との比較 4,083,000 増減額 △380,000 増減率 △9.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障害支援区分を認定し、必要とされる支援の度合いに応じて適切な障

事 業 目 的 害福祉サービスの利用を促進する。

☆減額理由☆

障害支援区分認定調査の更新者の減を見込んだことにより減額。

○報酬

・自立支援給付認定審査会委員報酬

・常会(合議体長30,000円×1名＋委員27,000円×4名)×11回

・全体会(合議体長30,000円×1名+委員27,000円×9名)×2回
計2,064,000円

○需用費

・消耗品費 受給者証シール他 207,100円 （予算計上額208千円）

事 業 内 容 ○役務費

・通信運搬費

・主治医意見書等返信用切手代 14,514円

・手数料

・主治医意見書作成手数料

（新規）5,000円×34人×1.08 183,600円

（新規）5,000円×34人×1.1 187,000円

(更新) 4,000円×54人×1.08 233,280円

（更新）4,000円×54人×1.1 242,000円

・診察・検査手数料(主治医なし)

8,997円×10人 89,970円

計935,850円 （予算計上額951千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料

・障害支援区分認定調査業務

認定調査更新 5,000円×96人 計 480,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３６

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 在宅障害者福祉費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 21,286,000 10,641,000 0 0 10,645,000

前年度

前年度との比較 24,206,000 増減額 △2,920,000 増減率 △12.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

グループホーム等への支援や日常生活用具取付費用の助成により地域

事 業 目 的 における自立の支援及び福祉の増進を図る。

☆減額理由☆

グループホーム新規入居者の減を見込んだことにより減額。

○負担金補助及び交付金

・グループホーム等入居者家賃補助金

【補助 県1/2 】

・入居者(55人) 6,287,721円

・見込み（15人増）1,710,000円

・グループホーム運営費補助金

【補助 県1/2 】

事 業 内 容 ・65人分 10,443,549円

・見込み（15人増）2,400,000円

計20,841,270円 （予算計上額20,842千円）

○扶助費

・虐待に係る一時保護費 施設利用料

地域生活支援事業費に計上したことに伴い減

・日常生活用具取付費 5件 300,000円

【補助 県1/2 】

・難聴児補聴器助成費 2件 72,650円

【補助 県1/2 】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・小児慢性特定疾病児童に係る日常生活用具給付費 1件 71,000円

【補助 県1/2 】

計443,650円

（予算計上額444千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３７

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 地域生活支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 48,176,000 16,383,000 0 112,000 31,681,000

前年度

前年度との比較 51,420,000 増減額 △3,244,000 増減率 △6.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障がい者が、有する能力や適正に応じ自立した日常生活を営むことが

事 業 目 的 できるよう利用者の状況に応じた柔軟な事業形態で事業を実施すること

により、障がい者の福祉の増進を図る。

☆減額理由☆

自立支援協議会において、（仮称）くらしの部会の新設、入浴サービス

を週1回の利用から週2回の利用へ拡充したが、給付費の実績から日常生

活用具給付費の減を見込んだことにより減額。

【補助 国1/2 県1/4 （国の配分枠内での補助）】

○共済費

・手話通訳者保険料

社会保険料 225,492円 （予算計上額226千円）

事 業 内 容 ○賃金

・手話通訳者 1,300円×7時間×週5日（240日）×1人 計2,184,000円

○旅費

・特別旅費 研修会時旅費 計4,000円

○需用費

・消耗品費 受給者証シール他41,800円 計42,000円

○役務費

・通信運搬費

成年後見人申立切手代 4件 28,672円

・手数料

成年後見人申立時診断書作成料4件 17,600円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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成年後見人鑑定費用 1件 100,000円

頸肩腕健康診断手数料 1人 6,050円

精神保健専門員派遣手数料 240,000円

計392,322円 （予算計上額394千円）

○委託料

・相談支援業務

自立支援協議会 1,493,000円

・精神障害者地域生活支援センター業務

1,383,762円

・知的障害者職親業務 対象者3名1,080,000円

・手話奉仕員養成研修業務

後期養成講座 27回実施 456,546円

計4,413,308円（予算計上額4,414千円）

○負担金補助及び交付金

・地域活動支援センター等運営事業補助金

1,004,767円 （予算計上額1,005千円）

○扶助費

・身体障害者用自動車改造費助成費 2件 200,000円

事 業 内 容 ・障害者自動車運転免許取得助成費 1件 100,000円

・地域生活支援センター(Ⅲ型)助成費

1か所 676,800円

・日常生活用具給付費 18,293,284円

・重度身体障害者(児)住宅改造費 1件 200,000円

・日中一時支援事業費

特別支援学校実習分含む526人 10,640,600円

・移動支援事業費 134人 2,040,460円

・コミュニケーション支援事業費

手話通訳者･要約筆記者派遣 100回 754,200円

・ねたきり身体障害者入浴サービス費

96回 5名分 6,000,000円

・相談支援事業費

相談 年70件 訪問 年48件他 630,460円

・成年後見人等報酬助成費 1人 336,000円

・虐待に係る一時保護費 施設利用料2日 31,014円

計39,902,818円

（予算計上額39,907千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３８

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 重度心身障害者（児）医療費助成事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 146,403,000 63,692,000 0 18,883,000 63,828,000

前年度

前年度との比較 148,580,000 増減額 △2,177,000 増減率 △1.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

身体障害者手帳１・２級又は、療育手帳A関係を所持し、かつ、市内
事 業 目 的 に在住している重度心身障害者に対し、医療費及び保険調剤費を助成す

ることにより健康維持と生活の安定に寄与する。

☆減額理由☆

医療費助成額の減を見込んだことにより減額。

○需用費

・印刷製本費 受給券・受給券用封筒印刷 99,954円

（予算計上額100千円）

○役務費

・受給者証更新申請回収用郵送料 34,920円 （予算計上額35千円）

○手数料 【補助 県1/2 】

・医療費審査支払手数料

国保連 80円×23,500件 1,880,000円

事 業 内 容 支払基金 81.7円×3,300件 269,610円

支払基金（調剤）41.5円×2,000件 83,000円

国保連（柔整） 36円×100件 3,600円

計2,236,210円（予算計上額2,237千円）

○扶助費 【補助 県1/2 】

・重度心身障害者（児）医療費 見込人数1,040人

H29決算 146,820,588円

H29 下半期 74,100,524円

H30 上半期 71,942,948円

H29決算×伸び率0.981を見込み算出 144,030,997円

（予算計上額144,031千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３９

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 福祉年金・手当等給付事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 49,960,000 34,278,000 0 0 15,682,000

前年度

前年度との比較 50,917,000 増減額 △957,000 増減率 △1.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

在宅の重度知的障害者、ねたきり身体障害者またはその方を介護して

事 業 目 的 いる者及び常時特別の介護を要する重度知的障害者に対して、自立や生

活支援のため各種手当等を給付する。

☆減額理由☆

手当受給者の減を見込んだことにより減額。

○役務費

・手当現況届回収用郵送料 8,730円 （予算計上額9千円）

○負担金及び交付金

・心身障害者扶養年金保険加入負担金 扶助費に計上

○扶助費

・特別障害者手当等給付費

【補助 国1/2 県1/4 】

事 業 内 容 特別障害者手当 月26,940円×98人×12月 31,681,440円

障害児福祉手当 月14,650円× 53人×12月 9,317,400円

福祉手当 0円

（小計40,998,840円）

・心身障害児福祉年金 月6,000円×26人×12月 1,872,000円

【 市単独事業 】 （小計1,872,000円）

・在宅重度知的障害者等福祉手当

【補助 県1/2 】 月8,650円×68人×12月 7,058,400円

（小計7,058,400円）

・心身障害者扶養年金制度加入者掛金助成費

【 市単独事業 】 月1,740円×1口×12月 20,880円

（小計20,880円） （予算計上額49,951千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３９

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 障害者手帳交付診断料等助成費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,263,000 0 0 0 1,263,000

前年度

前年度との比較 1,190,000 増減額 73,000 増減率 6.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障害者手帳取得申請に必要な診断書の作成に要した費用の一部を助成

事 業 目 的 することにより障がい者の経済的な負担の軽減を図る。

☆増額理由☆

障害者手帳申請者の増を見込んだことにより増額。

○扶助費

・障害者手帳交付診断料助成費 2,500円×505件 計1,262,500円

(予算計上額1,263千円)

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１３９

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 難病療養者支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,800,000 0 0 0 4,800,000

前年度

前年度との比較 5,400,000 増減額 △600,000 増減率 △11.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

特定医療費（指定難病）受給者証、千葉県小児慢性特定疾病医療受給

者証、特定疾患医療受給者票、千葉県先天性血液凝固因子障害等受給者

事 業 目 的 証の交付を受けている方に対して見舞金を給付し、療養者の健康維持と

経済的負担の軽減を図る。

☆減額理由☆

H30上半期実績人数及び制度周知による伸び率で対象者を見込んだこと

により減額。

○扶助費

・難病療養者見舞金支給費

H30上半期人数381人×見込率1.05 400人

400人×月1,000円×12月 計4,800,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１４０

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 障害者交通費助成費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,227,000 0 0 0 6,227,000

前年度

前年度との比較 6,598,000 増減額 △371,000 増減率 △5.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

施設通所者に対する交通費及び重度障害者に対する福祉タクシー料金

事 業 目 的 を助成することにより、障害者の日中活動及び社会参加に寄与する。

☆減額理由☆

施設通所者の交通費助成件数及び福祉タクシー助成の減を見込んだこ

とにより減額。

○扶助費

・障害者通所施設交通費助成費

平均助成額×73件 3,716,400円

・福祉タクシー利用助成費

H29決算額と同額 協力機関77社 2,509,310円

計6,225,710円

事 業 内 容 （予算計上額6,227千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１４０

事 業 名 ３ 款 １ 項 ３ 目 障害者基本計画策定事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 170,000 0 0 0 170,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 170,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障がいのある人が自立した日常生活・社会生活を営むために必要な障

害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業について、計画的な基盤

整備を進めるための具体的な計画策定に係る経費。計画策定については、

障害者基本法第１１条第３項に基づく、八街市の障害福祉推進の基本と

事 業 目 的 なる行動指針「市町村障害者計画」、障害者総合支援法第８８条第１項に

基づく、障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する「市町村障害福

祉計画」であり、両計画が平成３２年度末に計画期間満了となることか

らこれまでの計画の進捗状況や目標数値の検証を行い、新たに計画を策

定する。

☆増額理由

「八街市障害者基本計画」「第５期八街市障害者福祉計画」「第１期八

街市障害児福祉計画」が平成３２年度に期間満了となるため、新たに計

画を策定するために必要な経費を算定した。

○報酬

・障害者施策推進協議会委員報酬

事 業 内 容 会長 5,500円×1回 5,500円

委員 5,000円×24人×1回 120,000円

計 125,500円 （予算計上額126千円）

○役務費

・筆耕翻訳料

手話通訳（3,000円×3時間＋交通費2,000円）×2人×1回 22,000円

要約筆記（3,000円×3時間＋交通費2,000円）×2人×1回 22,000円

計 44,000円 （予算計上額44千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 障がい福祉課 予算書：Ｐ１４０

事 業 名 ３ 款 １ 項 ４ 目 障がい者就労支援事業所管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 383,000 0 0 383,000 0

前年度

前年度との比較 383,000 増減額 0 増減率 0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

障がい者就労支援事業所を円滑に運営し、主に精神障害者の福祉的就

事 業 目 的 労を支援する。

運営については、H24年度より指定管理者に委託している。

○使用料及び賃借料

・用地賃借料 貸主 2人

総土地面積 2,392.8㎡

計382,849円 （予算計上額383千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４１

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 高齢者福祉諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,308,000 0 0 3,000 1,305,000

前年度

前年度との比較 2,397,000 増減額 △1,089,000 増減率 △45.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

臨時的任用職員(一般事務補助)の共済費、賃金及び高齢者福祉業務で

要する需用費、役務費等を計上。

事 業 目 的

☆減額理由☆

一般事務臨時的任用職員の１日あたりの勤務時間を７時間４５分から

５時間３０分に変更したことによる共済費、賃金の減額。

○共済費 ・雇用保険料 １名分 9,454円

（予算計上額 10千円）

○賃金 ・臨時職員 賃金 1,029,600円

事 業 内 容 ・臨時職員(通勤手当相当賃金) 20,800円

計 1,050,400円

（予算計上額 1,051千円）

○需用費 ・燃料費 公用車１台分 61,435円

・印刷製本費 封筒印刷 11,232円

・修繕料 公用車１台分 83,000円

計 155,667円

（予算計上額 157千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費 ・通信運搬費 54,320円

避難行動要支援者名簿用返信用後納郵便料

・保険料 公用車自賠責保険料 25,070円

計 79,390円

（予算計上額 81千円）

○公課費 ・自動車重量税 公用車重量税 8,800円

（予算計上額 9千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４１

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 老人ホーム入所援護対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 17,429,000 0 0 5,031,000 12,398,000

前年度

前年度との比較 17,326,000 増減額 103,000 増減率 0.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

環境上の理由及び経済上の理由により、居宅において養護を受けるこ

とが困難な者を養護老人ホーム等へ入所措置する。

事 業 目 的

☆増額理由☆

老人ホーム入所者の介護サービス利用料加算による委託料の増額。

○報酬 ・入所判定委員会委員報酬 40,000円

5,000円×4人×2回

（予算計上額 40千円）

○委託料 ・老人ホーム入所委託料 ９人分 17,387,974円

（現入所者 ７人、増加見込み分 ２人）

事 業 内 容 （予算計上額 17,388千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４１

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 在宅老人援護対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 32,251,000 0 0 0 32,251,000

前年度

前年度との比較 22,095,000 増減額 10,156,000 増減率 46.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

○ひとり暮らし高齢者等訪問業務

安否確認や孤立化防止を目的に1か月に1回程度、高齢者宅を訪問し、

ひとり暮らし等の高齢者の話し相手となる事業。

○はり、きゅう、マッサージ等施設利用助成事業

事 業 目 的 ６５歳以上の方が、市に登録されている施設において、はり、きゅう、

マッサージ等の施術を受けた際に要した費用の一部を助成する事業。

○高齢者外出支援タクシー利用助成事業

高齢者の日常生活の利便性の向上と社会活動の拡大に資することを目

的として、６５歳以上で免許を持っていない方が、タクシーを利用する

際に支払う運賃の一部を助成する事業。

☆増額理由☆

高齢者外出支援タクシー利用助成事業分の扶助費の増額。

○需用費 ・消耗品費

高齢者外出支援タクシー、はりきゅう等施設利用券用紙代 142,340円

（予算計上額 144千円）

事 業 内 容 ○役務費 ・通信運搬費

調査時返信用切手代 8,200円

高齢者外出支援タクシー利用助成券送付代 184,500円

計 192,700円

（予算計上額 194千円）

○委託料 ・ひとり暮らし等高齢者等訪問業務 986,142円

（予算計上額 987千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○負担金補助及び交付金

・２市１町ＳＯＳネットワーク連絡協議会負担金 106,000円

（予算計上額 106千円）

○扶助費 ・はり、きゅう、マッサージ等施設利用助成費 5,726,070円

・高齢者外出支援タクシー利用助成費 25,092,500円

計 30,818,570円

（予算計上額 30,820千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４２

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 緊急通報装置設置管理事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 21,655,000 0 0 0 21,655,000

前年度

前年度との比較 20,977,000 増減額 678,000 増減率 3.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

65歳以上のみの世帯、１，２級の身体障害者のみの世帯等を対象に急

病などの緊急時に容易に通報できる装置を設置（貸与）する事業。

事 業 目 的

☆増額理由☆

緊急通報装置の設置台数の増による委託料の増額。

○役務費 ・手数料 緊急通報装置用電話回線休止料 6,600円

2,000円×3件×1.10

（予算計上額 7千円）

○委託料 ・緊急通報装置設置管理業務

事 業 内 容 管理費 21,490,440円

3,100円×530台×6月×1.08

3,100円×530台×6月×1.10

警備員派遣登録料 156,960円

300円×40世帯×6月×1.08

300円×40世帯×6月×1.10

計21,647,400円

（予算計上額 21,648千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４２

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 敬老事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 13,351,000 0 0 2,000 13,349,000

前年度

前年度との比較 12,128,000 増減額 1,223,000 増減率 10.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

○敬老会事業

事業を社会福祉協議会へ委託し、９地区の社会福祉協議会ごとに敬老

事 業 目 的 会を開催する。

○百歳高齢者に対する祝金事業

敬老の意を表し、満100歳を迎えた高齢者に対し祝金50,000円を支給する。

☆増額理由☆

敬老会事業委託料において、参加者見込み数の増、新たに参加者送迎

用の車両運行費の計上等による増額。

○報償費 ・百歳高齢者祝金（対象者見込み16名×50,000円） 800,000円

（予算計上額 800千円）

○需用費 ・消耗品費 敬老会用あて名ラベル 他 29,450円

・印刷製本費 百歳高齢者用写真代 5,280円

事 業 内 容 計 34,730円

（予算計上額 36千円）

○委託料 ・敬老会事業委託料

運営費①（基本額100,000円×9地区） 900,000円

運営費②（人数割り1,180円×出席見込み2,853人） 3,366,540円

運営費③（招待状郵送料、損害保険料、車両運行費等）

2,425,740円

人件費 5,822,119円

計 12,514,399円

（予算計上額 12,515千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 国保年金課 予算書：Ｐ１４３

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 後期高齢者医療事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 524,026,000 0 0 0 524,026,000

前年度

前年度との比較 505,850,000 増減額 18,176,000 増減率 3.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

千葉県後期高齢者医療制度運営維持のための負担金を支払う

（市町村の一般会計における負担）

事 業 目 的

☆増額理由☆ 被保険者数の増加のため

〇負担金補助及び交付金

・後期高齢者医療広域連合負担金 28,269,473円

【広域連合試算】（共通経費負担金）

均等割(10%) 2,453,117,000円×0.1／54市町村

人口割(40%) 2,453,117,000円×0.4×68,859人/6,256,195人
人口割(50%)＊2,453,117,000円×0.5×8,138人/772,189人
＊後期高齢者人口

事 業 内 容

・後期高齢者医療市町村定率負担金 495,755,980円

【広域連合試算】（特定費用除く給付費）

5,949,071,756円×１／１２

（予算計上524,026,000円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 国保年金課 予算書：Ｐ１４３

事 業 名 ３ 款 １ 項 ５ 目 後期高齢者医療特別会計繰出金

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 141,156,000 102,597,000 0 0 38,559,000

前年度

前年度との比較 136,101,000 増減額 5,055,000 増減率 3.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

後期高齢者医療制度維持運営のため、一般会計より後期高齢者医療特別

会計へ繰り出す。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 被保険者数の増加のため

〇繰出金

・後期高齢者医療特別会計繰出金 141,156,000円

・事務費繰出金 4,360,000円

・保険基盤安定繰出金 136,796,000円

【広域連合試算】（保険料軽減相当）

事 業 内 容 県負担分 136,796,000円×３／４ 102,597,000円

市負担分 136,796,000円－102,597,000円 34,199,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 老人福祉センター 予算書：Ｐ１４４

事 業 名 ３ 款 １ 項 ６ 目 高齢者生きがい対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,637,000 882,000 0 0 755,000

前年度

前年度との比較 1,669,000 増減額 △32,000 増減率 △1.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

高齢者が心に張りのある生き生きとした生活が送れるように、シニア

クラブ等による仲間づくりを支援する。また、健康づくりや生きがいづ

事 業 目 的 くりのため、高齢者の知識や経験を生かしたサークル活動や世代交流を

支援する。

☆減額理由☆

シニアクラブの会員数が減ったことによる減額

○負担金補助及び交付金

・千葉県老人クラブ連合会負担金 211,800円

クラブ割(30クラブ×4,000円）＋会員割（1,530人×60円）

・印旛地区高齢者クラブ連合会負担金 100,000円

連合会割（印旛郡市負担金審議会審査分）

計 311,800円

事 業 内 容 ・八街市シニアクラブ連合会活動補助金

クラブ割(30クラブ×16,500円） 495,000円

会員割（1,530人×390円） 596,700円

シニアクラブ連合会活動費（定額） 232,500円

計 1,324,200円

高齢者福祉の増進を図るため各単位シニアクラブ及び連合会の事業に要

する経費について八街市シニアクラブ連合会に対して補助する。

（八街市老人クラブ活動費補助金交付要綱）

※県補助金あり・・・シニアクラブ活動事業補助金（補助率２／３）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 老人福祉センター 予算書：Ｐ１４４

事 業 名 ３ 款 １ 項 ６ 目 老人福祉センター管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,906,000 0 0 30,000 4,876,000

前年度

前年度との比較 5,554,000 増減額 △648,000 増減率 △11.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

老人福祉センターは、老人福祉法の規定に基づき設置された施設であ

り施設を管理運営する上で必要な経費を計上している。主に60歳以上の

事 業 目 的 市民を対象に施設利用を促進しており、シニアクラブ連合会を始め多種

のサークル活動に施設の提供している。

☆減額理由☆

昨年度は工事等の臨時的経費があったが、今年度は経常経費のみであ

るため。

○共済費 ・臨時職員保険料（労災保険） 3,071円

○賃金 ・臨時職員賃金（１人） 1,006,200円

・通勤手当 17,200円

計1,023,400円

事 業 内 容 （予算計上額1,025千円）

○需用費 ・消耗品費（管理・事務） 59,043円

・燃料費（風呂用重油・ガソリン・軽油等） 551,224円

・光熱水費（電気料・上下水道料） 1,576,780円

・修繕料（連絡車車検料・複写機保守点検料） 152,786円

計 2,339,833円

（予算計上額 2,342千円）

○役務費 ・通信運搬費（電話料） 211,898円

・手数料（ボイラー第１種圧力容器性能検査手数料） 15,180円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・保険料（マイクロバス任意保険料・連絡車自賠責保険料

52,590円

計 279,668円

（予算計上額 281千円）

○委託料 ・警備業務 116,412円

・給湯用ボイラー保守点検業務 178,200円

・消防設備保守点検業務 43,600円

・重油地下タンク漏洩検査及び清掃業務 115,500円

・ヘルストロン保守点検業務 54,120円

計 507,832円

（予算計上額 511千円）

○使用料及び賃借料 ・マイクロバス賃借料 672,312円

○原材料費 ・施設修繕用原材料費 24,000円

○公課費 ・連絡車重量税 45,600円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 老人福祉センター 予算書：Ｐ１４５

事 業 名 ３ 款 １ 項 ６ 目 老人憩いの家管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 8,776,000 0 0 10,000 8,766,000

前年度

前年度との比較 3,138,000 増減額 5,638,000 増減率 179.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

南部老人憩いの家は、地方自治法の規定に基づき設置された施設であ

り施設を管理運営する上で必要な経費を計上している。主に60歳以上の

事 業 目 的 市民を対象に施設利用を促進しており、シニアクラブ連合会を始め多種

のサークル活動に施設の提供している。

☆増額理由☆

施設内のホール及び和室の空調設備工事による増額。

○共済費 ・臨時職員保険料（労災保険） 5,160円

○賃金 ・臨時職員賃金（2人） 1,719,900円

○需用費 ・消耗品費（管理・事務） 38,000円

・光熱水費（電気料・LPガス） 572,973円

事 業 内 容 ・修繕料（施設修繕費） 50,000円

計 660,973円

（予算計上額 661千円）

○役務費 ・通信運搬費（電話料） 67,912円

・手数料（合併浄化槽定期検査） 5,500円

計 73,412円

（予算計上額 74千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 ・警備業務 116,412円

・浄化槽維持管理業務 72,360円

・消防設備保守点検業務 21,800円

・ヘルストロン保守点検業務 54,120円

計 264,692円

（予算計上額 267千円）

○工事費 ・ホール及び和室空調工事 6,048,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 老人福祉センター 予算書：Ｐ１４６

事 業 名 ３ 款 １ 項 ６ 目 老人福祉センター整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,234,000 0 9,200,000 0 34,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 9,234,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

当該施設は、昭和５３年に開館してから築４０年が過ぎようとしてる中

老朽化が進み、足腰の弱い高齢者には使い勝手の悪い状況であるととも

事 業 目 的 に、市防災計画中の「福祉避難所設置予定施設」に位置づけられている

ものの、その整備をしていないことから、バリアフリー化を基本とする

施設整備を行う事を目的とする。

○委託料 ・老人福祉センター改修工事設計委託料 9,234,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４６

事 業 名 ３ 款 １ 項 ７ 目 介護保険特別会計繰出金

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 642,758,000 9,120,000 0 0 633,638,000

前年度

前年度との比較 604,709,000 増減額 38,049,000 増減率 6.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

介護給付費及び地域支援事業費のうち、介護保険法の規定により

事 業 目 的 市が負担すべき額と市が全額負担すべき一般事務経費を介護保険特別

会計へ繰り出すものであります。

☆増額理由☆ 介護サービス利用者増加に給付額増額が主な要因である。

介護保険特別会計操出金

・介護給付費 552,404,000円

・地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）

14,924,000円

・地域支援事業（包括的支援事業） 13,318,000円

・事務費等操出金 49,952,000円

事 業 内 容 ・低所得者介護保険料軽減負担金（国県負担分）9,120,000円

・低所得者介護保険料軽減負担金（市負担分） 3,040,000円

計 642,758,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 高齢者福祉課 予算書：Ｐ１４７

事 業 名 ３ 款 １ 項 ７ 目 介護保険事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,186,000 0 0 364,000 2,822,000

前年度

前年度との比較 7,708,000 増減額 △4,522,000 増減率 △58.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

○臨時的任用職員(介護支援専門員)雇用に伴う共済費及び賃金。

事 業 目 的

☆減額理由☆

要支援認定者の指定介護予防支援事業の実施にあたり、居宅介護支援

事業所へ委託した場合の委託料の支払い方法が、平成３１年度より千葉

県国民健康保険団体連合会から居宅介護支援事業所へ直接支払われるこ

とによる減額。

○共済費 ・雇用保険料 １名分 21,978円

・社会保険料 １名分 721,200円

計 743,178円

事 業 内 容 （予算計上額 744千円）

○賃金 ・臨時職員 賃金 2,418,000円

・臨時職員(通勤手当相当賃金) 24,000円

計 2,442,000円

（予算計上額 2,442千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 国保年金課 予算書：Ｐ１４７

事 業 名 ３ 款 １ 項 ８ 目 国民健康保険特別会計繰出金

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 568,501,000 370,351,000 0 0 198,150,000

前年度

前年度との比較 586,443,000 増減額 △17,942,000 増減率 △3.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

一般会計より国民健康保険特別会計へ繰り出し、国民健康保険制度の

事 業 目 的 維持運営を図る。

☆減額理由☆ 対象となる被保険者の減少により減額となる。

○繰出金

・国民健康保険基盤安定繰出金 493,803,000円

・職員給与等繰出金 34,694,000円

事 業 内 容 ・出産育児一時金繰出金 28,000,000円

・国保財政安定化支援事業繰出金 12,004,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 国保年金課 予算書：Ｐ１４８

事 業 名 ３ 款 １ 項 ９ 目 国民年金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 282,000 182,000 0 0 100,000

前年度

前年度との比較 840,000 増減額 △558,000 増減率 △66.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

記入してください。

年金は「世代と世代の支え合い」の考え方を基本に、国民全体で保険

料を出し合い、社会保険の仕組みで国が運営している制度。

市町村においては、法定受託事務として国民年金の業務を行っている。

高齢者の収入源は主に年金であるが、年金制度に対する理解を得る

事 業 目 的 ことや、年金を支える世代の未加入者をなくすことが、健全な年金制度

の運営につながるとともに、無年金者をなくしていくことにもつながる

ので、被保険者サ－ビス（各種受付等）の充実、年金相談の実施及び

配布物などでの情報提供を図る。

☆主な減額理由☆ システム改修費減及びシステム機器賃借料減に

よる減額

○報償費

・国民年金相談員謝礼 8,000円×1人×6回 計48,000円

○旅費

・国民年金事務説明会等 計12,000円

○需用費

事 業 内 容 ・消耗品費 図書・パンフレット・事務用等 計134,000円

○通信運搬費

・日本年金機構への申請書等進達他 計88,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１４８

事 業 名 ３ 款 ２ 項 １ 目 児童福祉総務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 10,121,000 460,000 0 327,000 9,334,000

前年度

前年度との比較 10,923,000 増減額 △802,000 増減率 △7.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

児童の心身の健全な育成を図るため児童の相談を行い、家庭児童福祉

事 業 目 的 の向上を図る。

☆増額理由☆ 第２次子ども子育て支援事業計画策定業務委託料の減額

○報酬

・家庭児童相談員 5,184,000円

・母子自立支援員 2,160,000円

・子ども・子育て会議委員

委員長 5,500円× 1人×会議3回

委員 5,000円×14人×会議3回 226,500円

○共済費

・臨時職員等保険料 667,224円

事 業 内 容 ○旅費

・費用弁償

八街～千葉 往復1,000円×9日

八街～県庁前 往復1,400円×9日 21,600円

○需用費

・消耗品費 事務用消耗品費他 54,445円

・印刷製本費 窓付長３封筒印刷 30,500枚×10.0円 329,400円

○委託料

・第２次子ども子育て支援事業計画策定 1,467,180円

○負担金補助及び交付金

・千葉県母子自立支援員・婦人相談員連絡協議会負担金 7,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１４９

事 業 名 ３ 款 ２ 項 １ 目 ファミリーサポートセンター事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 6,328,000 1,572,000 0 0 4,756,000

前年度

前年度との比較 6,086,000 増減額 242,000 増減率 4.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員と

して、児童の育児援助を行いたい者と当該援助を受けたい者との相互援

事 業 目 的 助活動に関する連絡、調整を行い、地域における育児の相互援助の推進

を図る。

☆減額理由☆ 社会福祉協議会に委託している業務委託料の増額

○委託料

・ファミリーサポートセンター業務委託料

人件費分 5,699,207円

事務費分 628,690円 6,327,897円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１４９

事 業 名 ３ 款 ２ 項 １ 目 子育て短期支援事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 201,000 132,000 0 0 69,000

前年度

前年度との比較 201,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保護者の疾病、疲労その他の身体上もしくは精神上または環境上の理

由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場

事 業 目 的 合に、児童養護施設等において、一定期間、養育・保護を行うことによ

り、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図る。

○委託料

・子育て短期支援事業委託料 200,250円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５０

事 業 名 ３ 款 ２ 項 １ 目 病後児保育事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 4,604,000 3,068,000 0 0 1,536,000

前年度

前年度との比較 4,556,000 増減額 48,000 増減率 1.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保護者の就労等により、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場

合に、児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団の保育が困難な期間

事 業 目 的 において、当該児童を専用施設で一時的に保育することで、安心して子

育てができる環境を整備し、もって児童の福祉の向上を図る。

☆増額理由☆ 社会福祉法人開拓に委託している業務委託料の増額

○委託料

・病後児保育事業委託料 4,604,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５０

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ２ 目 児童手当支給費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 951,769,000 801,592,000 0 0 150,177,000

前年度

前年度との比較 994,590,000 増減額 △42,821,000 増減率 △4.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等にお

ける生活の安定に寄与するとともに、次代の成長を担う児童の健やかな

事 業 目 的 成長に資することを目的とする。

☆減額理由☆ 平成30年度決算見込額が当初予算額よりも減額になる見

込みであり、平成31年度予算額も平成30年度の見込額を基

に算出するため

○役務費

・通信運搬費

郵送代 1,218,117円

○扶助費

・児童手当 950,550,000円

０歳～３歳

事 業 内 容 被用者 延べ児童数 8,115人×15,000円＝121,725,000円

非被用者 延べ児童数 4,386人×15,000円＝ 65,790,000円

特例給付(被用者) 延べ児童数 111人×5,000円＝555,000円

特例給付(非被用者) 延べ児童数 24人×5,000円＝120,000円

３歳以上小学校修了前

第１子及び第２子

被用者 延べ児童数 29,853人×10,000円＝298,530,000円

非被用者 延べ児童数 13,737人×10,000円＝137,370,000円

第３子以降

被用者 延べ児童数 5,292人×15,000円＝79,380,000円

非被用者 延べ児童数 2,616人×15,000円＝39,240,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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特例給付(被用者) 延べ児童数 1,008人×5,000円＝5,040,000円

特例給付(非被用者) 延べ児童数 144人×5,000円＝720,000円

中学生

被用者 延べ児童数 13,248人×10,000円＝132,480,000円

非被用者 延べ児童数 6,573人×10,000円＝ 65,730,000円

特例給付(被用者) 延べ児童数 678人×5,000円＝3,390,000円

特例給付(非被用者) 延べ児童数 96人×5,000円＝ 480,000円

(参考)手当額

児童手当 特例給付

(所得制限 限度額未満) (所得制限 限度額以上)

３ 歳 未 満 １５，０００円 年齢にかかわらず

３歳～ 第１・２子 １０，０００円 児童一人につき

小学生 第３子 １５，０００円 一律 ５，０００円

中 学 生 １０，０００円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５０

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ３ 目 母子援護対策費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 26,513,000 15,619,000 0 218,000 10,676,000

前年度

前年度との比較 23,785,000 増減額 2,728,000 増減率 11.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 すべての母子家庭等の児童が、心身ともに健やかに育成され、また母

親が健康で文化的な生活を営めるよう、母子福祉の向上を図る。

☆増額理由☆ 母子生活支援施設入所委託料の増額

○共済費

・臨時職員保険料 443,430円

○賃金

・臨時職員 1,512,000円

・臨時職員(通勤手当相当) 24,000円

計1,536,000円

○委託料

事 業 内 容 ・母子生活支援施設入所委託料 8,439,372円

平成29決算額 1,406,562円/4月×12月×2世帯

○使用料及び賃借料

・一時保護施設使用料 3回×8,000円×1.10 26,400円

○扶助費

・ひとり親家庭等医療費 11,023,940円

Ｈ30決算見込

・助産措置費 535,330円×4件 2,141,320円

・自立支援教育訓練給付金 上限200,000円×2件 400,000円

・高等職業訓練促進給付金 100,000円×12月×2件 2,400,000円

・高等職業訓練修了支援給付金 50,000円×2件 100,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５１

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ３ 目 児童扶養手当支給費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 428,488,000 142,220,000 0 0 286,268,000

前年度

前年度との比較 354,572,000 増減額 73,916,000 増減率 20.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

父母の離婚等により、父親又は母親と生計を同じくしていない児童を

養育している母子家庭等に児童扶養手当を支給し、生活の安定と自立を

事 業 目 的 助け、児童の福祉の増進を図る。

☆増額理由☆ 平成３１年度制度改正による支給月の変更による増額

○報償費

・障害認定医謝礼 謝礼18,000円×１件 18,000円

○需用費

・消耗品費 4,925円

・印刷製本費

窓口配布用パンフレット 91,800円

○委託料

事 業 内 容 ・システム改修業務 1,711,800円

○扶助費

・児童扶養手当

H29実績341,328,400円×1.0×15月/12月 426,660,500円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市 民 部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５１

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ４ 目 児童クラブ管理運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 84,808,000 31,460,000 0 36,973,000 16,375,000

前年度

前年度との比較 72,925,000 増減額 11,883,000 増減率 16.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

昼間保護者のいない家庭の小学校就学児童に対し、育成、指導、遊びに

よる発達の助長などに係るサービスを行い、もって児童の健全育成を図

事 業 目 的 る。また、児童クラブの施設等を管理し、児童福祉の向上を図る。

☆増額理由☆ 実住児童クラブ開所に伴い社会福祉協議会に委託してい

る児童クラブ運営業務の委託費の増額

○需用費

・消耗品費 14,000円

・修繕料 47,000円

○委託料

・児童クラブ管理運営業務

第一八街、第二八街、第一実住、第二実住、八街北、第一川上、第二

川上、第一朝陽、第二朝陽、第三朝陽、交進、二州、笹引、沖、八街

事 業 内 容 東児童クラブ

【社会福祉協議会に委託】

人件費 69,033,897円

事務費 4,802,000円

事業費 10,328,880円

計 84,164,777円

○使用料及び賃貸料

・八街北児童クラブ土地賃借料

八街市八街ろ170-14（地目：山林）991㎡×160円 158,560円

※八街北児童クラブ以外の児童クラブは市有地である。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・ＡＤＥ 賃借料

債務負担行為（平成31年度から平成36年度）

児童クラブ 7 箇所（八街、八街北、実住、川上、朝陽、交進、笹引
児童クラブ）

前期（4月～9月）204,120円＋後期（10月～3月）207,900円

412,020円

○原材料費

・児童クラブ整地用山砂 10，000円

※大雨の際に、敷地内のある箇所がえぐれてしまった場合、山砂で平

地にするもの。

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ４ 目 おやこサロン運営事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,341,000 0 0 378,000 2,963,000

前年度

前年度との比較 3,347,000 増減額 △6,000 増減率 △0.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

子育て支援サポーターに子育てに関する悩みや不安を気軽に相談する

ことができ、また、同じ子育て中の親子との交流の場や子育て情報を提

事 業 目 的 供する。

☆減額理由☆ 臨時職員の共済費及び消耗品費の減額

○共済費

・臨時職員等保険料 770,916円

○賃金

・臨時職員(２人分） 2,481,600円

・臨時職員(通勤手当相当２人分) 30,400円

計 2,512,000円

○需用費

事 業 内 容 ・消耗品費 57,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ４ 目 児童クラブ整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,821,000 2,520,000 0 0 1,301,000

前年度

前年度との比較 9,087,000 増減額 △5,266,000 増減率 △58.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

昼間保護者のいない家庭の小学校就学児童に対し、育成、指導、遊びに

よる発達の助長などに係るサービスを行い、もって児童の健全育成を図

事 業 目 的 る。また、児童クラブの施設等を管理し、児童福祉の向上を図るため、

放課後児童クラブ室の整備を促進する。

☆減額理由☆ 実住児童クラブ開所時に比べて軽微な改装であるため

○需用費

・消耗品費 38,434円

○工事請負費

・児童クラブ施設整備工事

朝陽児童クラブ改修工事 2,442,000円

朝陽児童クラブ電気設備改修工事 781,000円

朝陽児童クラブ警備仕様変更工事 154,224円

事 業 内 容 計 3,377,224円

○備品購入費 一式 403,975円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ４ 目 児童館整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 112,829,000 0 106,000,000 0 6,829,000

前年度

前年度との比較 11,634,000 増減額 101,195,000 増減率 869.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

児童館は、児童厚生施設であって、児童に健全な遊びを与え、その健

康を増進し、情操を豊かにすることを目的とする。

事 業 目 的 児童館開設に向け、実施計画業務、地質調査業務、建設工事を実施す

る。

☆増額理由☆ 新規事業のため増額

○委託料

・設計業務 11,737,000円

・地質調査業務 5,797,000円

・実施設計支援業務 2,194,500円

○工事請負費

・児童館建設工事

事 業 内 容 建築主体工事

継続費 H31 133,000,000円×1.10×0.40 58,520,000円

（ H32 133,000,000円×1.10-58,520,000円＝87,780,000円）

電気設備工事

継続費 H31 31,450,000円×1.10×0.40-調整額8,000円 13,830,000円

（H32 31,450,000円×1.10-13,830,000円＝20,765,000円 ）

機械設備工事

継続費 H31 47,170,000円×1.10×0.40-調整額4,800円 20,750,000円

（ H32 47,170,000円×1.10-20,750,000円＝31,137,000円）

計93,100,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５３

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 保育行政総務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 2,163,000 0 0 225,000 1,938,000

前年度

前年度との比較 2,127,000 増減額 36,000 増減率 1.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育行政を円滑に行うための事務的経費を計上することにより児童福

祉の向上を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 臨時職員の賃金が 870 円/時から 900 円/時に改定された
ことによる増額

○共済費 461,000円
臨時職員保険料

社会保険料 446,588円
雇用保険料 13,623円

○賃金 1,536,000円
臨時職員 1,512,000円

事 業 内 容 通勤手当 24,000円
○需用費 138,000円
消耗品費 19,000円
燃料費 31,000円
修繕料 (公用車修繕料) 88,000円

○役務費 19,000円
通信運搬費 (切手代) 1,000円
保険料 (公用車損害保険料) 18,000円

○公課費 9,000円
自動車重量税 9,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５３

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 保育園管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 229,373,000 11,014,000 0 34,790,000 183,569,000

前年度

前年度との比較 206,477,000 増減額 22,896,000 増減率 11.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市立保育園の保育業務に必要な環境整備及び衛生管理等を充実するこ

とにより児童福祉の向上を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 保育士等の不足により派遣保育士の雇用数を増やした

こと又看護師配置されていない３園に新たに派遣看護師を

配置するため

○報酬 986,000円
保育園医 嘱託医 6名 493,000円
保育園歯科医 嘱託医 6名 493,000円

○共済費

臨時職員保険料 28,247,000円
事 業 内 容 ○賃金 108,392,000円

臨時保育士

臨時保育士 30名 68,760,000円
臨時栄養士 1名 2,348,700円
短時間保育士 20名 21,000,000円

臨時調理員

臨時調理員 8名 14,179,200円
短時間調理員 3名 2,102,400円

○旅費 32,000円
特別旅費 32,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○需用費 3,184,000円
消耗品費 184,000円
修繕料 3,000,000円

○役務費 2,507,000円
手数料 2,466,000円
保険料 41,000円

○委託料 79,544,000円
清掃業務 908,000円
園舎警備業務 534,000円
消防設備保守点検業務 242,000円
空調設備保守点検業務 1,848,000円
冷暖房設備保守点検業務 218,000円
プール保守点検業務 165,000円
電気工作物保安管理業務 164,000円
浄化槽維持管理業務 806,000円
給食管理システム保守業務 77,000円
調理機保守点検業務 165,000円
給食運搬用昇降機保守点検業務 83,000円

事 業 内 容 有害生物防除業務 660,000円
尿検査業務 180,000円
受水槽維持管理業務 548,000円
遊具点検業務 253,000円
保育士派遣業務 12名 68,608,000円
(保育士：八街 1、実住 1、朝 4、交進 1、二州第二 2 看護師：交進 1 二州第一 1、二州第二 1、）
ＰＣＢ廃棄物処理業務 4,085,000円

○使用料及び賃借料 2,884,000円
保育園土地賃借料 八街、二州第二 570,000円
園舎床清掃用具賃借料 ﾚﾝﾀﾙﾓｯﾌﾟ 134,000円
自動車借上料 大型バス 5台 495,000円
駐車場使用料 大型バス駐車料金 10,000円
施設入園料 20,000円
消火器賃借料 81,000円
ＡＥＤ賃借料 354,000円
トイレ洗浄、静菌システム賃借料 1,220,000円

○原材料費 236000円
保育園維持管理用原材料費 236,000円
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○備品購入費 2,744,000円
保育園用備品 2,744,000円

○負担金補助及び交付金 617,000円
負担金 617,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５６

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 八街保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 21,212,000 0 0 3,903,000 17,309,000

前年度

前年度との比較 21,513,000 増減額 △301,000 増減率 △1.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

ことにより公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 賄い材料費の積算において３歳未満児の見込人数の減少

による減額

○賃金 5,423,000円

時間外保育嘱託員 ７名分

○旅費 23,000円

○需用費 15,331,000円

消耗品費 1,548,000円

事 業 内 容 燃料費 155,000円

光熱水費 3,408,000円

修繕料 97,000円

賄材料費 10,123,000円

○役務費 275,000円

通信運搬費 198,000円

手数料 77,000円

（楽器調律、植木剪定、計量器検査、包丁研ぎ手数料等）

○備品購入費 150,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５７

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 実住保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 19,603,000 100,000 0 4,853,000 14,650,000

前年度

前年度との比較 20,059,000 増減額 △456,000 増減率 △2.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

こと及び保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育を行うことによ

事 業 目 的 り公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

☆減額理由☆ 賄い材料費の積算において園児数の見込人数の減少に

よる減額

○賃金 4,841,000円

時間外保育嘱託員 ７名分

○旅費 25,000円

○需用費 14,354,000円

消耗品費 1,330,000円

事 業 内 容 燃料費 74,000円

光熱水費 3,112,000円

修繕料 94,000円

賄材料費 9,744,000円

○役務費 233,000円

通信運搬費 電話使用料 155,000円

手数料 78,000円

（楽器調律、植木剪定、計量器検査、包丁研ぎ手数料等）

○備品購入費 150,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５７

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 朝陽保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 23,320,000 146,000 0 5,731,000 17,443,000

前年度

前年度との比較 23,020,000 増減額 300,000 増減率 1.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

こと及び保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育を行うことによ

事 業 目 的 り公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

☆増額理由☆ 賄い材料費の積算において園児数の見込人数の増加

及び光熱水費の増加による増額

○賃金 4,939,000円

時間外保育嘱託員 7名分

○旅費 38,000円

○需用費 17,893,000円

消耗品費 1,696,000円

燃料費 35,000円

事 業 内 容 光熱水費 3,324,000円

修繕料 102,000円

賄材料費 12,736,000円

○役務費 265,000円

通信運搬費 199,000円

手数料 66,000円

（楽器調律、植木剪定、計量器検査、包丁研ぎ手数料等）

○使用料及び賃借料 35,000円

自動車借上料 （ﾊﾞｽ 1台 図書館見学）

○備品購入費 150,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５８

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 交進保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 13,056,000 0 0 3,167,000 9,889,000

前年度

前年度との比較 12,454,000 増減額 602,000 増減率 4.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

ことにより公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 賄い材料費の積算において園児数の見込人数の増加

による増額

○賃金 1,604,000円

時間外保育嘱託員 ２名分

○旅費 39,000円

○需用費 10,960,000円

消耗品費 1,014,000円

燃料費 153,000円

事 業 内 容 光熱水費 2,036,000円

修繕料 89,000円

賄材料費 7,668,000円

○役務費 268,000円

通信運搬費 179,000円

手数料 89,000円

（楽器調律、植木剪定、計量器検査、包丁研ぎ手数料等）

○使用料及び賃借料 35,000円

自動車借上料 （ﾊﾞｽ 1台 食育体験学習）

○備品購入費 150,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１５９

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 二州第一保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 10,117,000 56,000 0 2,231,000 7,830,000

前年度

前年度との比較 9,822,000 増減額 295,000 増減率 3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

こと及び保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育を行うことによ

事 業 目 的 り公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

☆増額理由☆ 賄い材料費の積算において園児数の見込人数の増加

及び光熱水費の増加による増額

○賃金 1,378,000円

時間外保育嘱託員 ２名分

○旅費 59,000円

○需用費 8,285,000円

消耗品費 701,000円

事 業 内 容 光熱水費 1,988,000円

修繕料 85,000円

賄材料費 5,511,000円

○役務費 251,000円

通信運搬費 185,000円

手数料 66,000円

○使用料及び賃借料 44,000円

自動車借上料 食育体験学習（二州第二保育園と合同利用）

○備品購入費 100,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６０

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 二州第二保育園運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 9,238,000 0 0 1,983,000 7,255,000

前年度

前年度との比較 9,052,000 増減額 186,000 増減率 2.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の乳児又は幼児を保護者に代わって保育する

ことにより公立保育園の児童福祉の向上を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 賄い材料費の積算において園児数の見込人数の増加

及び光熱水費の増加による増額

○賃金 1,301,000円

時間外保育嘱託員 ２名分

○旅費 61,000円

○需用費 7,504,000円

事 業 内 容 消耗品費 694,000円

光熱水費 2,114,000円

修繕料 73,000円

賄材料費 4,623,000円

○役務費 228,000円

通信運搬費 211,000円

手数料 17,000円

○使用料及び賃借料 44,000円

自動車借上料 図書館見学（二州第一保育園と合同利用）

○備品購入費 100,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

157



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６０

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 子育て支援センター事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 112,000 54,000 0 0 58,000

前年度

前年度との比較 114,000 増減額 △2,000 増減率 △1.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域全体で子育てを支援する基盤を形成し、子育て家庭に対する育児

支援を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 消耗品費の見込量の減少による

○旅費 6,000円

○需用費 41,000円

消耗品費 41,000円

○役務費 65,000円

通信運搬費 65,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６１

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 私立保育園運営委託事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 253,469,000 156,575,000 0 28,857,000 68,037,000

前年度

前年度との比較 242,460,000 増減額 11,009,000 増減率 4.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の子どもを保護者に代わって保育するため市

内の私立保育園に保育を委託することにより子どもが健やかに成長する

事 業 目 的 ように支援することを目的とする。また、私立保育園が行う地域子ども

・子育て支援事業に要する経費を補助することにより、子ども・子育て

支援の着実な推進を図ることを目的とする。

☆増額理由☆ 保育に要する費用の額の算定に関する基準（公定価格）

が改定されたこと及び保育中の事故防止や保育士の業務軽

減並びに防犯等を目的とした各設備に対する補助金の交付

などにおける増額

○負担金補助及び交付金

・生活クラブ風の村保育園八街運営委託料（ 64人） 86,760,000円
・八街かいたく保育園運営委託料 （111人） 123,955,000円

事 業 内 容 ・生活クラブ風の村保育園八街運営費補助金 19,321,000円
保育所運営費分（園行事、保険、尿検査） 400,000円
子ども･子育て支援交付金分 14,841,000円
(一時預かり事業、地域子育て支援センター事業、延長保育事業）

千葉県保育士処遇改善事業分 4,080,000円
・八街かいたく保育園運営費補助金 21,493,000円

保育所運営費分（園行事、保険、尿検査） 740,000円
子ども･子育て支援交付金分 14,993,000円
(一時預かり事業、地域子育て支援センター事業、延長保育事業）

千葉県保育士処遇改善事業分 5,760,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・私立保育園事故防止等推進事業補助金 1,940,000円
風の村保育園八街 午睡タイマー 540,000円

防犯カメラ 200,000円
八街かいたく保育園 午睡タイマー 450,000円

保育システム機器 750,000円

※平成３１年度より風の村保育園八街及び八街かいたく保育園への運営

委託費について、事業の性質等を精査し、１３節委託料より１９節

負担金及び補助金へ節の変更を行う。

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６１

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 私立認定こども園運営費補助事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 132,419,000 88,241,000 0 0 44,178,000

前年度

前年度との比較 113,066,000 増減額 19,353,000 増減率 17.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

認定こども園に対して施設型給付費を支給することにより子どもが健

やかに成長するように支援することを目的とする。また、認定こども園

事 業 目 的 が行う地域子ども・子育て支援事業に要する経費を補助することにより、

子ども・子育て支援の着実な推進を図ることを目的とする。

☆増額理由☆ 保育に要する費用の額の算定に関する基準（公定価格）

が改定されこと及び１０月より実施が予定されている幼児

教育無償化による増額

○負担金補助及び交付金

・負担金

施設型給付費負担金 111,240,000円
明徳やちまたこども園分 1号認定子ども 15人

2・3号認定子ども 60人
事 業 内 容 ・補助金

明徳やちまたこども園運営費補助金 21,179,000円
こども園運営費分 500,000円
（園行事、保険、尿検査）

子ども･子育て支援交付金分 15,399,000円
(一時預かり事業、地域子育て支援センター事業、延長保育事業）

千葉県保育士処遇改善事業分 5,280,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 家庭的保育事業等運営委託事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

79,958,000 57,507,000 0 0 22,451,000

財 源 内 訳

前年度

前年度との比較 100,157,000 増減額 △20,199,000 増減率 △20.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

保育を必要とする就学前の子どもを保護者に代わって保育するため市

内の小規模保育事業所に対して運営費を給付することにより子どもが健

事 業 目 的 やかに成長するように支援することを目的とする。また、小規模保育事

業所が行う地域子ども・子育て支援事業に要する経費を補助することに

より、子ども・子育て支援の着実な推進を図ることを目的とする。

☆減額理由☆ 小規模保育事業 A 型「ひよこのお家」の移転予定が変更
となったことに伴う減額

○負担金補助及び交付金 76,150,000円
・負担金

小規模保育事業 A型給付費負担金
小規模保育事業 A型ひよこのお家 35,466,120円
小規模保育事業 A型いろはに保育園 40,683,720円

事 業 内 容

・補助金

小規模保育事業Ａ型運営費補助金

ひよこのお家運営費分(市単分) 80,000円
子ども･子育て支援交付金分(延長保育事業） 330,000円
千葉県保育士処遇改善事業分 1,200,000円
いろはに保育園運営費分(市単分) 126,000円
子ども･子育て支援交付金分(延長保育事業） 391,000円
千葉県保育士処遇改善事業分 1,680,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 管外保育運営委託事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 9,176,000 5,360,000 0 378,000 3,438,000

前年度

前年度との比較 16,346,000 増減額 △7,170,000 増減率 △43.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内の保育施設では送迎が難しい保護者の就労先にある市外の認可保

育所に保育を委託することにより、子どもが健やかに成長するように支

事 業 目 的 援することを目的とする。

☆増額理由☆ 管外委託する児童数の減及び委託年齢の違いによる減額

※公立保育所：3名 私立保育所：5名

○負担金補助及び交付金

・公立保育所委託費 1,521,000円

5歳児：2人、3歳児：1名

・私立保育園委託費 7,655,000円

5歳児：2人、4歳児：1名、2歳児：1名、1歳児：1名
事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６２

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 保育園施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 56,679,000 0 44,600,000 0 12,079,000

前年度

前年度との比較 55,583,000 増減額 1,096,000 増減率 2.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

公立保育園６園の施設の老朽化に伴う改修工事等を行うことにより、

子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行うことを目的

事 業 目 的 とする。

☆増額理由☆ 老朽化した交進保育園の大規模な改修（屋根、調理室等）

を行うことによる又それに伴い設計委託・支援、調理室

工事に伴う給食提供委託等による増額

○委託料 7,915,000円
保育園整備工事に係る設計業務 2,787,000円
保育園整備工事に係る施工管理業務 2,195,000円
保育園整備工事に係る給食提供業務 608,000円
保育園整備工事に係る調査支援業務 359,000円

事 業 内 容 保育園整備工事に係る設計支援業務 998,000円
保育園整備工事に係る施工管理支援業務 968,000円

○工事請負費 48,764,000円
交進保育園改修工事 48,764,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ１６３

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ５ 目 私立小規模保育事業所施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 46,252,000 41,112,000 0 0 5,140,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 46,252,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

待機児童解消のため保育所等整備交付金を利用して小規模事業所の施

設整備に要する経費の一部を補助することにより、子どもを安心して育

事 業 目 的 てることが出来る体制の整備を促進することを目的とする

☆増額理由☆ 現在市内において小規模保育事業所Ａ型を運営している

ひよこのお家の移転、増員に伴う整備費用の一部を負担

することによる増額

○負担金及び交付金 46,252,000円
私立小規模保育事業所施設整備補助金 46,252,000円
（補助対象経費：61,668,751円 補助率：3/4 ※県 2/3 市 1/12）
現定員：0歳児 3名 1歳児 3名 2歳児 6名 合計 12名
整備後：0歳児 3名 1歳児 6名 2歳児 10名 合計 19名

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 つくし園 予算書：Ｐ１６３

事 業 名 ３ 款 ２ 項 ６ 目 つくし園管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,144,000 0 0 656,000 3,488,000

前年度

前年度との比較 6,998,000 増減額 △2,854,000 増減率 △40.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

事 業 目 的 八街市立つくし園の適正な管理運営を確保することを目的とする。

減額理由

平成３０年度は職員（保育士）の育児休暇取得により臨時職員を雇用

したため、賃金、各種保険料を計上していたが、平成３１年３月３１日

に育児休暇が終了し、臨時職員を雇用しないため減額

事 業 内 容 〇報酬費

・つくし園園医 75,500円

・つくし園歯科医 75,500円

計 151,000円

（予算計上額 152千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

166



〇報償費

・小児神経科医謝礼 224,000円

・歯科医謝礼 56,000円

・理学療法士謝礼 262,500円

・音楽療法士謝礼 220,000円

・心理相談員謝礼 480,000円

計 1,242,500円

（予算計上額 1,243千円）

〇旅費

・千葉県通園施設連絡協議会役員会及び研修会 他 32,000円

〇需用費

・保育用消耗品 151,753円

・管理用消耗品 15,827円

・連絡車用ガソリン代 9,890円

・園行事用食糧費（ボランティア等の茶菓代） 12,300円

事 業 内 容 ・電気、ガス、上下水道料金 1,108,000円

・施設修繕料 100,000円

・複写機修繕料 62,401円

・自動車修繕料 25,000円

計 1,485,171円

（予算計上額 1,487千円）

〇役務費

・電話料金 238,813円

・ピアノ調律手数料 11,000円

・保育室等の絨毯及びカーテンクリーニング 185,350円

・医師等賠償保険料 28,780円

・園児等損害保険料 107,850円

・兄弟保育ボランティア保険料 1,500円

計 573,293円

（予算計上額 575千円）
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〇委託料

・つくし園清掃業務（職員による日常清掃以外） 23,640円

・警備業務 116,412円

・消防設備保守点検を年2回実施 59,950円

・空調設備保守点検を年2回実施 176,580円

計 376,582円

（予算計上額 378千円）

〇使用料及び賃借料

・千葉市動物公園に園外保育時バス借り上げ料 77,000円

・千葉市動物公園に園外保育時駐車料金 2,800円

・千葉市動物公園に園外保育時施設入園料 4,200円

・玄関マットを年１２回交換 22,236円

・AED賃借料 58,860円

計 165,096円

（予算計上額 167千円）

事 業 内 容 〇備品購入費

・巧技台ふた 65,232円

・ターゲットゲーム 33,857円

計 99,089円

（予算計上額 100千円）

〇負担金補助及び交付金

・千葉県通園施設連絡協議会負担金 9,000円

・障害児支援セミナー参加負担金 1,000円

計 10,000円

（予算計上額 10千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１６５

事 業 名 ３ 款 ３ 項 １ 目 生活保護総務費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 14,214,000 1,969,000 0 200,000 12,045,000

前年度

前年度との比較 14,844,000 増減額 △630,000 増減率 △4.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

生活保護の実施に必要な嘱託医報酬、事務補助臨時職員賃金、賃借料、

消耗品、委託料等を計上し、円滑な実施を図るもの。

事 業 目 的

項目 金額

生活保護システム賃借料 ５，４４２千円 ３８．３％

被保護者就労等支援事業委託料 ２，３７８千円 １６．７％

（うち被保護者家計改善支援事業 １７５千円）

臨時職員賃金・共済費（１名１２月分） １，７３０千円 １２．２％

生活保護嘱託医報酬（１名１２月分） ６３６千円 ４．５％

電子レセプト管理システム賃借料 ５２４千円 ３．７％

診療報酬明細書点検委託料 ３４４千円 ２．４％

役務費（郵送料、医療扶助審査手数料等）２，５８０千円 １８．２％

事 業 内 容 需用費（消耗品費、燃料費） ５７４千円 ４．０％

旅費 ６千円 ０．０％

◎事業費減の理由

保護変更通知の発送回数の増加、家計改善支援事業のスタート（困窮

者支援事業と按分）により増加したが、前年度は公用車購入費用を計上

していたため、全体で４．３％の減。

被保護者家計改善支援事業とは保護廃止が見込まれる被保護世帯や、

大学等への進学を検討している高校生等のいる世帯に対し、生活困窮者

自立支援法に基づく家計改善支援事業と同等の事業を行うもの。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 社会福祉課 予算書：Ｐ１６６

事 業 名 ３ 款 ３ 項 ２ 目 生活保護費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,878,575,000 1,439,097,000 0 18,088,000 421,390,000

前年度

前年度との比較 1,919,837,000 増減額 △41,262,000 増減率 △2.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

生活保護－経済的に困窮した国民に健康で文化的な最低限度の生活を保

障するため。

事 業 目 的 中国残留邦人等支援給付－帰国した残留法人等の生活保障のため。

行旅死亡人及び墓地埋葬法による葬祭執行－引き取り手のいない死体の

火葬等を行うため。

●生活保護

国が定めた最低生活費に不足する部分を毎月支給するとともに、必要

な支援、指導指示を行い自立の助長を図るもの。医療、介護扶助以外は

金銭給付。予算割合はおおよそ医療50％、生活30％、住宅15％。

生活扶助 衣食その他の日常生活の需要を満たすための経費

住宅扶助 家賃、間代、地代や小規模な住居補修費、敷金等

教育扶助 義務教育修学に必要な学用品、給食費等

医療扶助 疾病や負傷の治療に必要な診療等の給付

介護扶助 介護保険１割負担分の経費など

事 業 内 容 生業扶助 生計維持を目的とする事業開始に必要な経費

高等学校等の修学費、就職支度金

葬祭扶助 遺体の運搬や死亡診断書料

施設事務費 生活保護施設の事務費

就労自立等給付金 就労等により保護廃止となる世帯や大学等進学に

より保護対象外となる者に給付

●残留邦人等支援給付

中国から帰国した残留邦人とその配偶者等に金銭給付等により生活保

障を行うもの。支給基準は生活保護に準ずる。

●行旅死亡人及び墓地埋葬法による葬祭執行

引き取り手のいない死体や行旅死亡人について火葬等を行うもの。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７１

事 業 名 ４ 款 １ 項 １ 目 保健衛生総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 14,140,000 0 0 0 14,140,000

前年度

前年度との比較 11,825,000 増減額 2,315,000 増減率 19.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

健康増進課運営に伴う全般的な経費及び各団体への負担金・補助金の

事 業 目 的 交付。

☆増額理由☆ 健康カルテシステム改修業務及び乳幼児健診用備品購入

に伴う増額。

○報償費 ・健康づくり推進協議会会長5,500円× 1人 5,500円

・健康づくり推進協議会委員5,000円×14人 70,000円

計 75,500円

○需用費 ・消耗品費 健康増進課消耗品 22,800円

・燃料費 公用車燃料費（３台分） 124,319円

事 業 内 容 ・印刷製本費 封筒印刷（長３） 160,812円

・修繕料 公用車修繕料（３台分） 158,000円

計 465,931円

（予算計上額 467千円）

○役務費 ・自動車損害保険料（公用車１台分） 25,830円

・市町村保健活動等総合賠償保険料 28,790円

・日々雇用者傷害保険料 79,710円

計 134,330円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 ・健康カルテシステム改修業務 777,600円

○使用料及び賃借料 ・検診用パソコン賃借料 12,852円

○備品購入費 ・乳幼児健診用備品 531,360円

○負担金補助及び交付金

・千葉県市町村総合事務組合負担金 70,527円

・千葉県市町村保健活動連絡協議会負担金 15,120円

・印旛郡市保健指導者研究会負担金 34,100円

・印旛郡市歯科医師会負担金 110,000円

・印旛市郡医師会負担金 144,000円

・印旛市郡小児初期急病診療所負担金 5,003,000円

・成田市急病診療所負担金 1,538,900円

・予防接種事故防止研究調査費負担金 141,576円

・病院医療機器整備事業補助金 5,041,000円

計 12,098,223円

（予算計上額 12,101千円）

事 業 内 容

○公課費 ・自動車重量税（公用車１台分） 37,800円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７２

事 業 名 ４ 款 １ 項 １ 目 献血推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 60,000 0 0 0 60,000

前年度

前年度との比較 60,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

血液の安定的確保と円滑な供給が図れるよう、献血推進協議会委員が

事 業 目 的 中心となり献血事業の啓蒙普及を図る。

○報償費 ・献血推進協議会委員5,000円×12人 60,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７２

事 業 名 ４ 款 １ 項 １ 目 保健活動諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 514,000 0 0 34,000 480,000

前年度

前年度との比較 797,000 増減額 △283,000 増減率 △35.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

保健推進員活動及び保健推進員育成に係る経費、並びに保健師等の資

質向上のための研修会への受講に係る経費

事 業 目 的

☆減額理由☆平成３０年度委嘱替えによる保健推進員の人数の減。

（予算計上を定員の４０名から１８名に減）

○報償費・・保健推進員報償及び研修会に係る講師謝礼等を計上

・保健推進員等研修会に係る講師謝礼 21,000円

・保健推進員報償 252,000円

（予算計上額 273千円）

○旅費・・保健師等の研修参加に伴う旅費 35,000円

事 業 内 容

○需用費・・消耗品費 研修会材料費等 87,000円

○役務費

・栄養士検便細菌検査 13,037円

・保健推進員団体損害保険料 12,474円

（予算計上額 27千円）

○負担金補助及び交付金・・保健師等研修会参加負担金 92,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７３

事 業 名 ４ 款 １ 項 ２ 目 各種予防費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 128,551,000 0 0 219,000 128,332,000

前年度

前年度との比較 134,597,000 増減額 △6,046,000 増減率 △4.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

感染症の発生及び蔓延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生の向上及

び増進を図る

事 業 目 的

☆減額理由☆高齢者肺炎球菌の対象人数が減少していることから、減額で計上

している

○共済費 ・臨時職員保険料 449,271円

○賃金 ・臨時職員・・1時間900円 2,808,000円

・臨時職員（通勤手当相当賃金） 48,000円

（予算計上額 2,856千円）

事 業 内 容 ○需用費 ・消耗品 98,800円

・印刷製本費（予防接種手帳） 180,647円

・医薬材料費 5,000円

（予算計上額 285千円）

○役務費 ・通信運搬費（予診票発送) 641,200円

○委託料 ・ヒブ・小児肺炎球菌・B型肝炎・BCG・4種混合・不活化ポリオ

麻しん風しん混合・水痘・日本脳炎・2種混合・子宮頸がん・

高齢者インフルエンザ・高齢者肺炎球菌・ロタ

（予算計上額 124,318千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７４

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 母子保健指導事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 11,262,000 851,000 0 666,000 9,745,000

前年度

前年度との比較 7,562,000 増減額 3,700,000 増減率 48.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

母子保健法に基づき母親学級、乳児相談、妊産婦新生児訪問及びこんにちは

赤ちゃん訪問や2歳児歯科健康診査を行い、育児相談や健康教育を通じて、子

事 業 目 的 どもの健やかな成長発達を促し、子育て支援の充実を図る

また、出産間もない母親の、肉体的、精神的負担の軽減・解消を図るため、

相談支援事業を新設し，母親への支援体制の充実を図る。

☆増額理由☆産休代替職員が2名となり、昨年度より共済費と賃金の増また、

あそびの教室の回数増と心理相談員謝礼を増額計上したため増額となる

○報酬 ・歯科健診嘱託医 32,000円*1人*11回 352,000円

・口腔衛生普及活動歯科医師 32,000円*1人*1回 32,000円

（予算計上額 384千円）

○共済費 ・臨時職員保険料 （こんにちは赤ちゃん訪問員・育休代替え）

（予算計上額 1,265千円）

事 業 内 容 ○賃金 ・臨時職員（助産師・保健師・看護師・歯科衛生士・栄養士等）

（予算計上額 7,576千円）

・臨時職員（通勤手当相当賃金） （予算計上額 116千円）

○報償費

・講師謝礼 母親学級助産師講師謝礼 8,000円×3回×4コース 96,000円

・心理相談員謝礼 あそびの教室 半日12,000円×1人×50回

個別面接 半日12,000円×1人×26回

親子相談 半日12,000円×1人×24回

保育園巡回 半日12,000円×1人×20回

1,440,000円 （予算計上額1,536千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○需用費 ・消耗品費 329,650円

・こんにちは赤ちゃん訪問等補助関係 41,800円

（予算計上額372千円）

〇役務費 ・特定計量定期検査手数料（隔年） 6,600円

・細菌検査手数料 5,060円

（予算計上額13千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７４

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 妊婦・乳児健康診査事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 39,883,000 0 0 11,142,000 28,741,000

前年度

前年度との比較 34,886,000 増減額 4,997,000 増減率 14.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

妊婦健康診査の公費助成（受給券14回分）が継続的に実施され、地域におい

て安心、安全に妊娠し出産できる環境づくりを推進する。また、乳児について

事 業 目 的 も発達の節目となる時期に健康診査の公費助成を実施し、健全な発達支援に寄

与する。

☆増額理由☆妊婦、乳児の委託料が増額となったため、増額となる

○委託料

妊婦一般健康診査料 102,500円×351件 35,977,500円

妊婦一般健康診査事務委託料 351件×6/12か月×117円×1.08 310,467円

351件×6/12か月×117円×1.10 316,216円

乳児健康診査料 440件×6/12か月×6,315円 1,389,300円

440件×6/12か月×6,432円 1,415,040円

乳児健康診査委託料 440件×6/12か月×117円×1.08 27,800円

事 業 内 容 440件×6/12か月×117円×1.10 28,314円

（予算計上額 39,465千円）

○負担金補助金及び交付金

26年度から29年度の1人当たりの助成額（平均）

23,221円×18人 417,978円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７４

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 １歳６ヶ月児健康診査事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,362,000 0 0 0 1,362,000

前年度

前年度との比較 1,342,000 増減額 20,000 増減率 1.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

母子保健法に基づき1歳6か月児を対象に、医師及び歯科医師による健康診査を

行い、病気を早期に発見し、保健師等による相談指導を通じて子育て支援を行

事 業 目 的 う。

☆増額理由☆心理相談員謝礼の増額で，増額計上する。

○報酬

・嘱託医報酬（医師） 32，000円×19人 608，000円

・嘱託医報酬（歯科医師）32，000円×19人 608，000円

（予算計上額 1,216千円）

○報償費 ・心理相談員謝礼

半日12，000円×1人×10回 120，000円

事 業 内 容 ○需用費 ・消耗品 9，600円

○委託料 ・精密検査 2，000円×8件 16，000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７５

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 ３歳児健康診査事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,750,000 0 0 0 1,750,000

前年度

前年度との比較 1,704,000 増減額 46,000 増減率 2.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

〇 記入してください。

母子保健法に基づき3歳児を対象に、医師及び歯科医師による健康診査なら

びに尿検査及び視力・聴力検査などを行い、異常を早期発見し、保健師、心理

事 業 目 的 相談員等による面接により発達支援のための必要な措置を行う。

☆増額理由☆心理相談員謝礼の増額と印刷製本費の計上にて増額となる。

○報酬

・嘱託医報酬（医師） 32,000円×21人 672,000円

・嘱託医報酬（歯科医師） 32,000円×21人 672,000円

（予算計上額 1,344千円）

○報償費

・心理相談員謝礼 半日 12,000円×1人×12回 144,000円

事 業 内 容 ○需用費 ・消耗品 22,000円

・印刷製本費・・隔年計上にて 28,000円

（予算計上額50千円）

○委託料

尿1次検査 350円×400人 140,000円

尿2次検査 450円× 25人 11,250円

精密健康診査 3,000円×20件 60,000円

（予算計上額212千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７５

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 子ども医療費助成事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 192,975,000 52,745,000 0 2,116,000 138,114,000

前年度

前年度との比較 208,973,000 増減額 △15,998,000 増減率 △7.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

中学校３年生までの子どもの保険医療対策の充実及び子育て家庭にお

事 業 目 的 ける経済的負担の軽減を図る。

☆増額理由☆ 子ども医療費助成対象者の減少に伴う扶助費の減額。

○共済費 ・臨時職員保険料(１名分) 計 417,099円

○賃金 ・臨時職員(２名分) 計 1,674,000円

○需用費 ・消耗品費 子ども医療費助成事業用消耗品 13,300円

・印刷製本費 郵送用・窓口用受給券印刷 108,000円

受給券郵送用封筒印刷 86,400円

計 207,700円

事 業 内 容 （予算計上額 209千円）

○役務費 ・通信運搬費 受給券更新郵送料 426,048円

・手数料 国保連合会審査支払手数料

（医科、歯科、調剤） 2,048,160円

支払基金審査支払手数料

（医科、歯科） 3,457,848円

（調剤) 1,111,853円

・柔道整復療養費審査手数料 31,032円

計 7,074,941円

（予算計上額 7,076千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料 ・子ども医療費助成業務用パソコン 77,760円

○扶助費 0歳～中学校３年生まで助成

H30年度 9月末の実績より積算

現物給付 90,424,450円×2 180,848,900円

償還払い 838,675円×2 1,677,350円

柔整分 371,064円×2 742,128円

未熟児養育医療費 3,585,000円×0.07 250,950円

計 183,519,328円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７６

事 業 名 ４ 款 １ 項 ３ 目 未熟児養育医療事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,587,000 2,500,000 0 250,000 837,000

前年度

前年度との比較 3,962,000 増減額 △375,000 増減率 △9.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

母子保健法第２０条に規定する未熟児の養育医療に要する費用の支給

事 業 目 的 を実施する。

☆増額理由☆ 平成28年度、平成29年度、平成30年度実績による１人あ

たりの平均入院月数、平均給付額が減少したことによる扶

助費の減額。

○委託料 年間想定人数 12人、平均入院期間 2.66月

社保 69％、国保 31%
審査件数 12人×3か月＝36件

・支払基金支払分 39円×36件×0.69 969円

・国保連合会支払分 40円×36件×0.31 447円

事 業 内 容 計 1,416円

○扶助費 年間想定人数 12人、平均入院期間 2.66月

※ H28、H29、H30年度実績で積算
12人×平均給付額298,709円 3,584,508円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７６

事 業 名 ４ 款 １ 項 ４ 目 後期高齢者医療健康診査受託事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 15,174,000 0 0 14,727,000 447,000

前年度

前年度との比較 14,400,000 増減額 774,000 増減率 5.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

千葉県後期高齢者医療広域連合からの受託事業であり、被保険者の

健康増進を図ることを目的として健康診査を行う。

事 業 目 的

☆増額理由☆健康診査の予想受診者の増による。

（2,000人から2,100人に増）

○賃金・・後期高齢者健康診査受付業務分の非常勤職員の賃金を計上。

・非常勤職員（事務職） 151,200円

・非常勤職員（通勤手当相当賃金） 2,400円

（予算計上額 155千円）

○需用費

・消耗品費・・健康診査関係消耗品 83,600円

事 業 内 容 ・印刷製本費・・封筒印刷製本費 133,586円

（予算計上額 218千円）

○役務費

・通信運搬費・・受診票・結果通知郵送料 1,079,100円

・手数料・・国保中央会管理システム使用に係る手数料 136,500円

（予算計上額 1,217千円）

○委託料・・健康診査の必須項目の受診予想人数を平成３０年度の2,000

人から100人増し、2,100人として計上。

（予算計上額 13,584千円）

必須項目・貧血検査・腎機能検査・心電図検査・眼底検査

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７７

事 業 名 ４ 款 １ 項 ４ 目 健康増進事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 81,966,000 3,470,000 0 15,000 78,481,000

前年度

前年度との比較 74,837,000 増減額 7,129,000 増減率 9.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

健康増進法の規定による健康教育・健康相談・健康診査等を実施し、

疾病の早期発見及び予防に関する知識の普及を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆各種検診等委託料の増加及び平成３０年度からがん検診の

効果が大きいと思われる年代層に対する問診票等の送付を

子宮頸がん検診では３０歳、乳がん検診では４５歳を対象

に実施しており、平成３１年度では胃がん検診・大腸がん

検診・肺がん検診においても６５歳を対象に実施するた

め。

○賃金・・各種がん検診及び特定健康診査・後期高齢者健康診査と合同

実施している検診に係る非常勤職員雇い上げ賃金を計上。

事 業 内 容 ・非常勤職員（保健師・看護師・栄養士・保育士・事務職）

3,772,000円

・非常勤職員（通勤手当相当賃金） 75,000円

（予算計上額 3,847千円）

○報償費・・健康教育に係る講師謝礼 77,000円

○需用費

・消耗品費・・がん検診及び健康診査関係消耗品 225,000円

・燃料費・・検診時灯油代 11,867円

・印刷製本費・・問診票・各種封筒・がん検診手帳印刷製本費

239,000円

（予算計上額 476千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

185



○役務費・・各種検診受診票・結果通知郵送料

（予算計上額 4,012千円）

○委託料・・増額の主な理由として各種がん検診受診者数の増及び胃が

ん・大腸がん・肺がん検診は６５歳の全対象者に受診勧奨

７０歳に変更及び子宮がん検診は３０歳、乳がん検診は４

を実施するため、結果的に7,604,000円増額

（予算計上額 73,554千円）

胃がん・大腸がん・肺がん（結核健康診断）・子宮頸がん

乳がん・前立腺がん・生活保護者等健康診査・肝炎ウイルス

※ 主ながん検診委託料の３０年度との比較 6,257,728円の増額

（各下段は、平成３０年度予算額）

胃 が ん；4,292円×4,503名＝19,326,876円 4,542,556円増

3,932円×3,760名＝14,784,320円

大腸がん；1,320円×6,869名＝9,067,080円 1,851,582円増

1,158円×6,231名＝7,215,498円

肺 が ん；456円×6,181名＝2,818,536円 941,176円増

事 業 内 容 310円×6,056名＝1,877,360円

結核健診；1,051円×6,210名＝6,526,710円 161,854円増

1,051円×6,056名＝6,364,856円

子宮頸がん；3,883円×1,400名＝5,436,200円 756,000円増

3,343円×1,400名＝4,680,200円

子宮頸がん（個別）；6,030円×350名＝2,110,500円 187,250円増

5,495円×350名＝1,923,250円

乳がん（超音波）

；平成31年度８％ 3,235円× 500名＝1,617,500円

平成31年度10％ 3,312円×1,000名＝3,312,000円 570,000円減

3,235円×1,700名＝5,499,500円

乳がん（マンモ）

；平成31年度８％ 3,343円×1,100名＝ 3,677,300円

平成31年度10％ 3,422円×3,000名＝10,266,000円 237,000円増

3,343円×4,100名＝13,706,300円
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前立腺がん

；平成31年度８％ 1,120円×2,300名＝2,576,000円

平成31年度10％ 1,150円× 500名＝ 575,000円 209,000円減

1,120円×3,000名＝3,360,000円

肝炎ウイルス（同時）

；平成31年度８％ 1,663円×415名＝690,145円

平成31年度10％ 1,694円×180名＝304,920円 2,735円減

1,663円×600名＝997,800円

肝炎ウイルス（単独）

；平成31年度８％ 2,203円× 175名＝ 385,525円

平成31年度10％ 2,244円× 80名＝ 179,520円 1,637,955円減

2,203円×1,000名＝2,203,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 健康増進課 予算書：Ｐ１７７

事 業 名 ４ 款 １ 項 ４ 目 在宅訪問歯科診療事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 36,000 0 0 0 36,000

前年度

前年度との比較 35,000 増減額 1,000 増減率 2.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

寝たきり等で通院による歯科診療を受けることが困難な方を対象に

訪問による歯科診療及び歯科保健指導を実施し、口腔衛生の改善を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆消費税が８％から１０％になるため。

○需用費

・消耗品費・・歯科診療関係消耗品 4,500円

（予算計上額 5千円）

○委託料・・印旛郡市歯科医師会に委託

訪問審査 １回 20,370円

訪問診療 ２回 10,186円

事 業 内 容 （予算計上額 31千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１７８

事 業 名 ４ 款 １ 項 ５ 目 家庭用小型合併処理浄化槽設置事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 21,360,000 12,440,000 0 0 8,920,000

前年度

前年度との比較 14,460,000 増減額 6,900,000 増減率 47.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

水質汚濁の主要原因である生活排水対策の一環として、合併処理浄化槽

の設置を促進するため、個人が行う単独処理浄化槽及び汲み取り便槽か

事 業 目 的 ら合併処理浄化槽への転換をする者に対し、設置に要する経費の一部に

ついて、予算の範囲内で補助金を交付する。

☆増額理由☆

平成３０年度から次の事項に係る補助金額の拡充に伴う増額。

・Ｎ１０型高度処理型機器の設置

・配管工事費

○負担金補助金及び交付金

・負担金 家庭用小型合併処理浄化槽設置事業補助金21,360,000円

（予算計上額 21,360千円）

（計画補助対象件数23件 ※全てＮ１０型設置を想定）

事 業 内 容 人槽 補助金額 計画基数 補助金計

高度処理型 5人槽 924,000 18 16,632,000

単独転換 6・7人槽 966,000 1 966,000

8~10人槽 1,056,000 1 1,056,000

高度処理型 5人槽 844,000 1 844,000

汲取転換 6・7人槽 886,000 1 886,000

8~10人槽 976,000 1 976,000

23 21,360,000

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１７８

事 業 名 ４ 款 １ 項 ５ 目 八富成田斎場費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 48,696,000 0 0 0 48,696,000

前年度

前年度との比較 47,379,000 増減額 1,317,000 増減率 2.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市、成田市、富里市の３市で共同運営している八富成田斎場に係る

経費

事 業 目 的

☆増額理由☆

次の工事を実施することに伴う増額。

・火葬炉設備改修工事

・臨時駐車場舗装工事

○負担金補助金及び交付金

・負担金 八富成田斎場運営費負担金 48,695,666円

（予算計上額 48,696千円）

事 業 内 容

（負担金内訳） （単位：円）

歳出総額 負担金以外の歳入 歳出総額－歳入（Ａ）

208,756,000 47,931,000 160,825,000

（３市負担金内訳） （単位：円）

均等割 人口割 利用割 合計

成田市 10,721,667 16,857,677 48,183,603 75,768,947

八街市 10,721,667 8,938,653 29,035,346 48,695,666

富里市 10,721,000 6,368,670 19,270,051 36,360,387

計 32,165,000 32,165,000 96,495,000 160,825,000

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１７８

事 業 名 ４ 款 １ 項 ５ 目 環境衛生諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 519,000 0 0 0 519,000

前年度

前年度との比較 1,261,000 増減額 △742,000 増減率 △58.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・一般廃棄物の処理に関する周知、指導、衛生関連施設の維持管理

事 業 目 的 ・食品衛生に関する事務

・課の庶務

☆減額理由☆

榎戸駅橋上駅舎竣工による既存駅前公衆用トイレの廃止に伴う維持管

理費の減

○需用費

・消耗品費 事務用・現場用消耗品 他 42,454円

・燃料費 軽トラック用ガソリン 73,015円

・光熱水費 山田台雑排水処理装置電気代 7,515円

（予算計上額 125千円）

○委託料

事 業 内 容 ・山田台雑排水処理装置保守点検業務委託料 81,840円

・危険害虫駆除業務 88,000円

（予算計上額 170千円）

○使用料及び賃借料

・車両賃借料 軽トラック賃借料 202,176円

（予算計上額 203千円）

○負担金補助金及び交付金

・負担金 千葉県合併浄化槽普及促進協議会負担金 21,000円

（予算計上額 21千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１７９

事 業 名 ４ 款 １ 項 ５ 目 狂犬病予防対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 783,000 0 0 783,000 0

前年度

前年度との比較 802,000 増減額 △19,000 増減率 △2.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・犬の登録管理

・狂犬病予防注射の実施

事 業 目 的

○需用費

・消耗品費 事務用消耗品及び現場用消耗品 21,050円

・消耗品費 犬の鑑札等消耗品 124,685円

・印刷製本費 犬門標 25,410円

（予算計上額 172千円）

○役務費

・通信運搬費 集合注射はがき郵送料 310,000円

（予算計上額 310千円）

事 業 内 容 ○使用料及び賃借料

・犬の登録管理システム賃借料 300,672円

（予算計上額 301千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１７９

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 不法投棄監視対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,225,000 360,000 0 0 1,865,000

前年度

前年度との比較 1,995,000 増減額 230,000 増減率 11.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・産業廃棄物等の不法投棄による環境汚染を未然に防止するため監視員

制度によりそれぞれの地域を監視する。また、年１回講師を招き講習会

事 業 目 的 を実施する。

☆増額理由☆

・産業廃棄物不法投棄監視業務における委託日数を２５日から３０日

に増やしたため

08報償費

・不法投棄監視員報償 委員3,000円×20人×12ヶ月= 720,000円

（予算計上額 720千円）

11需用費

・消耗品費

不法投棄禁止プレート購入 184,680円

事 業 内 容 （予算計上額 185千円）

13委託料

・産業廃棄物不法投棄監視業務 1,320,000円

（予算計上額1,320千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８０

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 水質対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,073,000 0 0 0 3,073,000

前年度

前年度との比較 3,018,000 増減額 55,000 増減率 1.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・市内河川水の水質汚濁状況の永年経過を監視する。

・地下水の汚染実態を把握し、対象物質を使用している事業所及び産業

事 業 目 的 廃棄物処分場（跡地を含む）附近の井戸水の調査を行う。

・地下水汚染対策として、住民の健康保持のための浄水器設置に対し、

補助を行う。

☆増額理由☆

・消費税額増額に伴う委託料増

11需用費

・消耗品費

残留塩素測定試薬 4,968円

（予算計上額 5千円）

13委託料

・河川水質検査業務 618,120円

鹿島川7ヶ所・高崎川6ヶ所・作田川2ヶ所、計15ヶ所を年2回実施

事 業 内 容 ・地下水水質検査業務 2,148,120円

市内60地点

計 2,766,240円

（予算計上額 2,767千円）

19負担金補助及び交付金

・浄水器設置費補助金 300,000円

（予算計上額 300千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８０

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 公害対策諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,469,000 21,000 0 68,000 2,380,000

前年度

前年度との比較 956,000 増減額 1,513,000 増減率 158.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・公害防止の調査、研究、指導、環境審議会に関すること。

・公害苦情処理（野焼き、騒音等）、土地の埋立て及び土砂等の規制に関

事 業 目 的 する許可など、公害の監視、測定及び規制の対策。

☆増額理由☆

・パトロール車購入に伴う増額

01報酬

・環境審議会委員報酬 35,500円

（予算計上額 36千円）

11需用費

・消耗品費 9,500円

・燃料費 公用車ガソリン代 154,358円

計164,858円

事 業 内 容 （予算計上額 165千円）

12役務費

・手数料

着ぐるみインナー等クリーニング代 1,000円

（予算計上額 1千円）

・保険料

自動車騒音保険料 25,880円

（予算計上額 26千円）

13委託料

・自動車騒音常時監視業務 766.714円

（予算計上額 767千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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18備品購入費

・パトロール車（軽バン・４ＷＤ） 1,470,000円

（予算計上額 1,470千円）

27公課費

自動車従量税 3,700円

（予算計上額 4千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８０

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 環境保全対策推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 158,000 0 0 0 158,000

前年度

前年度との比較 187,000 増減額 △29,000 増減率 △15.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・印旛沼及び作田川の環境保全と水質の汚染防止を図るため、地域ごと

にそれぞれの会が設置され、必要な対策を協議し所要事業を行うととも

事 業 目 的 に、住民意識高揚を図る。

☆減額理由☆

・美しい作田川を守る会負担金減額による減

11需用費

・消耗品費

環境保全ポスターコンクール関係経費 22,800円

・印刷製本費

環境保全ポスターコンクール入賞者記念写真代 2,178円

（予算計上額 26千円）

19負担金補助及び交付金

事 業 内 容 ・負担金

印旛沼水質保全協議会負担金 31,000円

美しい作田川を守る会負担金 101,000円

（予算計上額 132千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８１

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 雑草刈取事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 58,000 0 0 37,000 21,000

前年度

前年度との比較 56,000 増減額 2,000 増減率 3.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・八街市あき地の管理の適正化に関する条例」に基づく現地調査及び受

託事業諸費

事 業 目 的

☆増額理由☆

・・消費税額増額に伴う増

12役務費

・通信運搬費 20,500円

（予算計上額21千円）

13委託料

・雑草刈取業務 36,845円

（予算計上額37千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

198



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８１

事 業 名 ４ 款 １ 項 ６ 目 住宅用太陽光発電設備導入推進事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,590,000 2,590,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 2,800,000 増減額 △210,000 増減率 △7.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・地球温暖化の防止及び地域における再生可能エネルギーの導入促進を

図るため、住宅用省エネルギー設備等を設置する者に対し、設備費用の

事 業 目 的 一部を助成する。

☆減額理由☆

・財源である県補助金配分額の減

19負担金補助及び交付金

・住宅用太陽光発電システム設置費補助金 2,590,000円

（予算計上額2,590千円）

1kwあたり20,000円 最大3.5kw
1基70,000 ×37基

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

199



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１８１

事 業 名 ４ 款 １ 項 ７ 目 上水道事業会計繰出事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 163,726,000 0 0 0 163,726,000

前年度

前年度との比較 170,331,000 増減額 △6,605,000 増減率 △3.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

性質上水道事業経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費

について、国の繰出基準に基づき、一般会計より繰出すことにより、経

事 業 目 的 営の健全化を促進し、経営基盤を強化を図る。

☆減額理由☆

上水道事業の経営基盤の強化及び資本費負担の軽減を図るための出資

金である「市上水道事業一般会計出資金」が減額となったこと等による

事業費の減

〇負担金補助及び交付金

・市上水道事業広域化対策補助金 135,000円

国の繰出基準に基づき、広域経営を促進を図るための水道広域化施

設の建設費用にかかる企業債元利償還金の一部に対する繰り出し

・市上水道事業児童手当補助金 696,000円

事 業 内 容 国の繰出基準に基づき、地方公営企業職員に係る児童手当の給付に

要する経費の一部の繰り出し

・市上水道事業営業対策費補助金 160,000,000円

市民負担の軽減と経営の健全化を促進するための市上水道事業と県

営水道事業との水道料金の格差を是正するための補助

〇投資及び出資金

・市上水道事業一般会計出資金 2,895,000円

上水道事業の経営基盤の強化及び資本費負担の軽減を図るための出資

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 企画政策課 予算書：Ｐ１８２

事 業 名 ４ 款 １ 項 ７ 目 印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業部繰出事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 27,887,000 0 8,200,000 0 19,687,000

前年度

前年度との比較 39,621,000 増減額 △11,734,000 増減率 △29.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

利根川などから取水した原水を水道水にして、印旛地区の７市１町１

企業団の９団体へ供給している印旛郡市広域市町村圏事務組合水道企業

事 業 目 的 部に対し、国の繰出基準等に基づき、一般会計より補助金等を支出すこ

とにより、水道経営の安定化・健全化を促進する。

☆減額理由☆

水道事業の経営基盤の強化及び資本費負担の軽減に資するための「印

旛広域水道事業一般会計出資金」が減額となったこと等による事業費の

減

〇負担金補助及び交付金

・印旛広域水道上水道事業一般会計負担金 18,875,000円

水道事業の経営基盤の強化等を図るための事務費及び八ッ場ダム基

金に要する経費に係る負担金

事 業 内 容 ・印旛広域水道上水道事業水源開発・広域化対策補助金 107,000円

水道事業の経営基盤の強化等を図るための水道水源開発及び水道広

域化対策に要する経費に係る補助金

・印旛広域水道上水道事業児童手当補助金 53,000円

水道事業の経営基盤の強化等を図るための当該組合水道企業部職員

に係る児童手当の給付に要する経費に係る補助金

〇投資及び出資金

・印旛広域水道事業一般会計出資金 8,852,000円

水道事業の経営基盤の強化及び資本費負担の軽減に資するため、水

源開発及び広域化に係る施設の整備費用の一定部分及び建設仮勘定の

償還に充てるための一般会計からの出資

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８３

事 業 名 ４ 款 ２ 項 １ 目 清掃総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,655,000 0 0 0 3,655,000

前年度

前年度との比較 940,000 増減額 2,715,000 増減率 288.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

◯ 記入してください。

クリーン推進課及びクリーンセンターの事務全般に係る経費で、ク

事 業 目 的 リーンセンターの円滑かつ安定的な運営を図る。

☆増額理由☆

ごみ処理施設の長寿命化に伴う基幹的設備改良事業費の一部に交付金

を活用するため、事務手続き上必要な「循環型社会形成推進地域計画」

の策定に係る、委託料計上による増額。

◯旅費

・特別旅費

廃掃法施行令第４条第９号ロの規定による現地確認 86,520円

家電リサイクル法説明会等 9,832円

計96,352円

事 業 内 容 （予算計上額 97千円）

◯需用費

・燃料費 事務連絡車及び現地確認時レンタカー 102,514円

・修繕料 事務連絡車車検、事務室複写機保守料金 204,292円

計306,806円

（予算計上額 308千円）

◯役務費

・保険料 事務連絡車自動車損害保険料 17,350円

◯委託料

・循環型社会形成推進地域計画策定業務 3,084,400円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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◯使用量及び賃借料

・放送受信料 事務室テレビ 14,545円

・車両賃借料 現地確認時レンタカー 8,000円

計22,545円

（予算計上額 23千円）

◯負担金補助及び交付金

・負担金

千葉県環境衛生促進協議会負担金 44,000円

エネルギー管理員講習負担金 17,000円

計61,000円

（予算計上額 61千円）

◯公課費

・自動車重量税 事務連絡車 8,800円

・汚染負荷量賦課金 53,242円

公害健康被害の補償等に関する法律に係る硫黄酸

化物排出量に応じて課される賦課金

計62,042円

（予算計上額 63千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８４

事 業 名 ４ 款 ２ 項 １ 目 クリーンセンター周辺地区対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,277,000 0 0 0 2,277,000

前年度

前年度との比較 2,277,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

◯ 記入してください。

クリーンセンター及び一般廃棄物最終処分場周辺地区の振興を図り、

事 業 目 的 廃棄物行政の適正な推進と施設の円滑かつ安定的な稼動に資するため、

周辺地区に対して必要な措置をとる。

◯需用費

・消耗品費 地元対策消耗品 100,000円

・光熱水費 地元対策井戸ポンプ 6,544円

計106,544円

（予算計上額 107千円）

◯負担金及び交付金

・補助金 クリーンセンター周辺地区振興補助金

神田地区地元対策協議会 1,260,000円

用草区地元対策協議会 910,000円

事 業 内 容 計2,170,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８４

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ２ 目 クリーンセンター・処分場管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 541,066,000 0 0 107,835,000 433,231,000

前年度

前年度との比較 515,307,000 増減額 25,759,000 増減率 5.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

◯ 記入してください。

クリーンセンターの施設の維持管理及び焼却施設・処分場に搬入され

事 業 目 的 た廃棄物を適正に処理するための経費

☆増減理由☆

・「法定検査に伴うボイラー等点検整備業務」における水管更新の実施

◯共済費

・保険料 清掃作業員 ４７８，８７１円

（予算計上額４７９千円）

◯賃金

・賃金 清掃作業員賃金 １，５７９，５００円

事 業 内 容 通勤手当相当 ２６，５００円

（予算計上額１，６０７千円）

◯需用費

・消耗品費 薬剤等消耗品費 ２７，９９９，１４７円

現場用消耗品費等 ８，３８７，３７２円

・燃料費 補助燃料灯油等 ５，５３０，１７９円

・印刷製本費 粗大ごみ処理券等 ６８４，６３４円

・光熱水費 焼却施設電気代等 ９１，４１４，４３４円

・修繕料 自動車等修繕 ３，８７７，０００円

（予算計上額１３７，８９６千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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◯役務費

・通信運搬費 事務室一般回線等 ３３４，４２０円

・手数料 浄化槽清掃手数料等 ４６３，８７７円

・保険料 自動車損害保険料 ２１８，２８０円

（予算計上額 １，０１９千円）

◯委託料

・ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ管理業務（警備、消防設備保守等） １，２９２，３６０円

・焼却処理施設管理業務（運転管理等） ３８３，８７８，９３０円

・最終処分場管理業務（汚水処理施設等） ２，７９５，０００円

・環境調査測定業務（水質、ばい煙等） ６，３３１，０００円

（予算計上額３９４，３０１千円）

◯使用料及び賃借料

・場内整備用備品（敷鉄板） ４４６，８１３円

・処分場用地（国他２名） ２，３１２，６７２円

（予算計上額 ２，７６０千円）

事 業 内 容 ◯工事請負費

・最終処分場開渠堆積土砂撤去 ４９８，９６０円

・最終処分場防人ネット設置工事 １，８３８，２３６円

（予算計上額 ２，３３８千円）

◯備品購入費

・焼却施設用備品 ３００，０００円

（予算計上額 ３００千円）

◯公課費

・自動車重量税 ３６５，９００円

（予算計上額 ３６６千円）

※焼却施設運転手法の見直しによる電気代の節約、代替薬剤の検討及び

消耗品の使用量精査により経費削減に努めている。
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８５

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ２ 目 ごみ収集処理事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 341,511,000 0 0 1,258,000 340,253,000

前年度

前年度との比較 340,871,000 増減額 640,000 増減率 0.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

◯ 記入してください。

廃棄物の収集及び処理を業務委託することにより、経費の節減を図る。

事 業 目 的 また、リサイクルに専念することにより最終処分場の延命を図る。

☆増減理由☆

小型家電処理業務実施に伴う増額

◯委託料

・収集業務

一般廃棄物収集業務 １８１，５６２，１７２円

資源物（古紙）収集業務 ２１，８２７，９０４円

粗大ごみ収集業務 １，８３１，２００円

蛍光管及び電池収集業務 ３，７９６，５９０円

・再処理化業務

事 業 内 容 処理困難物処理業務 ６８３，９６０円

不燃物（ビン）処理業務 ９，６４２，２４０円

破袋処理業務 ２，２６３，６８０円

焼却飛灰等処理業務 ２０，５８２，４００円

蛍光管及び使用済電池処理業務 １，９３３，２００円

焼却灰収集運搬処理業務 ６６，８３３，６００円

容器包装プラスチック類中間処理業務 １４，４６９，８４０円

容器包装リサイクル協会委託業務 １８３，０１１円

硬質プラスチック処理業務 ３，５１０，０００円

小型家電処理業務 ７，９０２，５００円

缶類運搬処理資源化業務 ３，６４１，７６０円

（予算計上額３４０，６７１千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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◯負担金補助及び交付金

環境施策協力金（君津市、富津市） ８４０，０００円

（予算計上額８４０千円）

※最終処分場の延命及び資源循環型社会推進のために、再資源化ルート

の拡大に努めている。

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８６

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ２ 目 焼却炉維持修繕事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 47,662,000 0 0 0 47,662,000

前年度

前年度との比較 95,782,000 増減額 △48,120,000 増減率 △50.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

◯ 記入してください。

安定的かつ効率的な焼却処理を行うために、消耗若しくは損傷した部

分の修繕・工事を行う。

事 業 目 的

☆増減理由☆

平成２９から３０年度の２カ年で実施した「焼却処理施設運転管理シ

ステム更新工事」終了に伴う減額

◯工事請負費

機器制御盤シーケンサー更新

飛灰コンベア更新工事

事 業 内 容

※工事施工にあたっては、運転管理業務受託者との連携を密にし、極力

入札に附すことで、費用対効果の向上に努めている。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８６

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ２ 目 リサイクル推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,748,000 0 0 0 1,748,000

前年度

前年度との比較 2,012,000 増減額 △264,000 増減率 △13.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

ごみの減量化や資源の有効活用の促進、市民のリサイクル意識の向上

を図るため、資源ごみを適正な分別のもとに集積する資源回収実施団体

事 業 目 的 に対し、奨励金を交付する。また、団体が集積した資源ごみを回収する

など資源回収実施団体の活動を支援する酒八富再資源化事業共同組合に

補助金を交付する。

☆増減理由☆

・びん類の買取が出来なくなり奨励金の項目から除外し、また、資源

回収団体からの回収量が減ったことによる減額

○負担金補助金及び交付金

・市リサイクル事業活動事業補助金

事業費 240,000円×1/2×0.9 計 108,000円

・資源回収実施団体奨励金

事 業 内 容 古紙類 約 390,000㎏×４円

スチール缶 約 10,000㎏×４円

アルミ缶 約 10,000㎏×４円

計 1,640,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 クリーン推進課 予算書：Ｐ１８６

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ２ 目 廃棄物減量化推進事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 278,000 0 0 0 278,000

前年度

前年度との比較 398,000 増減額 △120,000 増減率 △30.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

一般家庭から排出されるごみの減量化を図るため、家庭用生ごみ減量

機器を購入し、設置する市民に対し購入費の一部を補助する。

事 業 目 的

☆増減理由☆

・平成２９年度、平成３０年度の実績による減額

○負担金補助金及び交付金

・家庭用生ごみ減量機器設置促進事業補助金

処理容器 13件×2基× 3,000円

処理機 10件×1基×20,000円

計 278,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 環境課 予算書：Ｐ１８６

事 業 名 ４ 款 ２ 項 ３ 目 印旛衛生施設管理組合費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 121,294,000 0 0 0 121,294,000

前年度

前年度との比較 121,145,000 増減額 149,000 増減率 0.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

４市１町で共同運営している印旛衛生施設管理組合の運営費分担金

事 業 目 的

○負担金補助金及び交付金

・負担金 印旛衛生施設管理組合分担金 121,145,000円

（予算計上額 121,145千円）

（平成３１年度分担金）

運営費 建設費 運営費+建設費
佐倉市 54,664,000 0 54,664,000

四街道市 49,308,000 0 49,308,000
事 業 内 容

八街市 121,294,000 0 121,294,000

富里市 64,400,000 0 64,400,000

酒々井町 14,932,000 0 14,932,000

合計 304,598,000 0 304,598,000
運営費内訳

・利用割 105,940千円

・佐倉市以外の負担金 8,280千円

・均等割 6,052千円

・地元対策費 1,022千円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 農業委員会事務局 予算書：Ｐ１８９

事 業 名 ５ 款 １ 項 １ 目 農業委員報酬

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 13,116,000 0 0 0 13,116,000

前年度

前年度との比較 13,116,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

農業委員及び農地利用最適化推進委員への報酬。

事 業 目 的

〇報 酬 額

・農業委員定数１１人

会 長 １人 47,000円／月×12ヶ月＝ 564,000円

副会長 １人 41,000円／月×12ヶ月＝ 492,000円

班 長 ３人 39,000円／月×12ヶ月＝1,404,000円

委 員 ６人 37,000円／月×12ヶ月＝2,664,000円

・農地利用最適化推進委員定数１８人

委 員 １８人 37,000円／月×12ヶ月＝7,992,000円

事 業 内 容

合計 13,116,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 農業委員会事務局 予算書：Ｐ１８９

事 業 名 ５ 款 １ 項 １ 目 農業委員会費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,538,000 310,000 0 83,000 3,145,000

前年度

前年度との比較 1,832,000 増減額 1,706,000円 増減率 93.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

農業委員会総会及び事前審査会を開催し、農地の権利や転用の申請について

現地調査及び審査、農地法に係る議案の審査を行います。また、農地の利用状

事 業 目 的 況調査及び利用意向調査、農地利用最適化の推進、農業者年金業務、相続税納

税猶予等の現地確認や証明書の交付を行います。更に、法務局や税務機関から

の照会による調査、そして農地法違反の指導を行います。

〈主なもの〉

〇需 用 費

消耗品

・農業委員会委員事務に係るもの（委員手帳640円×29冊=18,560円）
・国有農地等管理事務、対価徴収事務に係るもの（53,000円）

・農業者年金事務に係るもの（年金加入推進ﾘｰﾌﾚｯﾄ等 82,150円）

〇委 託 料

機構集積支援事業

・会議録作成委託料（定期総会12回 317,000円以内）

事 業 内 容 農地基本台帳管理

・農地基本台帳管理システム保守（494,860円/年）
・管理システム元号改変改修業務（220,000円）

〇使用料及び賃借料

農業委員会委員研修 大型１台 有料道路

・香取印旛ﾌﾞﾛｯｸ研修会時ﾊﾞｽ借上（71,500円＋4,180円=75,680円）
農地地図情報管理

・農地地図情報管理システム賃借（21,168円×12ヶ月=254,016円）
〔契約期間 H29.09.01～H34.08.31〕

〇備品購入費

・事理連絡、現地調査用車輛購入（軽自動車１台 1,470,000円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９１

事 業 名 ５ 款 １ 項 ２ 目 農業総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 626,000 0 0 0 626,000

前年度

前年度との比較 676,000 増減額 △50,000 増減率 △7.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市の特産品をＰＲするための消耗品費、公用車の管理費として燃料費・

修繕料等を計上し、市の農産物（特産品）の啓発を図る。

事 業 目 的

☆減額理由☆

臨時職員保険料及び前年度実績を参考に消耗品費、燃料費の減額。

○需用費

消耗品費

市特産品ＰＲ用消耗品 265,500 円

イベント関係用 50,000 円×4 回＝ 200,000 円

燃料費

事 業 内 容 公用車燃料代 45,000 円

修繕料

公用車車検代 88,000 円

○役務費

自動車損害保険料 18,000 円

○公課費

自動車重量税 9,000 円

計 626,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９１

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 園芸用廃プラスチック適正処理事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,050,000 2,450,000 0 0 3,600,000

前年度

前年度との比較 6,070,000 増減額 △20,000 増減率 △0.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内施設園芸農家から排出される農業用プラスチック類の適正処理をす

るため、リサイクルに係る経費に対し助成することで農村環境の保全と

事 業 目 的 施設園芸の健全な発展を図る。

☆減額理由☆

マットスケールリース料の減額

〇県補助金(県負担分)

処理量 単価

250,000 kg × 9.8 円 ＝ 2,450,000 円

計 2,450,000 円

〇一般財源(市負担分）

・処理費

事 業 内 容 処理量 単価

250,000 kg × 10.55 円 ＝ 2,637,500 円

・運搬費分

処理量 単価

250,000 kg × 3.85 円 ＝ 962,500 円

計 3,600,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９１

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 森林機能対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,380,000 2,198,000 0 0 182,000

前年度

前年度との比較 424,000 増減額 1,956,000 増減率 461.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

森林の持つ多面的機能の維持・増進を図り森林環境の保全に資するとと

もに、溝腐病による被害蔓延に伴う被害木の伐倒・搬出を行い森林の健

事 業 目 的 全化を図る。

☆増額の理由☆ 平成３１年度においてサンブスギ林再生・資源循環促

進事業への取組み希望があったことによる。

負担額

県 伐倒・植栽・運搬 2,198,000円

市 伐倒・搬出 （182,240円）≒182,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ１９１

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３目 森林環境整備基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 0 1,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 1,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

平成 31年度より設置予定の森林環境整備基金については、森林環境の
整備やその促進に要する経費の財源に充てるため、本市が譲与を受ける

事 業 目 的 森林環境譲与税のうち、一般会計歳入歳出予算で定めた金額を積み立て

る。

平成 30年度国の税制改正の大綱において、森林環境税及び森林環境譲
与税の創設が決まりました。

森林環境税は、国内に住所を有する個人に対して課する国税で、税率

は、年額 1,000 円とし、市町村が個人住民税と併せて賦課徴収し、都道
府

県を経由して、国の交付税及び譲与税特別会計に払い込むこととなり、

平成 36年度から課税となります。
森林環境譲与税は、森林環境税の収入額に相当する額とし、国が市町

村及び都道府県に対して譲与し、市町村が行う間伐や人材育成・担い手

事 業 内 容 の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する

費用（以下「森林整備費用」という。）などに充てなければならないこと

となっており、平成 31年度から譲与されます。
平成 31 年度～平成 33 年度に本市が譲与される金額は、千葉県の試算

に

よりますと、392万 7千円となっております。
譲与を受けた金額のうち、当該年度に森林整備費用に充てることが出

来ない金額については、基金（基金条例議案上程中）に積立て、後年度

に活用しようとするものです。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９２

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 環境保全型土づくり対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,657,000 0 0 0 4,657,000

前年度

前年度との比較 4,429,000 増減額 228,000 増減率 5.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

緑肥作物を作付けすることにより、土壌内の線虫抑制、雨水による土砂

流出防止、砂ぼこりの軽減等の環境に優しい農業の実践を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆

希望の多い緑肥種子の数量増加及び単価増による増額。

〇需要費

・ライ麦 2,000 kg × 550 円 ＝ 1,100,000 円

・エン麦 2,300 kg × 670 円 ＝ 1,541,000 円

・小麦 1,500 kg × 470 円 ＝ 705,500 円

・ﾍｱﾘｰﾍﾞｯﾁ 240 kg × 1,030 円 ＝ 247,200 円

・ｼﾛｶﾗｼ 730 kg × 1,350 円 ＝ 985,500 円

事 業 内 容 計 4,579,000 円

※10ａあたり2㎏を補助(ｼﾛｶﾗｼのみ1㎏を補助）

〇役務費

・通信運搬費

農家への通知(切手代)

1,250 通 × 62 円 ＝ 77,500 円

計 78,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９２

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農業後継者対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 41,560,000 36,750,000 0 0 4,810,000

前年度

前年度との比較 47,560,000 増減額 △6,000,000 増減率 △12.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

新規参入者に対し、経営が不安定な時期に給付金を給付することで農業

への定着を図る。また、親元就農者に対して給付金を給付することで農

事 業 目 的 業後継者の確保を図る。その他、研修活動、婚活、先輩農家との意見交

換の場を設ける事により、技術の習得や農業への理解を深める。

☆減額理由☆

青年就農給付金（５年給付）の受給者が減少したことによる減額。

〇需要費

・農業後継者対策事業用消耗品 10,000 円

〇委託費

・八街市農業体験ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事業 1,000,000 円

〇負担金補助及び交付金

・農業後継者対策事業補助金 200,000 円

事 業 内 容 (４Ｈクラブ120,000円 ベジクラブ 50,000円 キンモクセイ30,000円)

・青年就農給付金 18,750,000 円

継続： 1,500,000 円 × 8名 = 12,000,000 円

夫婦型；2,250,000 円 × 2組 = 4,500,000 円

継続： 750,000 円 × 3名 = 2,250,000 円

・農業次世代人材投資事業補助金 18,000,000 円

個人： 1,500,000 円× 4名 6,000,000 円

夫婦型： 2,250,000 円× 2組 4,500,000 円

平成３１年度認定見込み分（新規分）

1,500,000 円× 5名 7,500,000 円

・八街市農業後継者育成支援給付金 3,600,000 円

継続：20,000 円×12ｹ月×11名 = 2,640,000 円

新規：20,000 円×12ｹ月× 4名 = 960,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９２

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 産業まつり事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,900,000 0 0 1,590,000 2,310,000

前年度

前年度との比較 3,500,000 増減額 400,000 増減率 11.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市の産業について広く一般の方々に紹介し、併せて農産物の共進会や

即売会などを行い、市内産業の振興、発展を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆

産業まつりイベントステージの雨天対応屋根の取付による負担金増額。

○負担金

産業まつり負担金 3,900,000 円

平成３１年度予定

・夏野菜共進会（グリーンまつり） ６月下旬

・農産物共進会 １１月下旬

事 業 内 容 ・産業まつり及びご当地グルメアイディア料理コンテストの開催

（各団体による農産物等の販売及びステージイベント）

１１月下旬

・農産物共進会表彰式 １２月上旬

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９３

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 13,879,000 13,879,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 32,789,000 増減額 △18,910,000 増減率 △57.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

産地自らによる新たな生産販売戦略の構築と実行、また、高品質・安定

的な生産を図るため、園芸産地の生産性向上に必要な共同利用機械・施

事 業 目 的 設導入を図る。

☆減額理由☆

事業実施希望者の減による減額。

〇負担金補助及び交付金

・パイプハウス新設(1件)総事業費27,342,000 円×1/4≒6,835,500 円

・省力化機械(6件 ) 総事業費28,178,000 円×1/4≒7,044,500 円

計 13,879,000 円

※ 全額県補助金 総事業費千円未満切り捨て

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９３

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 北総中央用水土地改良事業推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 14,302,000 0 0 0 14,302,000

前年度

前年度との比較 12,970,000 増減額 1,332,000 増減率 10.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地下水採取規制のある本市他６市にわたる地域の水源として利根川から

農業用水を引き地下水に代わる水源とする北総中央用水土地改良事業の

事 業 目 的 推進。

☆増額の理由☆ 新年度の北総東部用水共用施設維持管理負担金の増及

び、北総中央用水土地改良事業の推進に係る推進協議

会負担金の減による。

北総中央用水土地改良事業推進協議会負担金 0円

北総東部用水共用施設維持管理負担金 4,829,000円

北総中央用水土地改良区運営補助金 9,473,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９３

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 環境保全型農業直接支援対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,400,000 1,800,000 0 0 600,000

前年度

前年度との比較 2,400,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む農

業者に対し、その活動を支援することで、農業が本来有する自然環境機

事 業 目 的 能の維持・増進を図る。

☆増減額なし☆

〇負担金補助及び交付金

有機農業等の取組に対し、10aあたり8，000円を交付

・3,000 a × 8,000 円／ 10 a ＝ 2,400,000 円

補助率

※ 国・県 ３／４、 市 １／４

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９３

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農地中間管理事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,558,000 1,549,000 0 9 0

前年度

前年度との比較 1,852,000 増減額 △294,000 増減率 △15.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

農業者の高齢化等による荒廃農地の増加を抑制するため、農地中間管理

事業により農地中間管理機構に農地を貸し付けた地域、者に対し、機構

事 業 目 的 集積協力金を交付することで農地を貸し出す機会を増やし、荒廃農地の

減少と担い手農業者の農地集積を促進するための経費。

☆減額の理由☆ 平成３１年度の農地貸付け見込み者の所有地面積の状

況による。

機構集積協力交付金（見込額）

経営転換協力金 (30,000円/10a)×90a＝270,000円(3人)

経営転換協力金 500,000円×2人＝1,000,000円

耕作者集積協力金 558a×（5,000円/10a）＝279,000円

通信運搬費 82円切手×100枚＝8,200円（9,000円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９４

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 弥富川地区基幹水利ストックマネジメント事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,296,000 0 8,300,000 0 996,000

前年度

前年度との比較 9,296,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市排水の流末である弥富川の延命化を図り、適切な排水機能を維持す

ることを目的として平成２８年度から平成３２年度の５年間にわたり実

事 業 目 的 施する事業で、国・県負担分を除く経費を、八街市、佐倉市において応

分に負担し整備するもの。

☆増減なし☆

平成２８年度から平成３２年度 全体事業費 415,280,000円

負担率

国50% 県25% 関係市25%（佐倉市16.325%、八街市8.675%）

平成２７年度 債務負担行為済

平成２８年度負担額 1,622,225円＝事業費 1,870,000円×8.675%
平成２８年度負担額 9,295,262.5円＝事業費107,150,000円×8.675%

事 業 内 容 平成２８年度負担額 9,295,262.5円＝事業費107,150,000円×8.675%
平成２８年度負担額 9,295,262.5円＝事業費107,150,000円×8.675%
平成２８年度負担額 6,517,527.5円＝事業費 75,130,000円×8.675%

計 36,025,540円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９４

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 園芸生産拡大支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,265,000 9,265,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 0 増減額 9,265,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

耕作放棄地を再生し、生産面積の拡大に取り組む農家が行う、生産に必

要な機械等の整備を支援し、露地野菜等の生産力強化を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆

平成３１年度申請希望者があったため増額。

○負担金補助及び交付金

園芸生産拡大支援事業補助金

省力機械（ダイコン収穫機・防除機）１件

13,898,347 円×2/3＝9,265,000 円

※ 全額県補助金 総事業費千円未満切り捨て

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９４

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農業振興費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,330,000 0 0 50,000 4,280,000

前年度との比較 前年度

事業費 4,371,000 増減額 △41,000 増減率 △0.9％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 農業振興に係る需用費、負担金及び補助金等（植物防疫協議会、農業研

究会補助金ほか、各種負担金、補助金）の助成を行い、農業振興を図る。

☆減額理由☆

前年度実績を参考に、消耗品費・光熱水費が減額。

〇報酬

・農家組合連合会長報酬 390,000 円

10,000 円×29組合＋戸数割り100円×1,000戸

・農業経営基盤強化促進協議会委員報酬 203,000 円

会長 5,500 円×1 名×5 回 = 27,500 円

委員 5,000 円×7 名×5 回 = 175,000 円

〇需要費

・消耗品費 124,000 円

・光熱水費｢榎戸井戸電気代」 185,000 円

事 業 内 容 〇役務費

・放射能検査(手数料) 18,000 円

〇委託料(特産作物試験ほ場業務) 90,000 円

〇負担金補助及び交付金

・千葉米改良協会負担金(市長会) 3,000 円

・印旛地区植物防疫協議会負担金(印旛郡市) 10,000 円

・印旛地区落花生協議会負担金(印旛郡市) 17,000 円

〇補助金

・八街市植物防疫協議会補助金 700,000 円

・農業研究会補助金 2,500,000 円

・落花生原種採種ほ生産組合補助金 30,000 円

・製茶工業協同組合補助金 40,000 円

・アグリライフやちまた補助金 20,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９５

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 有害鳥獣駆除対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 413,000 0 0 0 413,000

前年度

前年度との比較 414,000 増減額 △1,000 増減率 △0.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

有害鳥獣の捕獲を実施し、農作物被害の軽減を図る。

事 業 目 的

☆減額理由☆

前年度実績を参考に消耗品費が減額。

〇消耗品

・農作物被害対策消耗品 19,000 円

〇委託料

・佐倉猟友会への委託料 394,000 円

事 業 内 容 平成３０年度上期実績

・カラス ８３羽

・たぬき ７頭

・ハクビシン １０頭

・アライグマ ２頭

※ 被害額(平成２８年度) 約 ３８６万円

(平成２９年度) 約 ２９０万円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９５

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農業災害対策支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 393,000 252,000 0 0 141,000

前年度

前年度との比較 351,000 増減額 42,000 増減率 12.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

災害により被害を受けた農業者に、農業経営の安定または施設の復旧の

ために要する資金を貸し付けた融資機関に対し農業者が負担する利子を

事 業 目 的 助成することで、被害農業者の経営の維持安定を図る。

☆増額理由☆

平成３０年台風２４号による農業被害に対する千葉県農業災害対策資

金が発動されたため増額。

○負担金補助及び交付金

農業災害対策利子補給事業補助金 377,000 円

農業災害対策資金債務保証料補助金 16,000 円

事 業 内 容 ※別添資料

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：円）

平成25年10月の台風26号による農業被害に対する利子補給

計 54,604 円

経営安定資金（7人) 5,003,449 円×1.05％≒ 52,536 円

施設復旧資金（1人) 196,986 円×1.05％≒ 2,068 円

※県負担分： 0.5％

市負担分：0.55％（通常分0.25％＋上乗せ分0.30％）

平成26年2月の大雪等による農業被害に対する利子補給

計 24,882 円

経営安定資金（1人） 787,945 円×0.75％≒ 5,910 円

施設復旧資金（5人） 2,529,587 円×0.75％≒ 18,972 円

※県負担分： 0.5％ 市負担分：0.25％

平成28年8月の台風9号による農業被害に対する利子補給

計 59,561 円

経営安定資金（4人） 4,064,620 円×0.70％≒ 28,452 円

施設復旧資金（8人） 4,444,127 円×0.70％≒ 31,109 円

※県負担金：0.47％ 市負担分：0.23％

事 業 内 容

平成29年10月の台風21号・22号による農業被害に対する利子補給

計 71,097 円

経営安定資金（5人） 8,009,534 円×0.80％≒ 64,076 円

施設復旧資金（1人） 877,630 円×0.80％≒ 7,021 円

※県負担分：0.54％ 市負担分：0.26％

平成30年台風24号による農業被害に対する利子補給

計 166,711 円

経営安定資金（7人） 8,749,000 円×0.85％≒ 74,367 円

施設復旧資金（6人）10,864,000 円×0.85％≒ 92,344 円

※県負担分：0.57％ 市負担分0.28％

平成29年10月台風21号・22号による農業被害融資に係る債務保証料補助

計 15,997 円

経営安定資金（5人） 8,009,534 円×0.18％≒ 14,417 円

施設普及資金（1人） 877,630 円×0.18％≒ 1,580 円

※県負担分：0.12％ 市負担分：0.06％
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９５

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農業資金利子補給事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 466,000 227,000 0 0 239,000

前年度

前年度との比較 550,000 増減額 △84,000 増減率 △15.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

農業経営の近代化や規模拡大を目指す意欲と能力のある農業者を支援す

るため、借り入れた制度資金の利子に対し助成することで、効率的かつ

事 業 目 的 安定的な農業経営の育成を図る。

☆減額理由☆

借入金償還により融資残額が減少したため減額。

〇負担金補助及び交付金(補助金)

・新規借入分補助額 10,000 円

・農業経営基盤強化資金補助金(1/2：県補助)

既借入分に係わる補助額 455,571 円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９６

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 落花生種子更新事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 200,000 0 0 0 200,000

前年度

前年度との比較 200,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市特産品である落花生（千葉半立）種子に対して助成し、農業者の負担

を軽減することで栽培面積の確保及び品質の向上を図る。

事 業 目 的

☆増減額なし☆

〇負担金補助及び交付金(補助金)

・落花生種子更新補助金

400,000 円 × 補助率 1／2 ＝ 200,000 円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９６

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農林業対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 740,000 0 0 91,000 649,000

前年度

前年度との比較 571,000 増減額 169,000 増減率 29.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

農地の保全、農業の振興対策・山林の保全に係る消耗品の購入費及び、

事 業 目 的 農林業対策車両燃料代、各種協議会団体賦課金・負担金

☆増額の理由☆ 平成３１年４月１日に施行される森林経営管理法に伴

い新たに千葉県が導入する森林クラウドシステムの本

市負担分の使用料等の増による。

○消耗品費 122,000円

事務用消耗品 （30,400）≒31,000円

わたしの街みどりづくり事業用消耗品 91,000円

○燃料費 （69,879円）≒70,000円

○印刷製本費（門松カード）88,000円

事 業 内 容 ○修繕料（自動車修繕料）68,000円

○保険料（自賠責）（25,880円）≒26,000円

○森林クラウド使用料 100,000円

○負担金補助及び交付金

千葉県土地改良団体連合会負担金 20,000円

印旛郡市土地改良協会負担金 9,000円

印旛地域農林業振興普及協議会負担金 100,000円

千葉県緑化推進委員会負担金 61,000円

千葉県さくらの会負担金 9,000円

千葉県園芸協会負担金 （61,800）≒62,000円

○公課費 （自動車重量税）5,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９７

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農村地域整備開発促進事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 91,000 0 0 0 91,000

前年度

前年度との比較 91,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

農業振興地域整備促進協議会開催時の委員に対する報酬

事 業 目 的

☆増減なし☆

農業振興地域整備促進協議会の開催（2回／年）

3,500円×13人×2回＝91,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９７

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 印旛沼土地改良区事業推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,351,000 0 0 0 4,351,000

前年度

前年度との比較 2,037,000 増減額 2,314,000 増減率 113.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ ○ 記入してください。

印旛沼流域である本市の流域割分による負担金及び、補助

事 業 目 的

☆増額の理由☆ 土地改良事業により整備された農道、市の排水路護岸

の地下を横断している市の排水管からの排水漏れによ

り農道や護岸に陥没や空洞化が生じたため、印旛沼土

地改良区が修繕工事を実施することとなり、陥没・空

洞化の原因となった施設の管理者である市がその負担

をするため。

・負担金

印旛沼流域排水負担金 （1,598,555円）≒1,599,000円

事 業 内 容 大谷流川工事費負担金 2,530,000円 (新規)

・補助金

印旛沼土地改良区事業補助金 222,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９７

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 県営土地改良事業推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 460,000 0 0 0 460,000

前年度

前年度との比較 460,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市及び富里市の畑地帯排水対策として整備された排水施設の草刈り、

泥上げ等の維持管理経費について,流域面積により関係市が負担

事 業 目 的

☆増減なし☆

高崎川上流地区負担金（実の口調整池）262,800円

高松調整池負担金 196,940円

262,800円＋196,940円＝（459,740円）≒460,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９８

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 耕作放棄地解消対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 462,000 0 0 0 462,000

前年度

前年度との比較 432,000 増減額 30,000 増減率 6.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

水土里情報システムを活用し、荒廃農地の解消を図る

事 業 目 的

☆増額の理由☆ 水土里情報システム利用料の見直しと消費税の改正に

よる。

・水土里情報システム利用料 462,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９８

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 農業再生協議会事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 955,000 955,000 0 0 0

前年度

前年度との比較 840,000 増減額 115,000 増減率 13.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

米の需給調整の推進、戦略作物の生産振興及び経営所得安定対策の推進

を行う八街市地域農業再生協議会へ助成し活動を支援する。

事 業 目 的

☆増額理由☆

元号改正による耕作台帳システムの整備による増額。

〇負担金補助及び交付金(補助金)

・地域農業再生協議会運営事業補助金 955,000 円

※ 全額県支出金充当事業

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９８

事 業 名 ５ 款 １ 項 ３ 目 多面的機能支払交付金事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,330,000 1,746,000 0 0 584,000

前年度

前年度との比較 2,330,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

水路・農道等の草刈り、水路の泥上げ等を実施する団体に補助金を交付

し、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等、

事 業 目 的 多面的機能の維持を図る

☆増減なし☆

多面的機能支払交付金は、５年間の継続事業あって対象農地面積が代わ

らない限り、毎年2,329,200円を交付する

対象農地面積(7,764a)×交付単価(3,000円／10a)＝2,329,200円

≒2,330,000円

負担割合

国50% （1,164,600円）≒1,164,000円

県25% （582,300円）≒582,000円

事 業 内 容 市25% （583,200円）≒584,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９８

事 業 名 ５ 款 １ 項 ４ 目 畜産業振興費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,848,000 0 0 0 1,848,000

前年度

前年度との比較 510,000 増減額 1,338,000 増減率 262.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

優良な素畜導入により繁殖力を高め、資質の向上を図るため、負担金・

補助金を計上したほか、公用車新規購入・管理費（燃料費）等を計上し

事 業 目 的 畜産業の振興を図る。

☆増額理由☆

平成８年登録の畜産連絡、指導用車輌からの新規購入による増額。

〇需要費(消耗品費) 5,000 円

(燃料費) 64,000 円

○備品購入費（公用車） 1,470,000 円

事 業 内 容 〇負担金補助及び交付金(負担金)

・千葉県畜産協会負担金 15,000 円

・印旛郡市畜産振興協議会負担金 94,000 円

〇負担金補助及び交付金(補助金)

・基礎豚導入事業費補助金 200,000 円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９９

事 業 名 ５ 款 １ 項 ４ 目 畜産防疫事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 775,000 0 0 0 775,000

前年度

前年度との比較 400,000 増減額 375,000 増減率 93.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

伝染病予防等の実施により、畜産農家の環境衛生及び畜産公害の防止並

びに安定的な畜産物の供給を図ることを目的とした家畜防疫協会の活動

事 業 目 的 を支援する。

☆増額理由☆

４年に１回実施する牛全頭検査を実施するための増額

〇負担金補助及び交付金(補助金) 775,000 円

・家畜防疫薬剤購入補助 100,540 円

・豚日本脳炎・ﾊﾟﾙﾎﾞｳｨﾙｽ感染予防注射補助(294円/頭×100頭)

29,400 円

・乳牛心のう炎予防注射補助(200円/頭×100頭) 20,000 円

事 業 内 容 ・牛アカバネ病(生)予防注射補助(331円/頭×300頭) 99,300 円

・牛アカバネ病(三種混合)発生予防注射補助(306円/頭×100頭)

30,600 円

・牛伝染性鼻気管炎５混(生)(134円/頭×20頭) 2,680 円

・牛伝染性鼻気管炎５混(不)(141円/頭×80頭) 11,280 円

・牛伝染性鼻気管炎６混(212円/頭×100頭) 21,200 円

・コロナウィルス発生予防補助(230円/頭×200頭) 46,000 円

・全頭検査（結核・ブルセラ・ヨーネ病）

Ｈ３１年度は、ヨーネ病のみ（460円/頭×900頭） 414,000 円

※補助限度額 800,000 円

※4年に1度全頭検査実施（前回H27実施）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 農政課 予算書：Ｐ１９９

事 業 名 ５ 款 １ 項 ４ 目 家畜改良事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 300,000 0 0 0 300,000

前年度

前年度との比較 300,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

乳用牛の改良と資質向上を目的に、優良精液を導入する酪農農業者へ助

成することで、生産性の向上を高め収益増を図る。

事 業 目 的

☆増減額なし☆

〇負担金補助及び交付金(補助金)

・乳用牛改良事業費補助金 300,000 円

※限度額 500,000 円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０３

事 業 名 ６ 款 １ 項 １ 目 シルバー人材センター費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 11,450,000 0 0 0 11,450,000

前年度

前年度との比較 11,450,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 公益社団法人八街市シルバー人材センターの円滑な運営を図る。

〇負担金補助及び交付金

・全国シルバー人材センター協会負担金 50,000円

・千葉県シルバー人材センター連合会負担金 150,000円

・八街市シルバー人材センター補助金 11,250,000円

計 11,450,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０３

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 消費生活対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,867,000 2,867,000 0 0 4,000,000

前年度

前年度との比較 6,954,000 増減額 △87,000 増減率 △1.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民のくらしの安心・安全を確保するため、消費生活センターの充実と

事 業 目 的 賢い消費者の育成を図る。

〇報酬 ・消費生活相談員 4,800,000円

○報償費 ・消費生活相談事例研修講師謝礼 150,000円

○旅費 ・費用弁償 千葉県県消費生活センター連絡協議会研修会 他 14,280円

・特別旅費 消費生活相談員専門講座研修 7,400円

計 21,680円

（予算計上額 23千円）

事 業 内 容

○需用費 ・消耗品費 事務用消耗品 78,300円

啓発用消耗品 1,399,973円

消費生活センター機能強化事業消耗品 20,000円

計 1,498,273円

（予算計上額 1,499千円）

○役務費 ・通信運搬費 消費生活センターＡＤＳＬ回線 84,465円

・手数料 放射能測定器検査手数料 129,082円

計 213,547円

（予算計上額 215千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 ・消費生活支援講座業務 150,000円

○負担金補助及び交付金

・消費生活相談員研修会負担金 21,410円

・消費生活センター連絡協議会負担金 8,000円

計 29,410円

（予算計上額 30千円）

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０４

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 商店街振興事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 949,000 0 0 0 949,000

前年度

前年度との比較 891,000 増減額 58,000 増減率 6.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中心市街地の空き店舗活用事業や、各商店会等が維持管理する街路灯

事 業 目 的 の電灯料に対し補助を行い、商店街の活性化を図る。

○負担金補助及び交付金

・商店会街路灯電灯料補助事業補助金 798,589円

・商店街空店舗活用事業補助金 150,000円

計 948,589円

（予算計上額 949千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０４

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 中小企業金融対策費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 37,204,000 0 0 35,000,000 2,204,000

前年度

前年度との比較 38,247,000 増減額 △1,043,000 増減率 △2.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中小企業者に対する融資の原資として、市内金融機関に資金を預託する

事 業 目 的 とともに、融資利用者に対し利子補給を実施し、中小企業者の起業支援

及び経営の安定化を図る。

〇報酬 ・中小企業資金融資運営委員 30,500円

（予算計上額 31千円）

○負担金補助及び交付金

・中小企業資金融資利子補給金 2,172,886円

（予算計上額 2,173千円）

○貸付金 ・中小企業資金融資預託金 35,000,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０５

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 就労支援事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 770,000 0 0 0 770,000

前年度

前年度との比較 752,000 増減額 18,000 増減率 2.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

就労支援サイトを管理運営し、求人情報を提供することにより、求職者

事 業 目 的 の雇用促進を図る。

〇委託料 ・就労支援サイト運営管理業務 758,640円

・ＳＳＬ対応（証明書サーバセットアップ等） 10,800円

計 769,440円

（予算計上額 770千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０５

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 商工業振興費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,678,000 669,000 0 0 2,009,000

前年度

前年度との比較 2,906,000 増減額 △228,000 増減率 △7.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市の特産品である落花生等をＰＲし、地場産業の振興を図る。

事 業 目 的 （国の地方創生推進交付金の対象である、落花生新品種「Ｑなっつ」の

ＰＲ事業を含む。）

〇旅費 ・特別旅費 イベント参加時旅費 30,000円

○需用費 ・消耗品費 ＰＲ用落花生購入 他 225,150円

落花生新品種ＰＲ事業消耗品（交付金対象分） 653,960円

・印刷製本費 ふるさと小包チラシ印刷 250,250円

計 1,129,360円

（予算計上額 1,131千円）

事 業 内 容 ○役務費 ・手数料 着ぐるみ用インナー及び手袋クリーニング 10,000円

着ぐるみ用インナー及び手袋クリーニング（交付金対象分） 10,000円

計 20,000円

○委託料 ・特産物販売促進業務 682,500円

特産物販売促進業務（交付金対象分） 687,500円

計 1,370,000円

（予算計上額 1,371千円）

○負担金補助及び交付金

・八街市優良特産落花生推奨協議会補助金 126,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０５

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 商工会議所事業補助費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 14,180,000 0 0 0 14,180,000

前年度

前年度との比較 15,180,000 増減額 △1,000,000 増減率 △6.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街商工会議所が行う商工業振興対策・技術普及・金融税務対策及び

事 業 目 的 金融指導・経営指導等を支援し、市内の商工業の発展ならびに地域経済

の活性化を図る。

○負担金補助及び交付金

・八街商工会議所補助金 9,150,000円

（うち、買い物代行サービス事業補助分 1,500,000円）

・小規模事業指導補助金 2,430,000円

・八街ふれあい夏まつり補助金 2,600,000円

計 14,180,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０６

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 観光農業推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,751,000 0 0 0 1,751,000

前年度

前年度との比較 1,818,000 増減額 △67,000 増減率 △3.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 観光の振興及び観光農業の育成を図る。

○負担金補助及び交付金

・ちばプロモーション協議会負担金 10,000円

・八街市観光農業協会補助金 126,000円

・農業体験ツアー等補助金 1,614,478円

計 1,750,478円

（予算計上額 1,751千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 経済環境部 商工観光課 予算書：Ｐ２０６

事 業 名 ６ 款 １ 項 ２ 目 落花生まつり事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,594,000 0 0 2,594,000 0

前年度

前年度との比較 1,348,000 増減額 1,246,000 増減率 92.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

本市の特産品である落花生を主としたイベントを開催し、本市の魅力を

事 業 目 的 ＰＲし、市外からの観光客の誘致を促進する。

☆増額理由☆ やちまた落花生まつりの周知徹底を図るため、チラシの

ほかポスターを作成。また、駅北口の灯具用フラッグ

及び駐車場案内看板を購入。会場設備については、ステ

ージ・仮設トイレのほか、テント・テーブル・イスに

ついても賃借し、来場者の休憩場所等の充実を図る。

〇報償費 ・協力団体等謝礼 100,000円

○需用費 ・消耗品費 試食用落花生・試飲用ジンジャーエール・灯具用フラッグ 他 474,220円

事 業 内 容 ・印刷製本費 ポスター及びチラシ印刷 99,360円

計 573,580円

（予算計上額 575千円）

○役務費 ・手数料 ステージイベント出演者派遣手数料 50,000円

・保険料 施設所有者賠償責任保険及び行事参加者普通傷害保険 31,370円

計 81,370円

（予算計上額 82千円）

○使用料及び賃借料

・備品賃借料 ステージ・テント・仮設トイレ等 1,836,120円

（予算計上額 1,837千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２０９

事 業 名 ７ 款 １ 項 １ 目 土木総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 308,000 0 0 0 308,000

前年度

前年度との比較 305,000 増減額 3,000 増減率 1.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

道路及び河川管理に伴う研修の為の旅費

道路整備促進及び河川事業促進の会の負担金

事 業 目 的

○旅費

H30 18,000円 H31 23,000円 増減 5,000円

橋梁管理実務研修会他 7件

○負担金補助及び交付金

H30 287,000円 H31 285,000円 増減 △2,000円

千葉県道路協会他 ８件

事 業 内 容 ※旅費の増額につきましては、前年度の研修の日程が増加した事に伴い

増額になった物です。

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１０

事 業 名 ７ 款 １ 項 １ 目 土木施設管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 213,000 0 0 0 213,000

前年度

前年度との比較 203,000 増減額 10,000 増減率 4.9
事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

直営工事の拠点とも言うべき道路河川課車庫の施設管理費である。

事 業 目 的

☆減額理由 ２９年度決算の実績による積算。

○需用費（燃料費及び光熱水費）

H30 165,000円 H31 174,000円 増減 9,000円

○役務費（通信運搬費）

H30 38,000円 H31 39,000円 増減 1,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１０

事 業 名 ７ 款 ２ 項 １ 目 道路橋りょう総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,686,000 0 0 1,000 9,685,000

前年度

前年度との比較 6,639,000 増減額 3,047,000 増減率 45.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事務全般の経費及び道路河川課所管の現場用車両（重機）の維持管理

に伴う経費及び今年度新規に車両購入費が追加になった。

事 業 目 的 また、土木積算システムの維持管理経費も含む

☆増額理由 今年度、作業用車両が経年により買い換えるための増額。

○需用費（消耗品費、燃料費、修繕料）

H30 2,337,000円 H31 2,398,000円 増減 61,000円

修繕費対象車両 ３台

○役務費（手数料、保険料）

H30 125,000円 H31 140,000円 増減 15,000円

保険料対象車両 6台

○使用料及び賃借料

事 業 内 容 H30 4,141,000円 H31 4,155,000円 増減 14,000円

現場用車両 ２台

土木積算システム３台

〇備品購入費

H30 0円 H31 2,960,000円 増減 2,960,000円

現場用車両 ２台

○公課費（自動車重量税）

H30 36,000円 H31 33,000円 増減 △3,000円

対象車両 ３台

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１１

事 業 名 ７ 款 ２ 項 １ 目 道路管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 27,445,000 0 0 0 27,445,000

前年度

前年度との比較 38,060,000 増減額 △10,615,000 増減率 △27.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

道路施設や排水施設の機能効果を高めるための管理等に関する経費

事 業 目 的

☆減額理由 道路側溝清掃業務等の減額。

○需要費

H30 3,109,000円 H31 3,286,000円 増減 177,000円

草刈機等の燃料費 道路照明などの電気料 備品等の修繕料

○役務費

H30 2,265,000円 H31 2,270,000円 増減 5,000円

返信用切手代 側溝清掃汚泥分析代 道路賠償保険他２件

事 業 内 容

○委託料

H30 31,163,000円 H31 21,889,000円 増減 △9,274,000円

調整池維持管理、側溝清掃、除草、街路樹剪定などに係る経費

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１２

事 業 名 ７ 款 ２ 項 １ 目 道路境界確定費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 12,932,000 0 0 0 12,932,000

前年度

前年度との比較 11,944,000 増減額 988,000 増減率 8.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

道路の新規認定及び道路の整備状況により日々道路状況の変化に伴い、

事 業 目 的 道路台帳の補正を要する。また、道路境界において用地測量業務、未登

記処理に関する経費を計上。

☆増額理由

新規路線認定に伴う道路台帳補正業務の増額。

○需用費

消耗品費

Ｈ30 371,000円 Ｈ31 374,000円 増減 3,000円

・境界標、境界アルミプレート

○委託

事 業 内 容 委託料

Ｈ30 11,573,000円 Ｈ31 12,558,000円 増減 985,000円

(内訳）

・道路台帳補正業務 7,854,000円

・市道用地測量業務 2,744,000円

・市道未登記用地測量業務 1,960,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１２

事 業 名 ７ 款 ２ 項 １ 目 大池排水区整備事業一般会計負担金

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 17,082,000 0 11,000,000 0 6,082,000

前年度

前年度との比較 32,186,000 増減額 △15,104,000 増減率 △46.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

下水道事業で行う大池調整池整備及び維持管理負担金

道路管理者３５％

事 業 目 的

☆減額理由

下水道事業で行う大池調整池（上流池）の整備事業費の減額。

○負担金補助及び交付金

H30 32,186,000円 H31 17,082,000円 増減 △15,104,000円

調整池整備及び維持管理負担金

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１２

事 業 名 ７ 款 ２ 項 ２ 目 道路維持修繕事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 17,374,000 0 0 0 17,374,000

前年度

前年度との比較 19,089,000 増減額 △1,715,000 増減率 △9.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内全域の道路及び排水施設等の維持に要する経費

事 業 目 的

☆減額理由 直営工事に伴う重機借り上げ料及び資料費の減額。

○需用費

H30 150,000円 H31 150,000円 増減 0円

チェーンソー、草刈費、エンジンポンプ他の修繕費

○役務費

H30 150,000円 H31 150,000円 増減 0円

維持修繕用請負賠償責任保険

○委託費

事 業 内 容 H30 5,000,000円 H31 5,000,000円 増減 0円

災害等発生時応急対応業務

○使用料及び賃借料

H30 2,767,000円 H31 2,214,000円 増減 △553,000円

直営工事に使用する重機のリース代

○原材料費

H30 11,022,000円 H31 9,860,000円 増減△1,162,000円

砕石、合材、コンクリート二次製品など道路や排水施設の補修に用

いる材料費

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１３

事 業 名 ７ 款 ２ 項 ３ 目 道路整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 277,187,000 112,875,000 101,300,000 0 63,012,000

前年度

前年度との比較 285,673,000 増減額 △8,486,000 増減率 △3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市道の整備を行い、市内一円の車両の通行及び歩行者の安全を確保す

る。

事 業 目 的

○役務費

H30 968,000円 H31 － 円 増減 △968,000円

○委託料

H30 19,377,000円 H31 25,753,000円 増減 6,376,000円

測量調査業務 3件分

〃 （補助分） 2件分

設計業務 1件分

○工事請負費

H30 258,268,000円 H31 250,245,000円 増減 △8,023,000円

事 業 内 容 道路改良工事 1件分

〃 （補助分） 6件分

道路維持修繕工事 市内一円

○公有財産購入費

H30 7,060,000円 H31 1,189,000円 増減 △5,871,000円

市道等拡幅用地 1件分

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１３

事 業 名 ７ 款 ２ 項 ４ 目 道路排水施設整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 42,684,000 3,500,000 12,600,000 0 26,584,000

前年度

前年度との比較 110,357,000 増減額 △67,673,000 増減率 △61.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市道の排水施設整備を行い、排水機能の向上を図り、車両の通行及び

歩行者の安全を確保する。

事 業 目 的

☆減額理由 昨年度は調整池用地の確保に係る費用の計上していたこと

により事業費は減額となっている。

○役務費

H30 845,000円 H31 － 円 増減 △845,000円

○委託料

H30 9,240,000円 H31 － 円 増減 △9,240,000円

○工事請負費

H30 21,000,000円 H31 42,684,000円 増減 21,684,000円

事 業 内 容 道路排水整備工事 4件分

道路排水整備工事(補助分) 1件分

○公有財産購入費

H30 79,272,000円 H31 － 円 増減 △79,272,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１３

事 業 名 ７ 款 ２ 項 ４ 目 道路排水対策諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 15,494,000 0 0 0 15,494,000

前年度

前年度との比較 15,494,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・田畑等の休耕地を利活用し、調節地として一時的に道路排水を貯水す

事 業 目 的 ることを目的として継続的に賃借しているものです。

このことにより、道路の冠水や浸水被害の減少に大きな効果を得てい

る。

○需用費

光熱水費

Ｈ30 16,000円 Ｈ31 16,000円 増減 0円

○使用料及び賃借料

調節池等用地賃借料

Ｈ30 15,454,000円 Ｈ31 15,478,000円 増減 0円

・雨水洪水調節池・管理道路・雨水排水施設・用排水施設：４１箇所

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２１４

事 業 名 ７ 款 ３ 項 １ 目 流末排水施設整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 59,225,000 0 37,100,000 0 22,125,000

前年度

前年度との比較 23,976,000 増減額 35,249,000 増減率 147.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内の流末排水施設整備を行い、排水機能の向上を図り、排水経路を

確保するための事業である。

事 業 目 的

増額理由：本年度は、新規に調整池用地を確保するための費用を計上し

たことにより増額となっている。

〇役務費

H30 － 円 H31 521,000円 増減 521,000円

不動産鑑定手数料 1件分

〇委託料

H30 － 円 H31 8,640,000円 増減 8,640,000円

測量調査業務 1件分

事 業 内 容 〇工事請負費

H30 23,976,000円 H31 27,314,000円 増減 3,338,000円

流末排水施設整備工事 2件分

〇公有財産購入費

H30 － 円 H31 22,750,000円 増減 22,750,000円

調整池施設用地 1件分

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１５

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 都市施設管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 28,333,000 0 0 2,000,000 26,333,000

前年度

前年度との比較 14,345,000 増減額 13,988,000 増減率 97.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・八街駅前広場及び自由通路の維持管理

・榎戸駅前広場及び自由通路の維持管理

事 業 目 的

☆増額理由☆ 榎戸駅が供用開始したため維持管理による増額。

○需用費

・消耗品費 都市施設管理費消耗品(八街駅) 186,200円

都市施設管理費消耗品(榎戸駅) 74,480円

・光熱水費 ①電気料金

(八街駅) 3,025,210円

(榎戸駅) 1,210,084円

②上下水道料金

事 業 内 容 (八街駅) 1,091,952円

(榎戸駅) 436,781円

・修繕料 都市施設修繕料

(八街駅) 500,960円

(榎戸駅) 200,384円

計 6,726,051円

（予算計上額6,728千円）

○役務費

・通信運搬費 電話回線使用料(防犯カメラシステムデータ)

183,120円

（予算計上額184千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料

・八街駅前広場管理業務

八街駅前広場管理業務 2,336,720円

・八街駅・榎戸駅自由通路管理業務

八街駅自由通路管理業務

①八街駅清掃業務 2,403,060円

②エスカレーター保守点検業務 2,485,200円

③エレベーター保守点検業務 889,860円

④防災施設保守点検業務 291,600円

⑤受変電設備保守点検業務 156,960円

榎戸駅自由通路管理業務

①榎戸駅清掃業務 2,403,060円

②エレベーター保守点検業務 1,569,600円

③防災施設保守点検業務 291,600円

・八街駅防犯カメラシステム保守業務

八街駅防犯カメラシステム保守業務 670,350円

計 13,498,010円

事 業 内 容 （予算計上額13,500千円）

○使用料及び賃借料

・八街市防犯カメラシステム賃借料 90,906円

（予算計上額91千円）

○工事請負費

・八街駅前広場改修工事

八街駅北口ロータリーLED化工事 5,346,000円

・自由通路施設工事

八街駅自由通路改札前照明LED化工事 1,620,000円

八街駅エスカレーター手すり駆動チェーン交換工事 864,000円

計 7,830,000円

（予算計上額7,830千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２１６

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 住宅リフォーム補助事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 5,000,000 2,250,000 0 0 2,750,000

前年度

前年度との比較 5,000,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内業者により住宅のリフォーム工事を行った者に対し補助を行うこ

とにより、地域の活性化を促す目的。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 増額なし。

○負担金補助及び交付金

・住宅リフォーム工事補助金 100,000円×50件 計5,000,000円

※平成29年度決算額 1,736,000円（国費 867千円・市費 869千円）

※平成30年度見込額 2,534,000円（国費 563千円・市費1,971千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（A４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２１６

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 都市計画総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 161,000 0 0 64,000 97,000

前年度

前年度との比較 165,000 増減額 △4,000 増減率 △2.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

都市計画審議会委員の報酬や消耗品費、各団体等の会費及び研修会へ

事 業 目 的 の参加負担金等都市計画における庶務的な経費。

☆減額理由☆ 消耗品費を減額したため。

○報酬

・都市計画審議会委員報酬 66,000円

○需用費

・消耗品費 76,000円

事 業 内 容 ○負担金補助及び交付金

・千葉県都市協会負担金 15,000円

・地区計画制度連絡協議会負担金 4,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２１６

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 建築開発行政費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 590,000 0 0 3,000 587,000

前年度

前年度との比較 574,000 増減額 16,000 増減率 2.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

旅費、需用費及び千葉県公共建築等連絡協議会等建築行政に係る経費、

現地調査に係る需用費等開発行政に係る経費。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 大型インクジェットプリンターの消耗品を購入すること

により増額及び燃料費の増額等。

○報酬

・地区計画建築審議会委員報酬（委員長）5,500円×1人

・地区計画建築審議会委員報酬（委 員）5,000円×5人 計30,500円

○旅費

・公共建築工事積算等講習会時特別旅費 八街 ⇄川崎往復 2,980円

事 業 内 容

○需用費

・消耗品費（参考図書、カラープリンターインク代） 72,142円

・燃料費（公用車ガソリン代） 74,320円

・修繕料（公用車車検代） 88,000円

計 234,462円

（予算計上額 236千円）

※別添資料添付可（A４サイズ）
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○役務費

・通信運搬費（文書発送料切手代） 328円

・保険料（公用車自賠責保険料） 17,350円

計 17,678円

（予算計上額 19千円）

○使用料及び賃借料

・刊行物掲載単価使用料（経済調査会）110,000円×税 121,000円

・刊行物掲載単価使用料（建設物価調査会）150,000円×税 165,000円

（予算計上額 286千円）

○負担金補助及び交付金

・千葉県公共建築等連絡協議会負担金 5,700円

○公課費

・公用車自動車重量税 8,800円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２１７

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 都市計画策定費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 227,000 0 0 0 227,000

前年度

前年度との比較 2,752,000 増減額 △2,525,000 増減率 △91.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

都市計画の決定･変更に係る臨時的な費用

事 業 目 的

☆減額理由☆ 都市計画システムのパソコンの買い換え分を

減額したため。

○委託料

・都市計画システム管理業務 227,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２１７

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 住宅耐震化促進事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 4,812,000 3,600,000 0 0 1,212,000

前年度

前年度との比較 4,812,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

木造住宅の耐震診断並びに耐震改修に要する費用の一部を補助するこ

とにより地震時における木造住宅の安全性を高め、災害に強いまちづく

事 業 目 的 りをする。

☆増額理由☆ 増額なし。

○報償費

・耐震相談会相談員謝礼 3,000円×4人×1回 計12,000円

○負担金補助及び交付金

・木造住宅耐震診断費補助金 80,000円×10件

・木造住宅耐震改修費補助金 400,000円×10件 計4,800,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（A４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１７

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 都市整備総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 9,000 0 0 0 9,000

前年度

前年度との比較 49,000 増減額 △40,000 増減率 △81.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

都市整備に係る庶務

事 業 目 的

☆減額理由☆ 旅費及び需用費の削減による。

○負担金

・千葉県市街地整備推進協議会負担金 8,400円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１７

事 業 名 ７ 款 ４ 項 １ 目 自転車駐車場管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 7,726,000 0 0 3,518,000 4,208,000

前年度

前年度との比較 7,658,000 増減額 68,000 増減率 0.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・八街駅前・榎戸駅前自転車駐車場(７ヵ所)の保守及び維持管理、駐車

場周辺の放置自転車防止

事 業 目 的

○需用費

・消耗品費 自転車駐車場管理用消耗品 89,300円

・燃料費 レギュラーガソリン 68,112円

・印刷製本費 ・登録票 77,112円

・登録書 62,057円

・光熱水費 ①電気料金 466,210円

②上水道料金 8,262円

・修繕料 施設等修繕料 150,000円

ライトバン(車検代) 88,000円

事 業 内 容 計1,009,053円

（予算計上額1,012千円）

○役務費

・通信運搬費 郵便料（通知文・納付書・登録票）

①市内 197,136円

②市外 21,074円

・保険料 自動車損害賠償責任保険料 17,350円

計235,560円

（予算計上額237千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

274



○委託料

・八街市営自転車駐車場保守点検管理業務 3,642,420円

・防災設備保守点検業務(八街駅前第５自転車駐車場分) 54,000円

計3,696,420円

（予算計上額3,697千円）

○使用料及び賃借料

・自転車駐車場用地賃借料

八街駅前第２自転車駐車場 170,400円

八街駅前第３自転車駐車場 1,528,800円

八街駅前第４自転車駐車場 627,600円

榎戸駅前第１自転車駐車場 284,400円

・八街駅前第１自転車駐車場防犯カメラ賃借料 155,760円

計2,766,960円

（予算計上額2,768千円）

○公課費

事 業 内 容 ・自動車重量税(１３年経過) 11,400円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１８

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ２ 目 都市計画道路３．４．３号八街神門線整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,500,000 0 0 0 2,500,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 2,500,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街都市計画道路３・４・３号線と佐倉都市計画道路３・４・２０

事 業 目 的 号線の接続に要する経費

○負担金補助及び交付金 ・バイパス事業負担金 2,500,000円

県が実施する予備設計等に要する経費のうち市の負担額

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１９

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ２ 目 街路事業諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 140,000 1,000 0 0 139,000

前年度

前年度との比較 145,000 増減額 △5,000 増減率 △3.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

街路整備事業に伴う庶務

事 業 目 的

☆減額理由☆ 需用費の減額による。

○旅費

・千葉県官公署登記事務連絡協議会 3,000円

・千葉県街路事業推進協議会 2,000円

・用地交渉に係る旅費 10,000円

計15,000円

（予算計上額15千円）

○需用費

事 業 内 容 ・消耗品 事務用消耗品 27,930円

図書購入・追録代 75,411円

計103,341円

（予算計上額104千円）

○負担金補助及び交付金

・千葉県街路事業推進協議会負担金 10,000円

・千葉県公共用地対策協議会負担金 9,500円

・千葉県公共用地対策協議会研修会負担金 1,100円

計20,600円

（予算計上額21千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 下水道課 予算書：Ｐ２１９

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ３ 目 下水道特別会計繰出金

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 292,600,000 0 0 0 292,600,000

前年度

前年度との比較 306,596,000 増減額 △13,996,000 増減率 △4.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

下水道事業特別会計に対する繰出金

汚水・雨水事業（処理）に要する経費等で繰出基準に基づく基準内繰

事 業 目 的 出金と財政不足を補う基準外繰出金により、下水道事業の経営健全化を

図る。

☆減額理由☆

下水道事業費及び公債費が減額したため

○繰出金

基準内繰出金

・雨水処理に要する経費 50,019,825円

・分流式下水道等に要する経費 145,583,000円

・流域下水道の建設に要する経費 6,712,856円

・下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

3,781,650円

事 業 内 容 ・水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

1,890,825円

・高度処理に要する経費 1,151,023円

・地方公営企業法の適用に要する経費 4,826,433円

・下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 20,410,713円

・緊急下水道整備特定事業に要する経費 2,343,362円

・臨時財政特例債の償還に要する経費 4,857,408円

・地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 876,000円

基準外繰出金

・資金不足を賄う繰出金 50,146,905円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２１９

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ４ 目 公園緑地管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 33,283,000 0 0 8,059,000 25,224,000

前年度

前年度との比較 36,236,000 増減額 △2,953,000 増減率 △8.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

公園緑地の維持管理

事 業 目 的

☆減額理由☆ 委託料の減額による。

○需用費

・消耗品費 公園管理用消耗品 190,000円

・燃料費 草刈機等燃料代 22,439円

・印刷製本費 中央公園運動施設申請書 17,280円

・光熱水費 公園電気及び上下水道料金 2,354,920円

・修繕料 公園施設修繕 1,290,000円

計 3,874,639円

事 業 内 容 （予算計上額 3,876千円）

○役務費

・手数料 中央公園浄化槽法定検査手数料 12,000円

○委託料

・中央公園管理業務

清掃業務 2,095,800円

管理業務 2,570,400円

浄化槽維持管理業務 143,275円

・榎戸第１～６児童公園管理業務

清掃業務 1,164,720円

管理業務 4,652,640円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

279



・けやきの森公園管理業務

清掃業務 2,446,520円

駐車場施錠業務 1,481,072円

管理業務 3,026,160円

・宅地造成地内公園緑地管理業務

宅地造成地内公園緑地除草剪定業務 4,801,480円

・八街駅北側街区公園管理業務

清掃業務 411,880円

管理業務 299,160円

・遊具定期点検業務

公園遊具定期点検業務 1,311,120円

計 28,435,107円

（予算計上額 28,440千円）

○使用料及び賃借料

・公園及び児童遊園土地賃借料

けやきの森公園用地賃借料 294,111円

二区児童遊園用地賃借料 201,360円

大東区子どもの遊び場用地賃借料 442,632円

事 業 内 容 計 938,103円

（予算計上額 939千円）

○原材料費

・公園砂場補充用砂

補充用砂 15,120円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２２０

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ４ 目 公園施設整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 22,866,000 0 22,800,000 0 66,000

前年度

前年度との比較 12,551,000 増減額 10,315,000 増減率 82.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

公園整備に係る経費

事 業 目 的

☆増額理由☆ 工事請負費の増額による。

○工事請負費

・けやきの森公園整備工事

駐車場及び進入路整備工事 11,016,000円

公園灯ＬＥＤ化工事 9,350,000円

○補償補填及び賠償金

・けやきの森公園整備に係る移転補償費

公園整備に伴う電柱移設 2,500,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

281



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市整備課 予算書：Ｐ２２１

事 業 名 ７ 款 ４ 項 ４ 目 公園諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 205,000 0 0 0 205,000

前年度

前年度との比較 196,000 増減額 9,000 増減率 4.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

公園関係事務に係る経費

事 業 目 的

☆減額理由☆ 燃料費の増額による。

○需用費

・燃料費 公用車燃料代 75,233円

・修繕料 車検代 88,000円

計 163,233円

（予算計上額 164千円）

○役務費

・保険料 自賠責保険料 17,350円

事 業 内 容 ○負担金補助及び交付金

・千葉県公園緑地整備促進協議会負担金 10,800円

○公課費

・自動車重量税 11,400円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２２２

事 業 名 ７ 款 ５ 項 １ 目 住宅維持管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 27,179,000 0 0 27,179,000 0

前年度

前年度との比較 19,988,000 増減額 7,191,000 増減率 36.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市営住宅（８団地 ４２１戸）の維持管理と、入居者の住環境を良好に

事 業 目 的 し、九十九路団地・長谷団地の空室の解消を目指す。

☆増額理由☆

九十九路団地・長谷団地への新規入居において、長期間空室であった

ため、居室の修繕費がこれまでの修繕費よりも増額した。

○需用費

・消耗品費 49,400円

・燃料費（エンジンポンプガソリン代 40㍑×152円） 6,080円

・光熱費（交進団地家庭雑排水処理施設電気代） 331,308円

・修繕料 14,495,760円

事 業 内 容 ○役務費

・手数料（九十九路団地・長谷団地受水槽法定検査手数料） 49,500円

・保険料（市営住宅火災共済分担金） 356,887円

○委託料

・交進団地家庭雑排水共同処理施設維持管理業務 2,039,000円

・交進団地水路等清掃業務 734,400円

・九十九路団地・長谷団地受水槽等清掃業務 2,286,340円

・市営住宅雑草除去業務 2,718,000円

・九十九路団地・長谷団地消防設備点検業務 207,144円

・実住団地・朝陽団地雑排水槽清掃業務 454,720円

・笹引団地側溝等清掃業務 476,280円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・市営住宅植木せん定（伐採）業務 350,000円

・産業廃棄物処理業務（66.5ｔ×33,000円×1.1） 2,413,950円

○使用料及び賃借料

・笹引団地排水路用地賃借料160円×108㎡ 17,280円

・九十九路団地・長谷団地消火器賃借料 135,869円

○原材料費

・住宅補修整備用資材等（砕石、コンパネ等） 50,000円

事 業 内 容

284



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２２３

事 業 名 ７ 款 ５ 項 １ 目 空き家対策事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 336,000 0 0 0 336,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 336,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 空き家に関する対策を検討し、今後の適正な空き家管理を目指す。

☆増額理由☆ 空き家対策事業を立ち上げ、空き家対策の推進を図るた

めに事業費を計上した。

○需用費

・消耗品費 15,019円

〇役務費

・通信運搬費（簡易書留 50通×392通） 19,600円

〇負担金補助及び交付金

・補助金（空き家リフォーム工事補助金） 300,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２２３

事 業 名 ７ 款 ５ 項 １ 目 住宅管理諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,051,000 0 0 1,051,000 0

前年度

前年度との比較 423,000 増減額 628,000 増減率 148.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市営住宅の管理事務を円滑に行う。

事 業 目 的

（管理戸数：８団地 ４２１戸）

☆増額理由☆ 全庁的にペイジー等に対応した納付書の作成を行うため、

印刷製本費が増額となった。

○需用費

・消耗品費 15,000円

・燃料費（公用車ガソリン代 487㍑×152円） 74,024円

・印刷製本費 納入通知書（家賃） 180,840円

納入通知書（駐車場） 180,840円

再発行納付書 169,400円

事 業 内 容 口座不能通知書 180,840円

・修繕料（自動車修繕料 法廷12ヶ月車検代） 88,000円

○役務費

・手数料 コンビニ収納サービス取扱い手数料 53,955円

コンビニ収納データ管理・加工料 5,886円

指定金融機関等口座振替手数料（家賃） 31,820円

指定金融機関等口座振替手数料（駐車場） 13,845円

・保険料（自動車損害保険料） 17,350円

○委託料

・市営住宅使用料口座振替業務（家 賃） 19,093円

（駐車場） 8,308円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○公課費

・自動車重量税 8,200円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 都市計画課 予算書：Ｐ２２４

事 業 名 ７ 款 ５ 項 １ 目 住宅施設整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 24,596,000 10,706,000 13,000,000 890,000 0

前年度

前年度との比較 9,615,000 増減額 14,981,000 増減率 155.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

長寿命化計画に基づく、市営住宅の計画的な修繕と、空室となった住宅

事 業 目 的

の解体を行う。

☆増額理由☆ 長寿命化計画に基づく、九十九路団地・長谷団地の計画

的な修繕を行うための工事費が増加した。

○工事請負費

長寿命化計画に基づく

・九十九路団地１－１号棟屋上防水工事 6,413,000円

・長谷団地２号棟外壁改修工事 17,380,000円

・市営住宅解体撤去工事（富士見団地４７号） 803,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２７

事 業 名 ８ 款 １ 項 １ 目 避難場所整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,450,000 0 1,800,000 2,000,000 650,000

前年度

前年度との比較 3,739,000 増減額 711,000 増減率 19.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内の避難場所及び避難所に防災備蓄倉庫を設置し備蓄資機材等を整

備するとともに、賞味期限切れ等の備品の入れ替えも行い災害時に備え

事 業 目 的 る。

☆増額理由☆ 平成２８年度八街中学校に配置した備蓄倉庫と比較し

倉庫本体の製品単価を抑え、２箇所に整備をすること

により増額。

○需用費 ・消耗品費

非常食・飲料水 他 1,785,422円
おむつ・生理用品 他 89,003円
給水袋 97,200円
救助工具 他 78,128円

事 業 内 容 計 2,049,753円
【予算計上額 2,050千円】

○備品購入費

倉庫本体（２基） 1,870,000円
インバータ発電機（２台） 256,608円
ハロゲン投光器（２台） 113,841円
その他備品 158,760円

計 2,399,209円
【予算計上額 2,400千円】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２７

事 業 名 ８ 款 １ 項 １ 目 自主防災組織運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,500,000 1,250,000 0 0 1,250,000

前年度

前年度との比較 2,000,000 増減額 500,000 増減率 25.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

災害による被害を最小限にするためには、地域住民一人ひとりが「自

分たちの地域は自分たちが守る」という「共助」の取り組みが重要であ

事 業 目 的 ることから、災害時における地域住民による避難救護体制の整備及び初

期消火体制等の強化を図るため、自主的な地域の防災活動を行う組織に

資機材の購入経費を助成することにより、自主防災組織の結成促進を図

る。

☆増額理由☆ 前年度と比較し１団体増やし５団体に対し補助を行う

ことにより増額

○補助金 500,000円×５団体＝ 2,500,000円
【予算計上額 2,500千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２７

事 業 名 ８ 款 １ 項 １ 目 防災費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 5,046,000 0 0 0 5,046,000

前年度

前年度との比較 15,057,000 増減額 △10,011,000 増減率 △66.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

大規模な災害を未然に防ぐため、地域の総合的、計画的な防災行政の

整備促進を図り、市民の生命、身体、財産を保護し、社会秩序の維持と

事 業 目 的 公共の福祉に資することを目的とする。

☆減額理由☆ 地域防災計画修正業務及び新型Ｊアラート受信機機器

の更新業務完了による減額

○報酬

・消防委員会委員報酬 5,000円× 9人× 3回＝ 135,000円
※消防団の諮問機関として年３回の委員会を開催する

○旅費

・防災行政無線講習会旅費 1,360円× 2× 1人＝ 2,720円
事 業 内 容 【予算計上額 3千円】

○需要費

・消耗品費 防災訓練用消耗品 他 142,560円
・光熱水費 防災行政無線拡声子局電気料 192,000円
・修繕料 防災行政無線関係修繕 100,000円

【予算計上額 435千円】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：円）

○役務費

通信運搬費

・防災行政無線遠隔制御用電話専用料

定額 29,008円× 12 ｹ月× 1.00＝ 348,096円
・防災行政無線電話使用料

基本料（回線使用料定額 11,445円＋ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ定額 2,163円）×
12 ｹ月× 1.00＝ 163,296円

・通話料 H29年度決算額 220,880円× 1.00＝ 220,880円
【予算計上額 733千円】

○委託料

防災行政無線保守点検業務（6 ｹ月）1,090,000円× 1.08＝ 1,177,200円
防災行政無線保守点検業務（6 ｹ月）1,090,000円× 1.10＝ 1,199,000円

【予算計上額 2,377千円】

○使用料及び賃借料

・やちまたメール配信サービス

市民向け（6 ｹ月）24,500円× 1.08× 6 ｹ月＝ 158,760円
事 業 内 容 市民向け（6 ｹ月）24,500円× 1.10× 6 ｹ月＝ 161,700円

職員向け（6 ｹ月） 7,000円× 1.08× 6 ｹ月＝ 45,360円
職員向け（6 ｹ月） 7,000円× 1.10× 6 ｹ月＝ 46,200円

【予算計上額 413千円】

○備品購入費

・防災行政無線拡声子局用バッテリー

28,000円× 26個× 1.08＝ 786,240円 【予算計上額 787千円】

○負担金補助及び交付金

・第三級陸上特殊無線技士講習会 25,834円× 1人
・防火防災訓練災害補償等共済制度負担金

1円× 70,734人（最新国政調査人口）＝ 70,000円（千円未満切捨て）
【予算計上額 96千円】
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（単位：円）

○公課費

・防災行政無線電波利用料

固定局（38,100円＋ 1,100× 46局）× 1/2＝ 44,350円
・デジタル簡易型無線機電波利用料 40台× 540円=21,600円

【予算計上額 67千円】

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２８

事 業 名 ８ 款 １ 項 ２ 目 佐倉市八街市酒々井町消防組合費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,229,256,000 0 0 0 1,229,256,000

前年度

前年度との比較 1,192,851,000 増減額 36,405,000 増減率 3.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

佐倉市八街市酒々井町消防組合の運営に係る市の分担金・負担金

事 業 目 的

☆増額理由☆

佐倉市八街市酒々井町消防組合の運営経費の増額のため。

○負担金補助及び交付金

・佐倉市八街市酒々井町消防組合分担金

常備消防費分担金 1,121,016,000円
長期債償還分担金 108,240,000円

【予算計上額 1,229,256千円】

事 業 内 容

※平成３１年度分担金算出割合い

佐 倉 市 60.86％
八 街 市 28.16％
酒々井町 10.98％

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２９

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 消防施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 7,579,000 0 7,500,000 0 79,000

前年度

前年度との比較 30,667,000 増減額 △23,088,000 増減率 △75.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

消防施設の整備

・耐震性貯水槽（４０ t級）の整備
事 業 目 的

☆減額理由☆ 隔年で実施している消防団機庫の整備は、今年度は

実施しないため。

○工事請負費

・耐震性貯水槽設置工事 6,890,000円× 1.1＝ 7,579,000円
【予算計上額 7,579千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２９

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 消防設備整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 18,292,000 433,000 17,800,000 0 59,000

前年度

前年度との比較 9,219,000 増減額 9,073,000 増減率 98.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

消防団２５個分団の消防自動車整備計画による更新

事 業 目 的

☆増額理由☆ 30年度は、小型動力ポンプ付き積載車の水槽なし
車両１台の更新を行ったが、

31年度は、水槽付の車両 1台を更新するため。

○小型動力ポンプ付積載車Ｂ３級（水槽付）

16,600,000円× 1.10＋ 31,550円（諸費用）＝ 18,291,550円
【予算計上額 18,292千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２２９

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 非常備消防運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 21,148,000 845,000 0 0 20,303,000

前年度

前年度との比較 21,055,000 増減額 93,000 増減率 0.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市消防団（定数４８０名）の運営

千葉県消防協会の運営に係る負担金

事 業 目 的

☆増額理由☆ 前年度と比較し消防団員数の増加があったため。

○団員報酬

・４２８人分 14,118,000円
【予算計上額 14,118千円】

○旅費

・火災出動費用弁償 3,630円× 428人＝ 1,553,640円
事 業 内 容 【予算計上額 1,554千円】

○交際費

・団長交際費 180,000円
【予算計上額 180千円】

○需用費

・消耗品費 活動服・はんてん・安全靴他 2,955,570円
・食糧費 訓練時等昼食代 37,800円

【予算計上額 2,994千円】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：円）

○使用料及び賃借料

・自動車借上料

分団長以上幹部視察研修時バス借上料 92,000円
【予算計上額 92千円】

○負担金補助及び交付金

・負担金

消防団員福祉共済加入負担金 3,000円× 428人＝ 1,284,000円
千葉県消防協会負担金 182,000円
千葉県消防協会印旛支部負担金 291,000円
千葉県消防学校入校負担金 92,144円

・補助金

八街市消防団運営補助金 60,000円
八街市消防団員中型自動車及び

準中型自動車運転免許取得費補助金 300,000円
【予算計上額 2,210千円】

事 業 内 容

298



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２３０

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 操法大会運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 2,106,000 42,000 0 0 2,064,000

前年度

前年度との比較 1,311,000 増減額 795,000 増減率 60.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

消防団員の消防技術の向上と士気の高揚を図るための消防操法の訓練

及び操法大会の経費

事 業 目 的 ・印旛郡市消防操法大会への出場分団への補助金

・その他運営に関すること

☆増額理由☆ 隔年開催である八街市消防操法大会を実施するため。

○報償費

・市操法大会入賞分団報酬 100,000円
【予算計上額 100千円】

○需用費

・消耗品費 印旛支部操法大会操作員活動服他 415,100円
・食糧費 印旛支部及び市操法大会昼食代他 89,000円

事 業 内 容 ・修繕料 小型ポンプ修繕料 19,440円
【予算計上額 525千円】

○使用料及び賃借料

・自動車借上料 印旛支部操法大会時バス借上料 54,000円
【予算計上額 54千円】

○備品購入費

・印旛支部操法大会用ホース 32,000円× 9本× 1.08＝ 311,040円
【予算計上額 312千円】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：円）

○負担金補助及び交付金

・補助金

印旛支部操法大会出場分団補助金

270,000円× 2個分団＝ 540,000円
市消防操法大会出場隊補助金

23,000円× 25個分団＝ 575,000円
【予算計上額 1,115千円】

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総 務 部 防 災 課 予算書：Ｐ２３１

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 出初式開催費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 180,000 0 0 0 180,000

前年度

前年度との比較 189,000 増減額 △9,000 増減率 △4.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市消防出初式の開催

事 業 目 的

☆減額理由☆ 記念品等の金額の見直しのため

○需用費

・消耗品費 表彰状・記念品他 171,240円
・食料費 8,000円

【予算計上額 180千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２３１

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 市町村総合事務組合費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 10,490,000 0 0 0 10,490,000

前年度

前年度との比較 10,490,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

千葉県市町村総合事務組合への消防団員４８０人分の公務災害・退職

報償金に関する負担金

事 業 目 的

☆増減なし☆

○負担金補助及び交付金

・負担金

公務災害補償及び退職報償金支給事務負担金 10,450,424円
公務災害見舞金支給及び賞じゅつ金授与事務負担金 38,400円

【予算計上額 10,490千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２３１

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 消火栓維持管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 6,663,000 0 0 0 6,663,000

前年度

前年度との比較 6,592,000 増減額 71,000 増減率 1.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

消火栓の新設・維持管理費（水道課）に関する負担金

事 業 目 的

☆増額理由☆ 消費税率変更のため

○負担金補助及び交付金

・負担金

消火栓維持管理費負担金 5,464,000円
消火栓新設負担金 1,199,000円

【予算計上額 6,663千円】

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 防災課 予算書：Ｐ２３１

事 業 名 ８ 款 １ 項 ３ 目 消防施設及び設備維持管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 8,075,000 0 0 0 8,075,000

前年度

前年度との比較 7,984,000 増減額 91,000 増減率 1.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市消防団用消防車維持管理

消防機庫の維持管理

事 業 目 的 防火水槽の維持管理

☆増額理由☆ 消防車用消耗品及び防火水槽修繕費を精査し増額

したため。

○需要費

・消耗品費 50,000円
・燃 料 費 1,020,434円
・光熱水費 1,539,950円
・修 繕 料 消防車修繕・車検代・機庫修繕他 3,840,000円

【予算計上額 6,451千円】
事 業 内 容

○役務費

・手数料 消防機庫し尿汲取り 21,780円
・保険料 消防車自賠責保険料 8,910円× 12台＝ 106,920円

【予算計上額 129千円】

○委託料

・消防機庫浄化槽維持管理業務（８個分団） 458,110円
【予算計上額 459千円】

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：円）

○使用料及び賃借料

・消防機庫用賃借料 58,618円
・ＮＨＫ放送受信料 14,545円× 25個分団＝ 363,625円

【予算計上額 423千円】

○公課費

・自動車重量税（１２台分） 612,200円
【予算計上額 613千円】

事 業 内 容

305



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２３５

事 業 名 ９ 款 １ 項 １ 目 教育委員報酬

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,208,000 0 0 0 2,208,000

前年度

前年度との比較 2,208,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

教育委員会の政治的中立性、継続性、安定性を確保するための、教育

事 業 目 的 委員会の委員に対する報酬

☆増減なし☆

【教育委員に対する報酬】

○報酬

・教育委員会委員 2,208,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２３５

事 業 名 ９ 款 １ 項 １ 目 教育委員会諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 205,000 0 0 0 205,000

前年度

前年度との比較 210,000 増減額 Δ5,000 増減率 Δ2.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

教育委員の出張に係る経費

事 業 目 的 教育委員会定例表彰式に係る経費

教育委員会連絡協議会負担金

☆減額理由☆ 消耗品費等の減による。

【教育委員の出張に係る予算】

○旅費

・費用弁償 印教連定期総会(成田市電車賃) 3,280円

【定例表彰式に係る予算】

○需用費

事 業 内 容 ・消耗品費 教育委員会定例表彰受賞者用記念品等 43,560円

・印刷製本費 定例表彰式記念写真代 36,300円

計 79,860円

（予算計上額 81千円）

【負担金等の予算】

○負担金

・印旛地区教育委員会連絡協議会負担金 99,180円

・印旛地区教育委員会連絡協議会研修視察負担金 20,000円

計 119,180円

（予算計上額 120千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２３６

事 業 名 ９ 款 １ 項 ２ 目 教育委員会事務局諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 36,554,000 0 0 310,000 36,244,000

前年度

前年度との比較 2,956,000 増減額 33,598,000 増減率 1,136.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

教育委員会の運営等に係る経費

事 業 目 的

☆増額理由☆ 主に、臨時的に行う教育施設長寿命化計画策定業務及び

車両２台の購入費の増による。

【教育長に係る交際費、出張旅費等の予算】

○旅費

・特別旅費 千葉県都市教育長協議会総会（千葉市）他 6,020円

○交際費

事 業 内 容 ・教育長交際費 100,000円

【教育委員会の運営等に係る予算】

○共済費 教育委員会各課等で雇用する臨時職員の共済費

・雇用保険料、労働災害補償保険料 1,275,097円

○報償費

・事務事業外部評価謝礼

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく、教育委員会の

点検及び評価の外部評価謝礼（２名分） 8,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○需用費

・消耗品費 雑誌図書購読料、事務用消耗品等 208,050円

・燃料費 公用車ガソリン代 68,990円

計 277,040円

（予算計上額 278千円）

○役務費

・通信運搬費

雇用保険事務手続きに使用する返信用封筒切手代 2,980円

○委託料

・教育施設長寿命化計画策定業務 32,076,000円

○使用料及び賃借料

・ファクシミリ賃借料 教育委員会ＦＡＸのリース料 2,700円

・車両賃借料 学校管理用軽バン１台のリース料(３ヶ月分) 40,824円

計 43,524円

（予算計上額 44千円）

○備品購入費

事 業 内 容 ・事務用車両 学校管理用軽バン１台、軽トラック１台 2,547,000円

○負担金補助及び交付金

＜負担金＞

・千葉県都市教育長協議会負担金 22,000円

・千葉県公立学校施設整備期成会負担金 12,000円

・千葉県都市教育長協議会情報交換会負担金 8,000円

・印旛地区教育委員会連絡協議会研修視察負担金 5,000円

・関東地区都市教育長協議会総会負担金 33,000円

小計 80,000円

＜補助金＞

・県立佐倉東高等学校定時制教育振興会補助金 135,000円

（予算計上額 215千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２３７

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 教育指導諸費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 62,490,000 0 0 6,770,000 55,720,000

前年度

前年度との比較 59,043,000 増減額 3,447,000 増減率 5.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

特別支援の充実、長欠・不登校児童生徒が増え、教育問題として喫緊

事 業 目 的 の課題である。個々の教育的なニーズに対応し適切な支援を行うことの

できる人員確保し、学校全体の教育課題を解決する。

☆増額理由☆ 訪問等用の公用車２台の購入及びスクールソーシャル

ワーカーの雇用形態の変更（週１日増）による。

○報酬 就学区域審議会１０人分 101,000円

○共済費 臨時職員保険料

・特別支援教育支援員保険料 23人分 11,113,693円

・校内適応指導教室補助教員保険料 5人分 2,560,260円

○賃金 ・事故対策補助教員 1,200円*50時間 60,000円

100円*7日 700円

事 業 内 容 ・校内適応指導教室補助教員

1,000円*（7時間*198日＋4時間*2日）*5人 6,970,000円

100円*200日*5人 100,000円

・特別支援教育支援員

940円*（7時間*198日＋4時間*2日）*23人 30,138,280円

100円*200日*23人 460,000円

・図書館司書

1,000円*4時間*3日*46週*4人 2,208,000円

100円*3日*46週*4人 55,200円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・スクールソーシャルワーカー

3,500円*5時間*3日*46週*1人 2,415,000円

100円*3日*46週*1人 13,800円

○消耗品費

交通安全対策用消耗品（自転車登校用ヘルメット、登下校用横断旗、

ランドセルカバー、防犯ブザー、反射クロス）等 1,380,770円

○備品購入費

軽乗用車 ２台 2,394,000円

○その他

学校評議員報償５人＊１２校、 小・中学校校長会１２人、教頭会

１５人分の負担金等 2,516,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２３９

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 外国語指導助手事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 38,017,000 0 0 0 38,017,000

前年度

前年度との比較 37,390,000 増減額 627,000 増減率 1.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

外国人講師による英語指導。ネイティブな英語を取り入れ、より国際

理解教育を進め、コミュニケーション能力の向上（特に話す、聞く）と

事 業 目 的 異文化理解を深める。また、英語教育におけるコンサルティングにもな

っていただき、児童生徒の英語力の向上につなげる。

（市内各幼稚園、保育園の行事への派遣）

☆増額理由☆ 消費税額の変更による

○委託料 38,016,776円

市内各小中学校への ALTの派遣
外国語指導助手派遣業務委託契約（債務負担行為）

平成３０年４月から平成３３年３月まで（３年間）

平成３０年度 8.５名

平成３１年度 8.５名

平成３２年度 ９名配置

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２３９

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 教育支援センター管理運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 12,131,000 6,359,000 0 1,213,000 4,559,000

前年度

前年度との比較 12,213,000 増減額 △82,000 増減率 △0.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

学校に登校できなくなった児童生徒の居場所を作り、心を安定させ、

学校に復帰させるために適応指導教室を設置し、学習支援や教育相談活

動を行う。

事 業 目 的 学校に関するさまざまな悩みを抱えている児童生徒及び保護者に対し

て、個別相談（カウンセリング）の対応を行い、相談体制の充実を図る。

登校児童生徒の居場所を確保するとともに、学習支援やスキル学習、

教育相談活動を行うとともに、学校と連携し児童生徒の成長を支援する。

☆減額理由☆ 運営費（消耗品費等）の減

○報酬 学校教育相談員 ５人 5,460,000円

○共済費 臨時職員保険料

・学校教育相談員 ５人 1,586,640円

・カウンセラー １人 937,560円

○賃金 カウンセラー 3,000円*7時間*週3日*46週 2,898,000円

事 業 内 容 100円*週3日*46週 13,800円

電話相談員 900円*6時間*週3日*46週 745,200円

100円*週3日*46週 13,800円

○その他 教育支援センター運営費

（報償費・消耗品費・光熱水費・通信運搬費・手数料等）

474,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４０

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 教育センター運営費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 2,056,000 0 0 210,000 1,846,000

前年度

前年度との比較 2,140,000 増減額 △84,000 増減率 △3.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

教職員の指導力及び資質を向上させ、たくましく生きる力を持った園

児・児童生徒の育成に努める。

事 業 目 的 学級運営、学年主任、教務主任、学校人権教育、教育相談、特別支援教

育、小学校英語の領域について研修会を実施する。また、 教務主任優良

校研修視察、八街市教育講演会を実施する。

☆減額理由☆ 運営費（消耗品費等）の減

○共済費 臨時職員保険料 425,510円

○賃金 臨時職員 1人

1,200円*7.75時間*週3日*50週 1,395,000円

100円*週3日*50週 15,000円

○報償費 講師謝礼 50,000円

事 業 内 容

○需用費 （消耗品費・食料費） 170,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４０

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 育て八街っ子推進事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 291,000 0 0 0 291,000

前年度

前年度との比較 307,000 増減額 △16,000 増減率 △5.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

園児・児童生徒の生活の安定と健全育成をめざして、八街市における

連携教育の在り方について研究し実践する。

事 業 目 的 本市の教育施策の要である、幼小中高連携教育を円滑に進めるため、

各学校区の特色に応じた活動を支援し、職員が共同実践できるように資

料を作成する。

☆減額理由☆ 自動車借上料の減

○印刷製本費 幼小中高連携リーフレット 70,400円

○使用料及び賃借料 自動車借上料

（八街中学区・中央中学区・南中学区） 220,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４０

事 業 名 ９ 款 １ 項 ３ 目 教育支援体制整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,189,000 816,000 0 349,000 2,024,000

前年度

前年度との比較 3,192,000 増減額 △3,000 増減率 △0.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

特別な支援を必要とする子どもについて、就学前から卒業後にわたる

切れ目ない支援体制を整備し、教育委員会と福祉・保健・医療等につい

事 業 目 的 て連携し一貫した支援体制を構築する。

発達障害支援アドバイザーを配置し、福祉部局等と連携を図りつつ、教

職員とも日常的に連携、協力をしながら発達障害の可能性のある児童生

徒に対する指導・情報提供を専門的な観点から行う。

☆減額理由☆ 需用費の減

○賃金 ・発達障害支援アドバイザー ２人

1,200円*7時間*週3日*48週*2人 2,419,200円

100円*3日*48週*2人 28,800円

○共済費 臨時職員保険料 706,777円

○需用費 消耗品費 32,320円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４１

事 業 名 ９ 款 ２ 項 １ 目 小学校施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 20,796,000 0 0 0 20,796,000

前年度

前年度との比較 53,921,000 増減額 △33,125,000 増減率 △61.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

小学校施設の維持管理のための改修工事等を適正に実施し、良好な

事 業 目 的 学校生活の維持を図る。

☆減額理由☆ 平成３０年度に計上した二州小学校受水槽更新工事等が

完了したことによる減額。

なお、通常の維持管理工事の外に、朝陽小学校パソコン

教室改修工事、小学校消防設備改修工事を本年度計上した。

○工事請負費

・小学校９校の学校施設の維持管理工事費 6,000,000円

・朝陽小学校パソコン教室改修工事（新規） 3,131,000円

・小学校消防設備改修工事（新規） 9,915,000円

事 業 内 容 ・スクールゾーン路面標示整備工事 1,750,000円

計 20,796,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

317



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４１

事 業 名 ９ 款 ２ 項 １ 目 小学校管理諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 79,302,000 0 0 1,338,000 77,964,000

前年度

前年度との比較 72,189,000 増減額 7,113,000 増減率 9.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

学校の管理運営に係る事務的経費、光熱水費、電話料等の経費

事 業 目 的

☆増額理由☆ 主に、学校用務員が、正規職員の退職に伴い臨時職員で

の対応になったことによる賃金等の増と、空調設備の整備

に伴う電気代の増による。

【臨時職員（小学校用務員６名）に係る予算】

○共済費

・学校用務員保険料 健康保険料、厚生年金保険料等 2,702,035円

○賃金

事 業 内 容 ・賃金 10,044,000円

・通勤手当 144,000円

計 10,188,000円

○旅費

・普通旅費 学校と市教委間の文書送受に係る旅費 139,860円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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【小学校９校分の管理運営に係る予算】

○需用費

・消耗品費 コピー用紙代 1,815,000円

学校管理運営に必要な事務用消耗品 10,858,000円

・燃料費 灯油、ガソリン代 1,608,000円

・印刷製本費 学校要覧、封筒印刷代 553,000円

・光熱水費 上下水道、電気、ガス代 42,037,000円

・修繕料 施設等修繕料 2,541,000円

計 59,412,000円

○役務費

・通信運搬費 電話代 3,574,000円

切手、ハガキ代 237,000円

・手数料 植木剪定、楽器調整、クリーニング代等 1,195,000円

計 5,006,000円

○使用料及び賃借料

・自動車借上料 救急用タクシー借り上げ代 81,000円

事 業 内 容 ・放送受信料 ＮＨＫ受信料 130,905円

・複写機賃借料 コピー機リース料 1,497,438円

計 1,709,343円

（予算計上額 1,710千円）

○原材料費

・小学校グラウンド整備用砂 143,000円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４２

事 業 名 ９ 款 ２ 項 １ 目 小学校施設維持管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 42,821,000 0 0 0 42,821,000

前年度

前年度との比較 31,640,000 増減額 11,181,000 増減率 35.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 小学校施設の維持管理を適正に行い、良好な学校生活の維持を図る。

☆増額理由☆ 空調機保守点検業務、ＰＣＢ廃棄物処理業務による増額。

○需用費 ・消耗品費 小学校９校の消耗品 822,000円

・修繕料 施設維持管理等の修繕 5,400,000円

計 6,222,000円

○役務費 ・手数料 法令に伴う各種検査等 558,000円

○委託料 施設の管理委託等 27,507,000円

事 業 内 容 委託業務は、校舎機械警備、浄化槽維持管理業務、貯水槽維持管理

業務、自家用電気工作物保安管理業務、給食用リフトの保守点検業務、

消防設備保守点検業務、ﾌﾟｰﾙ循環浄化ろ過装置保守点検業務、樹木

害虫駆除業務、朝陽小学校の乗用エレベーターの保守点検業務、樹木

伐採業務、特殊建築物定期調査業務、遊具点検業務、空調保守点検業

務(新規)、ＰＣＢ廃棄物処理業務（新規）である。

○使用料及び賃借料

・消火器、AED、ﾄｲﾚ洗浄・静菌ｼｽﾃﾑに係る賃借料 5,595,000円

○備品購入費 一般管理備品の購入費 2,939,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４４

事 業 名 ９ 款 ２ 項 ２ 目 小学校教育振興費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 123,333,000 194,000 0 0 123,139,000

前年度

前年度との比較 46,931,000 増減額 76,402,000 増減率 162.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域の教育力を取り入れ、児童の興味関心を高めるとともに､新しい

学習内容に適応した教材、図書を供与する。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 教育用コンピュータの賃借及び校務用コンピュータの

更改による。

○報償費（講師等謝礼） 377,000円

○需用費 消耗品等（小学校9校分含む） 5,432,000円

○役務費 通信運搬費（インターネット使用料等） 1,014,571円

○委託料 教育用コンピュータ保守業務

事 業 内 容 ［タブレット賃借及び ICT支援員派遣含む］
平成29年度債務負担行為（平成29年8月～平成34年7月）

《実住・笹引・二州・沖分校・川上・八街北》 21,657,330円

平成31年度債務負担行為（平成31年8月～平成36年7月）

《朝陽・交進・八街東》 13,767,216円

○使用料及び賃借料

・校務用コンピュータ整備［サーバー・校内 LAN・プリンタ（保守込）］
平成30年度債務負担行為（平成31年2月～平成36年1月）

《小学校９校分》 67,711,236円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・教育用コンピュータ賃借（平成31年4月～6月）

《朝陽・交進・八街東》 1,154,484円

・教育用コンピュータ賃借（図書室） 1,575,109円

・教育用コンピュータサーバー賃借料

平成27年度債務負担行為（平成27年9月～平成34年3月）

《実住・笹引・二州・沖分校・川上・八街北》 500,964円

・ソフトウェア使用料（ウイルス対策ソフト） 424,764円

・各種大会への児童の送迎輸送バスの借り上げ料 6,743,673円

○備品購入費 児童用図書等（小学校9校分） 2,920,000円

○その他（負担金等） 52,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４５

事 業 名 ９ 款 ２ 項 ２ 目 小学校教材備品等購入費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,709,000 0 0 0 1,709,000

前年度

前年度との比較 1,709,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域の教育力を取り入れ、児童の興味関心を高めるとともに､新しい

学習内容に適応した教材、図書を供与するため。

事 業 目 的 国で定める新学習指導要領に基づき、指導内容に合わせて教材の整備

をしています。

各小学校９校で整備計画をたて、優先順位の高い順から整備します。

○備品購入費 （一般教材） 1,709,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

323



新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４５

事 業 名 ９ 款 ２ 項 ２ 目 小学校理科教育振興用備品購入費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,130,000 550,000 0 0 580,000

前年度

前年度との比較 1,130,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

小学校に対して、教科指導上必要な備品を整備することにより、学校

教育の充実を図る。

事 業 目 的 国で定める新学習指導要領に基づき、指導内容に合わせて教材の整備

をしています。

各小学校９校で整備計画をたて、優先順位の高い順から整備します。

○備品購入費 （理科教材） 1,130,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４５

事 業 名 ９ 款 ２ 項 ２ 目 小学校児童援助奨励金

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 20,466,000 2,527,000 0 0 17,939,000

前年度

前年度との比較 18,598,000 増減額 1,868,000 増減率 10.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

①経済的理由により就学が困難と認められる児童に必要な教育を受け

させるため、援助を行う。

事 業 目 的 ②障害のある児童の就学における経済的負担を保護者の負担能力に応

じて負担し、特別支援教育の普及奨励を図る。

☆増額理由☆ 認定児童の増による

○就学援助費 15,665,920円

給食費・・・１９４人（４，４３０円×１１ヶ月）

学用品費・・・１９４人（１１，４２０円）

新入学用品費（入学準備費）・・・２０人（４０，６００円）

通学用品費・・・１７４人（２，２３０円)

校外活動費（泊なし）・・・１４８人（１，５７０円）

校外活動費（泊有り）・・・３６人（３，６２０円）

修学旅行費・・準要４６人＋要保護１２人＝５８人（２１，４９０円）

事 業 内 容 医療費・・・６，２４０円

ＰＴＡ会費・・・１９４人（３，３８０円）

クラブ活動費・・・１９４人（２，７１０円）

○特別支援就学援助費 4,799,085円

給食費・・・１３５人（２，２１５円×１１ヶ月）

学用品費・・・１３５人（５，７１０円）

新入学用品費・・・９人（２０，３００円）

校外活動費（泊なし）・・・１３５人（７８５円）

校外活動費（泊あり）・・・４１人（１，８１０円）

修学旅行費・・・３５人（１０，７４５円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４６

事 業 名 ９ 款 ３ 項 １ 目 中学校施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 8,579,000 0 0 0 8,579,000

前年度

前年度との比較 13,991,000 増減額 △5,412,000 増減率 △38.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中学校施設の維持管理のための改修工事等を適正に実施し、良好な

事 業 目 的 学校生活の維持を図る。

☆減額理由☆ 平成３０年度に計上した八街南中学校プレハブ校舎床改修

工事及び八街中央中学校防球ネット設置工事が完了したこ

とによる減額。

なお、通常の維持管理工事の外に、消防設備の改修工事

を本年度計上した。

○工事請負費

・中学校4校の学校施設の維持管理工事費 4,000,000円

・中学校消防設備改修工事（新規） 4,579,000円

事 業 内 容 計 8,579,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４６

事 業 名 ９ 款 ３ 項 １ 目 中学校管理諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 51,268,000 0 0 844,000 50,424,000

前年度

前年度との比較 49,765,000 増減額 1,503,000 増減率 3.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

学校の管理運営に係る事務的経費、光熱水費、電話料等の経費

事 業 目 的

☆増額理由☆ 主に、複写機賃借料を中学校施設維持管理事業費から

移行したことによる。

【臨時職員（中学校用務員４名）に係る予算】

○共済費

・学校用務員保険料 健康保険料、厚生年金保険料等 1,536,157円

○賃金

事 業 内 容 ・賃金 6,696,000円

・通勤手当 96,000円

計 6,792,000円

○旅費

・普通旅費 学校と市教委間の文書送受に係る旅費 71,484円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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【中学校４校分の管理運営に係る予算】

○需用費

・消耗品費 コピー用紙代 1,774,000円

学校管理運営に必要な事務用消耗品 7,255,000円

・燃料費 灯油、ガソリン代 1,168,000円

・印刷製本費 学校要覧、封筒印刷代 477,000円

・光熱水費 上下水道、電気、ガス代 25,479,000円

・修繕料 施設等修繕料 2,631,000円

計 38,784,000円

○役務費

・通信運搬費 電話代 1,867,000円

切手、ハガキ代 151,000円

・手数料 植木剪定、楽器調整、クリーニング代等 690,000円

計 2,708,000円

○使用料及び賃借料

・自動車借上料 救急用タクシー借り上げ代 80,000円

事 業 内 容 ・放送受信料 ＮＨＫ受信料 58,180円

・複写機賃借料 コピー機リース料 1,084,752円

計 1,222,932円

（予算計上額 1,224千円）

○原材料費

・中学校グラウンド整備用砂 151,000円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２４７

事 業 名 ９ 款 ３ 項 １ 目 中学校施設維持管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 18,258,000 0 0 0 18,258,000

前年度

前年度との比較 16,430,000 増減額 1,828,000 増減率 11.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

事 業 目 的 中学校施設の維持管理を適正に行い、良好な学校生活の維持を図る。

☆増額理由☆ 空調機保守点検業務及び八街中学校と八街北中学校の老

朽化した牛乳保冷庫を更新することによる増額。

○需用費 ・消耗品費 中学校４校の消耗品 583,000円

・修繕料 施設維持管理等の修繕 4,500,000円

計 5,083,000円

○役務費 ・手数料 法令に伴う各種検査等 65,000円

事 業 内 容 ○委託料 施設の管理委託等 9,469,000円

委託業務は、校舎機械警備、浄化槽維持管理業務、貯水槽維持管理

業務、自家用電気工作物保安管理業務、中央中エレベーター保守点検

業務、消防設備保守点検業務、ﾌﾟｰﾙ循環浄化ろ過装置保守点検業務、

樹木害虫駆除業務、樹木伐採業務、特殊建築物定期調査業務、遊具点

検業務、空調設備保守点検業務（新規）である。

○使用料及び賃借料 消火器、AEDに係る賃借料 331,000円

○原材料費 施設維持管理用資材 195,000円

○備品購入費 一般管理備品の購入費 3,115,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４８

事 業 名 ９ 款 ３ 項 ２ 目 中学校教育振興費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 63,263,000 0 0 0 63,263,000

前年度

前年度との比較 24,383,000 増減額 38,880,000 増減率 159.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

地域の教育力を取り入れ、生徒の興味関心を高めると共に、新しい学

習内容に適応した教材、図書を供与する。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 教育用コンピュータの賃借及び校務用コンピュータの

更改による。

○報償費（講師等謝礼） 160,000円

○需用費 消耗品等（中学校4校分含む） 6,223,000円

○役務費 通信運搬費（インターネット使用料等） 437,477円

事 業 内 容 ○委託料 ・教育用コンピュータ保守業務

［タブレット賃借及び ICT支援員派遣含む］
平成29年度債務負担行為（平成29年8月～平成34年7月）

《八街北》 4,038,450円

平成31年度債務負担行為（平成31年8月～平成36年7月）

《八街・八街中央・八街南》 14,380,416円

・学力向上調査テスト 1,788,911円

○使用料及び賃借料

・教育用コンピュータ賃借（平成31年4月～6月）

《八街・八街中央・八街南》 1,154,484円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・教育用コンピュータ賃借（図書室） 700,048円

・校務用コンピュータ整備［サーバー・校内 LAN・プリンタ（保守込）］
平成30年度債務負担行為（平成31年2月～平成36年1月）

《中学校４校分》 30,312,900円

・ソフトウェア使用料（ウイルス対策ソフト） 188,784円

・自動車借上料 216,978円

○備品購入費 生徒用図書等（中学校4校分配当） 2,440,000円

○補助金（大会派遣事業補助金等） 1,220,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４９

事 業 名 ９ 款 ３ 項 ２ 目 中学校教材備品等購入費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,485,000 0 0 0 1,485,000

前年度

前年度との比較 1,485,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中学校に対して、教科指導上必要な備品を整備することにより、学校

教育の充実を図る。

事 業 目 的 国で定める新学習指導要領に基づき、指導内容に合わせて教材の整備

をしています。

各中学校４校で整備計画をたて、優先順位の高い順から整備します。

○備品購入費 （一般教材） 1,485,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４９

事 業 名 ９ 款 ３ 項 ２ 目 中学校理科教育振興用備品購入費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,020,000 500,000 0 0 520,000

前年度

前年度との比較 1,020,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中学校に対して、教科指導上必要な備品を整備することにより、学校

教育の充実を図る。

事 業 目 的 国で定める新学習指導要領に基づき、指導内容に合わせて教材の整備を

しています。

各中学校４校で整備計画をたて、優先順位の高い順から整備します。

○備品購入費 （理科教材） 1,020,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２４９

事 業 名 ９ 款 ３ 項 ２ 目 中学校生徒援助奨励金

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 28,252,000 3,591,000 0 0 24,661,000

前年度

前年度との比較 23,102,000 増減額 5,150,000 増減率 22.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

①経済的理由により就学が困難と認められる児童に必要な教育を受け

させるため、援助を行う。

事 業 目 的 ②障害のある児童の就学における経済的負担を保護者の負担能力に応

じて負担し、特別支援教育の普及奨励を図る。

☆増額理由☆ 認定児童の増による

○就学援助費 21,527,300円

給食費・・・１３４人（５，０６０円×１１ヶ月）

学用品費・・・１３４人（２２，３２０円）

新入学用品費（入学準備費）・・・４０人（４７，４００円）

通学用品費・・・９４人（２，２３０円)

校外活動費（泊なし）・・・８７人（２，２７０円）

修学旅行費・・準要５３人＋要保護８人＝６１人（５７，５９０円）

事 業 内 容 医療費・・・３，７２０円

生徒会費・・・１３４人（５，４５０円）

ＰＴＡ会費・・・１３４人（４，１９０円）

クラブ活動費・・・１３４人（２９，６００円）

○特別支援就学援助費 6,723,335円

給食費・・・１２２人（２，５３０円×１１ヶ月）

学用品費・・・１２２人（１１，１６０円）

新入学用品費・・・３４人（２３，７００円）

校外活動費（泊なし）・・・８４人（１，１３５円）

修学旅行費・・・３７人（２８，７９５円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２５０

事 業 名 ９ 款 ３ 項 ３ 目 中学校施設改修事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 292,768,000 47,679,000 244,300,000 0 789,000

前年度

前年度との比較 4,200,000 増減額 288,568,000 増減率 6870.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

中学校施設の維持管理のための改修工事等を適正に実施し、良好な

事 業 目 的 学校生活の維持を図る。

☆増額理由☆ 八街中学校非構造部材耐震改修工事及び八街南中学校

屋内運動場大規模改修工事設計業務による増額。

【国庫補助対象工事】

事業名：防災機能強化事業、補助率1/3（八街中）
事業名：大規模改造(老朽)事業、補助率1/3（八街南中）

〇需用費

・消耗品費 八街中学校屋内運動場非構造部材

事 業 内 容 耐震改修等工事に係る消耗品（新規） 472,000円

○委託料

・八街中学校屋内運動場非構造部材耐震改修等工事監理業務（新規）

13,904,000円

・八街南中学校屋内運動場大規模改修工事設計業務（新規）

2,700,000円

計 16,604,000円

〇工事請負費

・八街中学校屋内運動場非構造部材耐震改修等工事（新規）

275,692,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ２５０

事 業 名 ９ 款 ４ 項 １ 目 私立幼稚園就園奨励費補助事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 43,382,000 25,144,000 0 0 18,268,000

前年度

前年度との比較 33,438,000 増減額 9,944,000 増減率 29.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

私立幼稚園の設置者が行う入園料及び保育料の減免に対して補助を行

うことにより幼児教育の振興を図ることを目的とする。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 幼児教育無償化による影響額を見込んで算出した結果に

よる増額

○負担金補助及び交付金

補助金

私立幼稚園就園奨励費補助金 43,382,000円
※平成 30年度 10月の実績を基準とし、過去 2ヶ年度の実績平均や
無償化による歳出増を見込んで計上

事 業 内 容 対象幼稚園 文化幼稚園

すずらん幼稚園

泉幼稚園

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 市民部 子育て支援課 予算書：Ｐ２５１

事 業 名 ９ 款 ４ 項 １ 目 私立幼稚園運営費補助事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 1,866,000 0 0 0 1,866,000

前年度

前年度との比較 2,033,000 増減額 △167,000 増減率 △8.2

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

私立幼稚園の運営費の一部を補助することにより私立幼稚園の健全な

運営と保護者の費用負担の軽減を図り、幼児教育の振興を図ることを目

事 業 目 的 的とする。

☆減額理由☆ 対象園児数の減少による減額

○負担金補助及び交付金

補助金

私立幼稚園運営費補助金 1,866,000円
補助金算出基礎 100,000円×クラス数＋ 2,400円×児童数

対象幼稚園 文 化 幼 稚 園（77人） 884,800円
すずらん幼稚園（81人） 594,400円

事 業 内 容 泉 幼 稚 園（36人） 386,400円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２５１

事 業 名 ９ 款 ４ 項 １ 目 幼稚園施設整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 445,000 0 0 0 445,000

前年度

前年度との比較 2,452,000 増減額 △2,007,000 増減率 △81.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

幼稚園施設の維持管理のための改修工事等を適正に実施し、良好な

事 業 目 的 幼稚園生活の維持を図る。

☆減額理由☆ 平成30年度に計上した八街第一幼稚園フェンス改修工事

が完了したことによる減額。

なお、川上幼稚園滅菌機交換工事を本年度計上した。

○工事請負費

・川上幼稚園滅菌機交換工事（新規） 445,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２５１

事 業 名 ９ 款 ４ 項 １ 目 幼稚園諸費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 24,023,000 0 0 6,901,000 17,122,000

前年度

前年度との比較 15,969,000 増減額 8,054,000 増減率 50.4

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

幼稚園の管理運営に係る事務的経費、光熱水費、電話料等の経費

事 業 目 的

☆増額理由☆ 主に、正規職員の退職及び八街第一幼稚園のクラス増に

伴い臨時職員２名の雇用を行うことになった賃金等の増に

よる。

【臨時職員（臨時教諭４名、特別支援教育支援員７名）に係る予算】

○共済費

・臨時教諭保険料 健康保険料、厚生年金保険料等 2,452,482円

○賃金

事 業 内 容 ・賃金 14,249,900円

・通勤手当 211,300円

計 14,461,200円

（予算計上額 14,462千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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【幼稚園３園分の管理運営に係る予算】

○報償費

・学校評議員報償 48,000円

○旅費

・普通旅費 幼稚園と市教委間の文書送受に係る旅費 26,640円

・特別旅費 各種研修会等に係る旅費 132,000円

計 158,640円

（予算計上額 159千円）

○需用費

・消耗品費 幼稚園管理運営に必要な事務消耗品 1,353,000円

・印刷製本費 修了証書印刷代 55,000円

・光熱水費 上下水道、電気、ガス代 4,336,000円

・修繕料 施設等修繕料 381,000円

計 6,125,000円

○役務費

・通信運搬費 電話代 582,000円

事 業 内 容 ・手数料 植木剪定、楽器調整、クリーニング代等 102,000円

計 684,000円

○使用料及び賃借料

・自動車借上料 救急用タクシー借り上げ代 4,500円

○原材料費

・園庭整備用砂 35,000円

○負担金補助及び交付金

・千葉県国公立幼稚園・こども園協会負担金 51,840円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 教育総務課 予算書：Ｐ２５２

事 業 名 ９ 款 ４ 項 １ 目 幼稚園施設維持管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 7,278,000 0 0 0 7,278,000

前年度

前年度との比較 5,856,000 増減額 1,422,000 増減率 24.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

幼稚園施設の維持管理を適正に行い、良好な園生活の維持を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 空調機保守点検業務による増額。

○需用費 ・修繕料 幼稚園３園の施設維持管理等の修繕 1,200,000円

○役務費 ・手数料 浄化槽法定検査 22,000円

○委託料 施設の管理委託等 3,904,000円

事 業 内 容 委託業務は、園舎機械警備、浄化槽維持管理業務、貯水槽維持管理

業務、消防設備保守点検業務、樹木害虫駆除業務、遊具点検業務、

樹木伐採業務、空調保守点検業務（新規）である。

○使用料及び賃借料

・第一幼稚園送迎用駐車場、消火器、複写機、AEDに係る賃借料
1,487,000円

○備品購入費 一般管理備品の購入費 665,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 社会教育課 予算書：Ｐ２５３

事 業 名 ９ 款 ５ 項 １ 目 社会教育振興費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 8,492,000 93,000 0 477,000 7,922,000

前年度

前年度との比較 20,002,000 増減額 △11,510,000 増減率 △57.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民の学習に対する意欲や関心を高めるため、高齢者学級、家庭教育

学級、家庭教育講演会、女性研修会、高等学校開放講座、社会教育振興

事 業 目 的 大会等を開催する。また、家庭教育、学校支援地域本部活動、社会教育

関係団体等を支援する。併せて、文化芸術の振興を図るため、市民音楽

祭、市民文化祭、芸術作品展等を開催する。

☆減額理由☆ 事務用車両の購入に伴う増額がある一方、主に、前年度

に計上した社会教育施設整備等調査業務委託料及び社会教

育施設案内看板設置工事費の皆減により大幅に減額。

○報酬 ・社会教育委員（13人） 393,000円

・社会教育指導員（２人） 2,184,000円

・家庭教育指導員（１人） 1,092,000円

計 3,669,000円

事 業 内 容 ○共済費 ・社会教育指導員保険料等（２人分） 644,000円

・家庭教育指導員保険料等（１人分） 322,000円

計 966,000円

○報償費 ・家庭教育学級講師謝礼 150,000円

・女性研修会講師謝礼 20,000円

・市民文化祭審査員謝礼 50,000円

計 220,000円

○旅費 ・社会教育関係会議等往復電車賃 5,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○需用費 ・消耗品費 各種事業用物品 他 354,000円

・燃料費 公用車燃料 64,000円

・食糧費 各種行事時講師等弁当・救護用飲料 22,000円

・修繕料 公用車車検代(新車購入につき0円)

計 440,000円

○役務費 ・通信運搬費 返信用切手代 5,000円

・手数料 各種行事講師派遣手数料 350,000円

・筆耕翻訳料 行事時手話通訳・要約筆記料 180,000円

・保険料 公用車自賠責保険料(新車購入につき0円）

計 535,000円

○委託料 ・高等学校開放講座委託料 250,000円

○使用料及び賃借料

・市民音楽祭参加生徒送迎用バス(大型２台) 137,000円

・印旛郡市社会教育振興大会参加者送迎用バス(中型１台) 54,000円

計 191,000円

事 業 内 容

○備品購入費 ・事務用車両（軽バン） 1,470,000円

○負担金補助及び交付金

・千葉県社会教育振興大会参加負担金 21,000円

・印旛郡市社会教育委員連絡協議会負担金 50,000円

・八街市連合婦人会活動補助金 270,000円

・八街市ＰＴＡ連絡協議会活動補助金 45,000円

・八街市文化協会活動補助金 360,000円

計 746,000円

○公課費 ・自動車重量税（新車購入につき0円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 社会教育課 予算書：Ｐ２５５

事 業 名 ９ 款 ５ 項 １ 目 青少年健全育成費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,392,000 2,274,000 0 136,000 3,982,000

前年度

前年度との比較 5,256,000 増減額 1,136,000 増減率 21.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

体験活動や学習を通じて青少年の健全育成を図ることを目的に、青少

年交流会、少年少女のつどい大会、通学合宿、書き初め展、放課後子ど

事 業 目 的 も教室、成人式等を開催するとともに、たけのこの里を管理し運営する。

また、子どもたちに対する犯罪を未然に防ぎ、避難場所の確保を図る

ため、こども１１０番事業を支援する。

☆増額理由☆ 主に、放課後子ども教室（放課後児童クラブ一体型）を

２教室開設することによる増額（前年度は１教室開設）。

○報償費 ・青少年相談員報償 340,000円

・通学合宿学生ボランティア謝礼 98,000円

・新春子ども会書き初め展審査員謝礼 15,000円

・放課後子ども教室指導員等謝礼 1,737,000円

事 業 内 容 計 2,190,000円

○需用費 ・消耗品費 各種事業用物品 他 1,205,000円

・燃料費 たけのこの里管理用 2,000円

・食糧費 各種行事・会議用飲料 86,000円

・光熱水費 たけのこの里電気料 11,000円

計 1,304,000円

○役務費 ・手数料 たけのこの里管理用 他 22,000円

・筆耕翻訳料 成人式手話通訳料 18,000円

・保険料 行事用・こども110番の家保険料 205,000円

計 245,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）

344



○委託料 ・たけのこの里維持管理業務 523,000円

○使用料及び賃借料 ・通学合宿寝具リース料 64,000円

・たけのこの里仮設トイレリース料 101,000円

計 165,000円

○工事請負費 ・朝陽小放課後子ども教室建具改修工事 499,000円

○備品購入費 ・こども１１０番の家周知用看板(２基) 27,000円

・放課後子ども教室用備品(川上小・朝陽小) 861,000円

計 888,000円

○負担金補助及び交付金

・印旛地区青少年相談員連絡協議会負担金 24,000円

・印旛郡市子ども会育成連合会負担金 24,000円

・青少年相談員連絡協議会活動補助金 400,000円

・子ども会育成会連絡協議会活動補助金 130,000円

計 578,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 社会教育課 予算書：Ｐ２５６

事 業 名 ９ 款 ５ 項 １ 目 文化財保護費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,942,000 1,350,000 0 0 2,592,000

前年度

前年度との比較 2,650,000 増減額 1,292,000 増減率 48.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

〇 記入してください。

市民憲章“郷土を愛し、文化のかおり高いまち”の実現に向けて、市内に所在する各種文化財

事 業 目 的 の保護と活用を推進する。また、文化財保護法の中で教育委員会に義務付けられている、埋蔵

文化財調査を実施する。

☆増額理由☆

下記の事業を実施することによる増額。

・史跡「御成街道跡」(未指定箇所)の整備。

・史跡「こえっぱの弁天」発掘調査の実施。

※今後、「こえっぱの弁天」「御成街道跡」は国庫補助金等を活用しながら、保存目的の発掘調

査・整備等を複数年度にまたがり、段階的に実施していく予定。

〇報酬

・文化財審議会委員(委員長5,500円+委員5,000円×4人)×2回 ＝ 51,000円

〇報償費

事 業 内 容 ・文化財調査時謝礼(有識者10,000円×1)+(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等1,000円×20回)

＝ 30,000円

〇旅費

・旅費(特別)：文科省等研修(2,540円×3日×1人)。 ≒8,000円

〇消耗品費：平成30年の執行実績に平成31年度要求基準により算出。

・文化財関係事務用品+文化財保護・管理用消耗品等 58,000円

〇印刷製本費

・文化財調査写真現像・焼付代(ﾘﾊﾞｰｻﾙ1,050円+ﾓﾉｸﾛ2,050円)×4本×1.1≒14,000円

〇委託料

・文化財保護周知用立看板設置業務：200,000円×1基×1.10 ＝220,000円

・市指定文化財等整備委託

市指定史跡(柳沢牧野馬土手)除草等業務 一式 ≒184,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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・指定文化財等整備業務

「御成街道跡」

倒木・竹等撤去(切出し)一式 295,000円×1.1 ＝324,500円

内、国庫補助等分324,500円×0.625≒202,812円

内、市単費分 324,500円×0.375≒121,688円

「こえっぱの弁天」

発掘調査業務委託(印旛郡市文化財センター) 一式 2,626,586円

総額の内、補助対象経費 1,689,229円

補助対象内の国庫補助等分 1,689,229×0.625≒1,055,768円

補助対象内の市単費分 1,689,229×0.375≒633,461円

総額の内、補助対象外経費

2,626,586円―1,689,229円＝ 937,357円

〇使用料及び賃借料

・文化財調査用機械等賃借料：H3からの重機賃借回数の年間平均から算出

0.4ﾊﾞｯｸﾎｳ84,700円×1回+0.2ﾊﾞｯｸﾎｳ63,800円×3回 ≒277,000円

〇負担金補助及び交付金

・印旛地区文化財行政担当者連絡協議会負担金 5,000円

・八街市指定無形民俗文化財保護事業補助金

事 業 内 容 榎戸獅子舞保存会72,000円+文違麦つき踊り保存会72,000円＝144,000円

※市指定無形民俗文化財を保持する２団体の活動補助として、補助対象経費の

半額(上限80,000円×0.9)を補助。(榎戸獅子舞保存会については、活動休止中

であるが活動再開の際に直ちに助成できるようにするため計上)
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ２５７

事 業 名 ９ 款 ５ 項 １ 目 青少年育成基金費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 1,000 0

前年度

前年度との比較 5,000 増減額 △4,000 増減率 △80.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市青少年育成基金の設置、管理及び処分に関する条例第４条の規

定により、青少年育成基金を運用して得られる果実を積み立てる。

事 業 目 的

○積立金

◆青少年育成基金積立金 9,979千円× 0.007％＝ 698円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 中央公民館 予算書：Ｐ２５８

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ２ 目 中央公民館管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 21,583,000 0 0 2,446,000 19,137,000

前年度

前年度との比較 25,055,000 増減額 △3,472,000 増減率 △13.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

学術及び文化に関する各種講座、こうみんかん祭等の事業を行い、市

事 業 目 的 民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社

会福祉の増進に寄与する。

☆減額理由☆ 前年度に実施した、大会議室用軽量パイプ椅子購入が

完了したことによる減額。

○報酬 ・公民館運営審議会委員（非常勤特別職の報酬） 131,000円
○賃金 ・臨時職員 １名分 540,000円

・臨時職員（通勤手当相当賃金） １名分 10,900円
計 550,900円

（予算計上額 551千円）
○報償費・講師謝礼 主催学習講座講師謝礼 800,000円
○旅費 ・特別旅費 初任者研修 5,800円

（予算計上額 6千円）
○需用費・消耗品費 水銀灯・蛍光灯・清掃用具他 402,800円

事 業 内 容 ・燃料費 公用車ガソリン代他 50,129円
・食糧費 来賓役員昼食代他 19,600円
・印刷製本費 使用許可申請書印刷他 101,520円
・光熱水費 上下水道・電気・ガス代 5,590,691円
・施設等修繕料 施設管理用修繕他 874,039円

計 7,038,779円
（予算計上額 7,042千円）

○役務費 ・通信運搬費 財務会計に伴う通信費他 286,314円
・手数料 防災用井戸水質検査他 68,200円
・保険料 公民館総合補償制度 84,000円

計 438,514円
（予算計上額 441千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 ・清掃業務 日常清掃・定期清掃 4,199,120円
・警備業務 館内機械警備 189,660円
・貯水槽維持管理業務 82,500円
・電気工作物保安管理業務 197,508円
・消防設備保守点検業務 448,352円
・空調設備等保守点検業務 490,500円
・エレベーター保守点検業務 442,800円
・舞台機構照明機器保守点検業務 346,500円
・グランドピアノ保守点検業務 58,644円
・庭園管理業務 385,000円
・印刷機保守点検業務 38,220円
・夜間管理業務 2,164,305円
・特殊建築物定期調査業務 194,400円
・自動ドア保守点検業務 43,600円

計 9,281,109円
（予算計上額 9,288千円）

○使用料及び賃借料 ・清掃用具賃借料 205,356円
事 業 内 容 ・複写機賃借料 478,050円

・放送受信料（NHK） 14,681円
・ﾄｲﾚ洗浄、静菌ｼｽﾃﾑ賃借料 387,168円
・バス賃借料 387,600円
・消火器賃借料 36,126円

計 1,508,981円
（予算計上額 1,513千円）

○備品購入費 ・管理運営用備品 475,000円
・事務用車両 1,300,000円

計 1,775,000円
（予算計上額 1,775千円）

○負担金補助

及び交付金 ・千葉県公民館連絡協議会負担金 25,000円
・千葉県公民館研究大会負担金 7,500円
・印旛地区公民館連絡協議会負担金 2,800円

計 35,300円
（予算計上額 36千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 中央公民館 予算書：Ｐ２６０

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ２ 目 中央公民館整備事業費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 3,118,000 0 0 0 3,118,000

前年度

前年度との比較 54,289,000 増減額 △51,171,000 増減率 △94.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

社会教育・生涯学習の拠点施設として重要な役割を果たしている中央

事 業 目 的 公民館を、市民の方々が安全に安心して利用できるようにするため、施

設の計画的な改修を行う。

☆減額理由☆ 前年度に実施した、エレベーター更新工事が完了したこ

とによる減額。

○工事請負費

（施設等改修工事）・南棟給排水衛生設備改修工事 2,070,000円
・自家発電設備改修工事（消火栓用） 1,047,200円

計 3,117,200円
（予算計上額 3,118千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 図書館 予算書：Ｐ２６０

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ３ 目 図書館管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 41,480,000 0 0 4,029,000 37,451,000

前年度

前年度との比較 44,537,000 増減額 △3,057,000 増減率 △6.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・市民に役立つ情報を発信し、知的財産を次世代に伝えるために蔵書を

充実し資料提供に努める。

事 業 目 的

☆減額理由☆

休職職員の復帰に伴い、臨時職員雇用数が削減となるため。

○報酬 ・図書館協議会 会長等 61,000円

○共済費 ・臨時職員保険料 375,024円

○賃金 ・臨時職員賃金等 7,795,200円

（予算計上額 7,796千円）

○報償費 ・夏休み子ども科学講座等 51,000円

事 業 内 容

○旅費 6,878円

○需用費 7,947,741円

（予算計上額 7,951千円）

・消耗品費 新聞・雑誌購入等 2,007,808円

・燃料費 公用車・移動図書館 125,000円

・食糧費 ボランティア茶菓子代 15,240円

・印刷製本費 図書館カレンダー等 64,900円

・光熱水費 電気代・上下水道 5,335,213円

・修繕料 公用車車検代等 399,580円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費 ・通信運搬費 電話使用料等 816,192円

・手数料 クリーニング代 1,000円

・保険料 公用車自賠責保険料 17,350円

○委託料 6,964,620円

（予算計上額 6,970千円）

・清掃業務 2,348,532円

・警備業務 117,720円

・電気工作物保安管理業務 197,508円

・消防設備保守点検業務 381,236円

・空調設備保守点検業務 1,556,210円

・自動ドア保守点検業務 202,740円

・小荷物用昇降機保守点検業務 374,088円

・TRC新刊全件マーク作成業務 1,373,400円

・夜間受付管理業務 413,186円

○使用料及び賃借料 7,072,191円

（予算計上額 7,075千円）

事 業 内 容 ・図書館システム賃借料 6,108,800円

・複写機賃借料 54,965円

・トイレ洗浄、静菌システム賃借料 103,550円

・エアコン賃借料 250,128円

・TOOLi使用料 470,880円

・消火器賃借料 18,468円

・みんなでシネマ利用料 65,400円

○備品購入費

・貸出用図書等 10,300,000円

○負担金補助及び交付金

・日本図書館協会負担金 37,000円

・千葉県公共図書館協会負担金 10,400円

○公課費 ・自動車重量税 8,800円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 図書館 予算書：Ｐ２６３

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ３ 目 図書館整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 73,836,000 0 60,000,000 0 13,836,000

前年度

前年度との比較 3,650,000 増減額 70,186,000 増減率 1,922.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・市民が安全で快適な環境で図書館を利用できるよう環境整備と計画的

な施設維持管理を行う。

事 業 目 的

☆増額理由☆

施設の老朽化に伴う工事請負費の増額による。

○委託料

・空調設備更新工事設計業務 3,649,320円

・空調設備更新工事管理業務 2,970,000円

事 業 内 容 ○工事請負費

・空調設備更新工事 58,300,000円

・床張替工事 6,000,000円

・音響設備更新工事 2,916,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 図書館 予算書：Ｐ２６３

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ３ 目 視聴覚教材費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 339,000 0 0 0 339,000

前年度

前年度との比較 355,000 増減額 △16,000 増減率 △4.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・社会教育、学校教育及び生涯学習の中で、効果的で魅力的なゆとりあ

る学習活動の展開を図り、視聴覚教育を推進する。

事 業 目 的

☆減額理由☆

消耗品費及び備品購入費の減額による。

○需用費

・消耗品費 23,750円

・修繕料 30,000円

○備品購入費

・社会教育用及び学校教育用ビデオ教材 285,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 郷土資料館 予算書：Ｐ２６３

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ４ 目 郷土資料館管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,308,000 0 0 0 4,308,000

前年度

前年度との比較 2,982,000 増減額 1,326,000 増減率 44.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市民の共有財産である文化・歴史的資料の収集、調査・研究をし、適

切な保存及び展示を行う。また、市内外の方々から寄贈・寄託された各

事 業 目 的 種資料や、発掘調査などで得られた考古資料を広く公開し、市民の郷土

への関心やふるさと意識が深まることを目的とする。

その他、来館者の安全面を考慮するために郷土資料館建物内外部の施

設管理運営を行う。

☆増額理由☆

大幅な増額理由は以下の業務を追加したことによる。

・臨時職員１名分追加 806,000円

・備品購入（陣羽織展示・保存用アクリルケース） 679,000円

○賃金

臨時職員３名分の賃金（１名１４日、１名３日、１名１１日）

1,000円×6時間×(14＋3＋11日)＋通勤手当（33,600円）

2,050,000円

事 業 内 容 ○旅費

職員の事務連絡用の旅費（111円×10回×12ヶ月） 14,000円

○需要品

消耗品費 企画展・常設展にかかる費用 164,000円

燃料費 白灯油 17,000円

光熱水費 ガス代 21,000円

印刷製本費 企画展ポスター300枚、チラシ代 179,000円

企画展用LED看板フィルム 5,000円

郷土資料館収蔵写真デジタルデータ化 99,000円

開架資料合冊上製本 99,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費

通信運搬費 光回線料金 180,000円

○委託料

警備業務 105,000円

消防設備点検業務 15,000円

資料保存処理業務（宮前・麾拝塚古墳出土鉄製品保存処理）500,000円

○使用料及び賃借料

複写機賃借料 169,000円

消火器賃借料 7,000円

○備品購入費

陣羽織展示・保存用アクリルケース 679,000円

○負担金補助金及び交付金

千葉県博物館協会負担金 5,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 郷土資料館 予算書：Ｐ２６４

事 業 名 ９ 款 ５ 項 ５ 目 市史編さん費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 2,575,000 0 0 0 2,575,000

前年度

前年度との比較 2,643,000 増減額 △68,000 増減率 △2.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市内に伝わる古文書・考古資料を調査・整理し、これら歴史資料を後

世に伝えるよう『八街市史』を刊行することにより、貴重な資料の公開

事 業 目 的 と、市民の郷土への関心やふるさと意識が深まることを目指す。

八街の歴史研究の進展のために、市史編さん専門委員会を設置し、そ

の下部組織に近世専門部会・近現代専門部会を設置している。

近世・近現代専門部会により『八街市史 資料編 近世三』『八街市史

資料編 近現代一』の刊行に向けて、八街市内外に存在する八街関連の

古文書の整理・目録作成、筆耕解読作業など調査研究を行う。

☆減額理由☆

減額理由は以下の業務を減らしたことによる。

・市史編さん協力員謝礼を８日分減（一日あたり謝礼8,500円）68,000円

○報酬

市史編さん委員会（年２回） 51,000円

○報償費

市史編さん専門委員報償 1,170,000円

市史編さん協力員謝礼 272,000円

事 業 内 容 ○需用費

消耗品費 201,000円

印刷製本費（古文書出力紙上製本） 198,000円

○役務費

筆耕翻訳料 675,000円

○負担金補助及び交付金 8,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２６５

事 業 名 ９ 款 ６ 項 １ 目 八街市ピーナッツ駅伝大会運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 919,000 0 0 0 919,000

前年度

前年度との比較 944,000 増減額 △25,000 増減率 △2.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

冬期（耐寒）スポーツの一環として実施し、健康増進と体力の向上及

びランニングについて関心を高める。

事 業 目 的 走る楽しさや喜びと共に地域の融和を図る。

☆減額理由☆ 事業内容の変更はなく予算積算要求基準により算定した

ことによる減額。

○需用費

・消耗品費 195,700円

・食料費 ＠600円×役員、協力者 計165人 99,000円

合計294,700円

（予算計上295千円）

事 業 内 容 ○役務費

・保険料 ＠137円×参加者500人 68,500円

（予算計上69千円）

○使用料及び賃借料

・自動車借上料 大型バス 6台 429,000円

・仮設トイレ賃借料 5棟（運搬設置・汲み取り込み） 114,950円

・ＡＥＤ賃借料 11,000円

合計554,950円

（予算計上555千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２６６

事 業 名 ９ 款 ６ 項 １ 目 学校開放推進費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 3,484,000 0 0 0 3,484,000

前年度

前年度との比較 3,496,000 増減額 △12,000 増減率 △0.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

八街市における社会体育の普及並びに幼児及び児童の安全な遊び場確

保のため、学校施設を学校教育に支障のない範囲で市民の利用に供する。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 事業内容の変更はなく予算積算要求基準により算定した

ことによる減額。

○報償費

・学校開放運営協議会委員 8名 40,000円

○需用費

・消耗品費 19,000円

事 業 内 容 ○役務費

・プール開放入場者傷害保険料 ＠28円×1,300人 36,400円

（予算計上37千円）

○委託料

・学校プール開放管理業務 10日×2校 3,177,576円

（予算計上3,178千円）

○使用料及び賃借料

・ＡＥＤ賃借料（プール開放時設置用） 20,900円

・体育館清掃用モップ賃借料 小・中学校13校分 188,352円

合計209,252円

（予算計上210千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２６６

事 業 名 ９ 款 ６ 項 １ 目 保健体育総務費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 4,418,000 0 0 0 4,418,000

前年度

前年度との比較 4,487,000 増減額 △69,000 増減率 △1.5

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

スポーツの推進、振興を目的に指導者等の育成、推進を図る。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 負担金補助及び交付金の内スポーツ振興事業国内遠征激

励費の一部削減に伴う減額。

○報酬

・スポーツ推進審議会委員 会長1名 委員6名 35,500円

・スポーツ推進委員 20名 760,000円

合計795,500円

（予算計上796千円）

事 業 内 容 ○賃金

・臨時職員 2名分 賃金、通勤手当 2,089,250円

（予算計上2,090千円）

○需用費

・消耗品費 28,500円

・燃料費 108,967円

・修繕料 トラック車検代 90,072円

合計227,539円

（予算計上229千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○役務費

・通信運搬費 返信用切手 2,460円

・自動車自賠責保険料 トラック 17,350円

・スポーツ推進委員安全保険料 20名 37,000円

合計56,810円

（予算計上58千円）

○使用料及び賃借料

・公用車賃借料 ミニキャブバン 151,728円

（予算計上152千円）

○負担金補助及び交付金

・印旛郡市体育協会負担金 831,000円

・印旛郡市スポーツ推進委員連絡協議会負担金 58,080円

・スポーツ推進委員活動補助金 36,000円

・スポーツ振興事業国内遠征激励費 144,000円

合計1,069,080円

（予算計上1,070千円）

事 業 内 容

○公課費

・自動車重量税 トラック 22,800円

（予算計上23千円）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２６７

事 業 名 ９ 款 ６ 項 １ 目 体育振興費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,662,000 0 0 1,920,000 4,742,000

前年度

前年度との比較 3,791,000 増減額 2,871,000 増減率 75.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

各種スポーツを実施し、市民の健康増進と相互の親睦を図る。

市民を対象とした各種大会の開催、市民ゴルフ大会、スポーツレクリ

事 業 目 的 エーション大会、少年野球教室等

各種スポーツ団体等への活動補助金

☆増額理由☆ 負担金補助及び交付金の内、小出義雄杯八街落花生マラ

ソン大会補助金交付に伴う増額。

○報償費

・スポーツレクリエーション祭時審判員謝礼 18,000円

・少年野球教室.講師謝礼 120,000円

・近隣中学校交流野球大会審判員謝礼 64,000円

合計202,000円

○需用費

事 業 内 容 ・消耗品費 307,800円

・食糧費 261,000円

合計568,800円

（予算計上569千円）

○役務費

・郡市民体育大会参加者保険料 47,750円

・スポーツレクリエーション祭参加者保険料 14,660円

・印旛郡市駅伝競走大会参加者保険料 4,110円

合計66,520円

（予算計上68千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料

・自動車借上料 郡市民体育大会陸上競技選手送迎用バス借上げ

77,760円

（予算計上78千円）

○負担金補助及び交付金

・市体育協会活動補助金 2,250,000円

・スポーツ少年団活動補助金 450,000円

・ママさんバレーボール連盟活動補助金 45,000円

・小出義雄杯八街落花生マラソン大会補助金 3,000,000円

(新規事業) 合計5,745,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２６８

事 業 名 ９ 款 ６ 項 １ 目 郡市民体育大会運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 52,000 0 0 0 52,000

前年度

前年度との比較 53,000 増減額 △1,000 増減率 △1.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

印旛郡市民へのスポーツの普及と健康増進を図り、地域スポーツの

振興発展と青少年の健全育成を図る。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 事業内容の変更はなく予算積算要求基準により算定した

ことによる減額。

○需用費

・消耗品費 36,698円

・食糧費 ＠600円×柔道、弓道25人 15,000円

合計51,698円

（予算計上52千円）

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２６８

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ２ 目 学校保健管理費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 31,375,000 0 0 0 31,375,000

前年度

前年度との比較 31,373,000 増減額 2,000 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

児童・生徒及び教職員の健康保持増進を図る

事 業 目 的 学校環境衛生を維持・管理し、健康的な学習環境を確保する

安全で衛生に配慮した学校給食を提供する

○報酬 （学校医報酬） 4,067,000円

・1校につき32,000円＋390円＊児童・生徒数

内科医（小15人分・中6人分・幼3人分）、

眼科医（小9人分・中4人分）、耳鼻科医（小9人分・中4人分）、

歯科医（小14人分・中7人分・幼3人分）

・1校につき17,800円＋390円＊職員数

健康管理医（小8人分・中4人分）

・1校につき44,400円、1園につき35,600円

学校薬剤師（小9人分・中4人分・幼3人分）

事 業 内 容 ・1校につき32,000円 嘱託医22人分

○賃金 給食補助員（通勤費含む） 11,838,000円

・小学校14人 時給900円＊4時間

・中学校4人 時給900円＊3時間

○需用費 （消耗品費） 449,000円

保健調査票用用紙、給食補助員白衣、配膳室用消耗品、環境検査用薬剤等

○役務費 （手数料）

・飲料水水質検査 1,195,000円

・細菌検査 429,000円

350円＊（配膳員14人＋幼稚園20人＋用務員13人）＊22回

・プール水水質検査 237,000円

・計量器検査、オージオメーター点検 36,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 （健康診断） 8,412,000円

・尿検査 304円＊児童・生徒数

・検尿第三次精密検査 3,890円＊該当者

・心電図検査 1,677円＊(小1・中1・要検査者)

・結核検査 診療点数＊該当者

・脊柱側わん症３ Dスコリオ検査 756円＊(小5・中1)

・低線量 X線検査 1,728円＊該当者

・小児生活習慣病予防健診 2,255円＊(小4・経過観察者)

・教職員胸部 X線検査 1,051円＊職員数

・胸部 X線検査精密検査 診療点数＊該当者

・胃部検査 4,371円＊40歳以上希望者

・定期健康診断 8,726円＊35歳以上、8,510円＊34歳以下、

304円＊実施者（尿検査）、3,961円＊35歳以上協会けんぽ加入者、

・ストレスチェック 99円＊教職員数

（環境検査測定業務） 97,200円

・揮発性有機化合物濃度測定（15,000円＊6校）

○使用料及び賃借料 65,000円

歯と口の表彰式送迎用バス借り上げ代

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校教育課 予算書：Ｐ２６９

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ２ 目 学校保健諸費

予算計上額及び 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

財 源 内 訳 4,463,000 0 0 0 4,463,000

前年度

前年度との比較 4,636,000 増減額 △173,000 増減率 △3.7

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

・学校管理下における児童・生徒等の災害に対し、精神的・経済的負

担の軽減を図る

事 業 目 的 ・学校保健会、養護教諭会、保健主事会の運営

☆減額理由☆ 児童生徒の人数減によるスポーツ振興センター災害

共済掛金の減

○負担金補助及び交付金

・スポーツ振興センター災害共済掛金負担金 4,272,000円

一般 945円＊児童・生徒数

準要保護 945円＊児童生徒数－230円＊261人（国補助分）

要保護 65円＊児童・生徒数－10円＊84人（国補助分）

幼稚園 295円＊園児数

事 業 内 容 ・県学校保健会負担金 21,700円

・印旛郡市学校保健会負担金 63,600円

・印旛郡市保健主事会負担金（1,600円＊12校） 19,200円

・印旛郡市養護教諭会負担金（5,000円＊17人） 85,000円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２７０

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ３ 目 体育施設維持管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 27,117,000 0 0 709,000 26,408,000

前年度

前年度との比較 29,565,000 増減額 △2,448,000 増減率 △8.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市営運動場を維持管理し、安全に利用できるよう努め、市民の心身の

健全な発達及び生涯スポーツの推進に寄与する。

事 業 目 的

☆減額理由☆ 委託費及び工事請負費の前年度事業完了に伴う減額。

○需用費

・消耗品費 84,550円

・燃料費 ガソリン 16,245円

・光熱水費 4,608,049円

・修繕料 500,000円

合計5,208,844円

（予算計上5,211千円）

事 業 内 容

○役務費

・し尿汲取手数料 120,000円

・浄化槽法定検査手数料 北部グラウンド 11,000円

・浄化槽汚泥引抜手数料 北部グラウンド 115,071円

合計246,071円

（予算計上247千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料

・市営グラウンド電気工作物保安管理業務 320,544円

・市営グラウンド照明設備保守点検業務 164,000円

・グラウンド等緑地維持管理業務 5,492,073円

・グラウンド等トイレ清掃業務 568,900円

・北部グラウンド管理業務 240,500円

・北部グラウンド浄化槽維持管理業務 21,800円

・市営グラウンド高木剪定業務（新規事業） 171,288円

合計6,979,105円

（予算計上6,982千円）

○使用料及び賃借料

・東部グラウンド土地賃借料 120円×16,619.95㎡ 1,994,394円

・西部グラウンド土地賃借料 120円×16,244㎡ 1,949,280円

・北部グラウンド土地賃借料料 160円×20,937.21㎡ 3,349,954円

・一区ゲートボール場土地賃借料 120円×2,150㎡ 258,000円

・六区ゲートボール場土地賃借料 120円×3,074㎡ 368,880円

・大東区ゲートボール場土地賃借料 100円×1,845㎡ 184,500円

事 業 内 容 ・朝日区ゲートボール場土地賃借料 120円×1,206㎡ 144,720円

・榎戸ゲートボール場土地賃借料 120円×1,983㎡ 237,960円

・東部グラウンドゴルフ場土地賃借料 120円×3,686㎡ 442,320円

・住野グラウンドゴルフ場土地賃借料 120円×5,375㎡ 645,000円

・山田台グラウンドゴルフ場土地賃借料 120円×3,305㎡ 396,600円

・榎戸サッカー場土地賃借料 120円×14,755.34㎡

150円×3,188.1㎡ 2,248,856円

・八街キャンプ場土地賃借料 110円×18,086.9㎡ 1,989,559円

合計14,210,023円

（予算計上14,214千円）

○原材料費

・グラウンド整備用砂 129,600円

（予算計上130千円）

○備品購入費

・体育施設維持管理用備品（新規事業） 330,848円

（予算計上331千円）
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○償還金利子及び割引料

・過年度戻出金 2,000円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツ振興課 予算書：Ｐ２７１

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ３ 目 体育施設整備事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 12,155,000 0 0 0 12,155,000

前年度

前年度との比較 0 増減額 12,155,000 増減率 皆増

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市営運動場を計画的に整備を行い安全に利用できるよう努め、市民の

心身の健全な発達及び生涯スポーツの推進に寄与する。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 委託料及び工事請負費の新規事業に伴う増額。

○委託料

・中央グラウンド改修工事基本設計業務（新規事業） 7,668,000円

○工事請負費

・中央グラウンド高圧引込設備改修工事（新規事業） 1,701,000円

・南部グラウンドトイレ改修工事（新規事業） 2,785,320円

合計4,486,320円

事 業 内 容 （予算計上4,487千円）

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 スポーツプラザ 予算書：Ｐ２７２

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ４ 目 スポーツプラザ管理運営費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 25,491,000 0 0 5,877,000 19,614,000

前年度

前年度との比較 25,976,000 増減額 △485,000 増減率 △1.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

スポーツプラザの安全且つ適正な施設の運営及び管理を行い、また、

多様化する利用者の要望にも対応するための施設、設備の充実を図る。

事 業 目 的

☆増額理由☆ 臨時職員の時給増及び備品購入による増額。

緑地保守管理業務の隔年実施によるための減額。

○賃金 ・臨時職員４名分 賃金、通勤手当 3,905,400円

○需用費 ・消耗品費 527,877円

・ガソリン代 84,953円

・有料施設使用申請印刷代 81,216円

・電気・水道・ガス代 5,044,334円

・軽トラック修理代 25,000円

事 業 内 容 ・倉庫窓修理、玄関ドア修理、ベンチ撤去 669,060円

○役務費 ・電話通話料 329,182円

・浄化槽、受水槽法定検査料等 219,510円

○委託料 ・体育館日常清掃業務 2,932,512円

・体育館機械警備業務 209,280円

・受水槽維持管理業務 164,160円

・浄化槽維持管理業務 702,000円

・電気工作物保安管理業務 243,000円

・消防設備保守点検業務 186,840円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○委託料 ・防火対象物定期点検 54,000円

・空調設備保守点検業務 280,800円

・自動ドア保守点検業務 93,960円

・トレーニング器具保守点検業務 75,600円

・テニスコート保守管理業務 496,800円

・雑草刈取業務 2,458,560円

・体育館管理業務（夜間、休日受付業務） 2,804,011円

・バスケットゴール保守点検業務 202,500円

・防火設備定期報告作成業務 建築基準法第８条 167,400円

○使用料及び賃借料

・用地賃借料 ＠150円× 5,478.89㎡

＠150円×13,931.14㎡ 2,911,505円

・複写機賃借料 136,313円

・ＮＨＫ放送受信料 14,545円

・清掃用具使用料 サニーモップ 74,132円

・ＡＥＤ賃借料 30,738円

・消火器賃借料 32,130円

事 業 内 容 ・トイレ洗浄・静菌システム賃借料 153,900円

○備品購入費

・ワイヤレスマイク ２本 79,488円

・垣根自在剪定機 １台 76,680円

○負担金補助及び交付金

・千葉県体育施設協会負担金 6,030円
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校給食センター 予算書：Ｐ２７４

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ５ 目 一般管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 6,948,000 0 0 1,000 6,947,000

前年度

前年度との比較 6,759,000 増減額 189,000 増減率 2.8

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

給食センター事業の管理運営に関する事務的経費を計上し、園児・児童

・生徒に安定して安全･安心な給食を提供することを目的とする。

事 業 目 的

増額理由 ・高速ＯＣＲ対応等に係る給食費管理システムの改修等に係

る委託費の増額

・事務用印刷機の更新に係る賃借料の増額

主要なものについて記載

○賃金 1,375,000円

臨時職員 賃金及び通勤手当 2名分

○需用費 931,000円

消耗品費 415,000円

事 業 内 容 燃料費 115,000円

印刷製本費 318,000円 ほか

○役務費 1,422,000円

通信運搬費 508,000円

細菌検査手数料 470,000円

口座振替手数料 417,000円 ほか

○委託料 2,676,000円

給食管理システムソフトウェア保守業務 1,250,000円

給食費収納管理ｼｽﾃﾑ運用環境移行業務 578,000円

給食費収納管理ｼｽﾃﾑ納付書ﾚｲｱｳﾄ変更業務 378,000円 ほか

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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○使用料及び賃借料 424,000円

印刷機賃借料 74,000円

給食費収納管理ｼｽﾃﾑ機器賃借料 262,000円 ほか

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校給食センター 予算書：Ｐ２７６

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ５ 目 調理場維持管理費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 24,085,000 0 0 0 24,085,000

前年度

前年度との比較 23,247,000 増減額 838,000 増減率 3.6

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

学校給食の円滑かつ安定した供給を図るため、学校給食センターの施設、

設備等を良好な状態に保つことを目的とする。

事 業 目 的

増額理由 ・主食（白飯・パン等）、牛乳の残さい処理に伴う消耗品費及

び委託料の増額

・受水槽改修工事設計業務委託料の増額

・想定外対応分の工事請負費の増額

主要なものについて記載

○需用費 4,228,000円

消耗品費 1,228,000円

修繕料 3,000,000円

事 業 内 容 ○役務費 526,000円

浄化槽清掃手数料ほか

○委託料 17,225,000円

廃水処理施設維持管理業務 5,435,000円

ボイラー保守点検業務 1,129,000円

給食残さい処分業務 3,912,000円

受水槽改修工事設計業務 1,912,000円 ほか

○工事請負費 2,000,000円

想定外の施設･設備の不調等対応用工事請負費

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 教育委員会 学校給食センター 予算書：Ｐ２７７

事 業 名 ９ 款 ６ 項 ５ 目 調理場給食事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 498,790,000 0 19,500,000 259,339,000 219,951,000

前年度

前年度との比較 469,392,000 増減額 29,398,000 増減率 6.3

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかに項目に○を

○ 記入してください。

児童、生徒の心身の健全な発達のため、食事についての正しい理解、望

ましい食生活を身につけさせることを目的とする。

事 業 目 的

増額理由 Ｌ型作業用台車、第二調理場食缶洗浄機購入に伴う備品購入

費の増額

主要なものについて記載

○需用費 300,962,000円

消耗品費 6,983,000円

燃料費 15,520,000円

光熱水費 19,493,000円

賄材料費 258,966,000円

事 業 内 容 ○役務費 753,000円

各種衛生関連検査手数料ほか

○委託料 160,944,000円

学校給食配送業務 24,516,000円

学校給食調理業務 127,320,000円 ほか

○備品購入費 36,131,000円

Ｌ型作業車 92台 9,372,240円

食缶洗浄機 26,092,800円 ほか

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 建設部 道路河川課 予算書：Ｐ２８１

事 業 名 １０ 款 １ 項 １ 目 道路橋りょう災害復旧事業費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000 0 0 0 1,000

前年度

前年度との比較 1,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

台風や地震等により道路や排水施設等の機能が損なわれた際に、復旧

工事等を行い道路や排水の機能回復を図るための事業である。

事 業 目 的

本年度当初予算も昨年同様額の予算確保である。

なお、災害が発生し復旧事業が必要の際、補正予算等により対応する

ための工事費用を計上。

○工事請負費

H30 1,000円 H31 1,000円 増減 - 円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ２８１

事 業 名 １１ 款 １ 項 １ 目 市債償還元金

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,774,263,000 0 0 0 1,774,263,000

前年度

前年度との比較 1,812,122,000 増減額 △37,859,000 増減率 △2.1

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市債の償還を行う。

事 業 目 的

☆増減理由☆

クリーンセンター建設事業債（平成 15年度借入分）の償還終了（△
109,724,266 円）、減税補てん債（平成 10 年度借入分）の償還終了（△
13,192,288 円）などにより、市債（元金）の償還額が減少することに
よる。

○償還金利子及び割引料

◆前々年度以前借入分 1,646,274,339円
◆前年度借入予定分

◇ 10年償還分 335,300,000円÷ 10年＝ 33,530,000円
事 業 内 容 ◇ 11年償還分 59,700,000円÷ 11年＝ 5,427,273円

◇ 19年償還分 22,400,000円÷ 19年＝ 1,178,948円
◇ 20年償還分 1,737,900,000円÷ 20年＝ 86,895,000円
◇ 30年償還分 28,700,000円÷ 30年＝ 956,667円
◇計 127,987,888円

◆計 1,774,262,227円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ２８１

事 業 名 １１ 款 １ 項 ２ 目 市債償還利子

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 100,746,000 0 0 0 100,746,000

前年度

前年度との比較 118,387,000 増減額 △17,641,000 増減率 △14.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

市債に係る利子を支払う。

事 業 目 的

☆増減理由☆

臨時財政対策債（平成 20年度借入分）に係る借入利率の見直し（年
利率 1.50％→ 0.01％）、クリーンセンター建設事業債（平成 15年度借
入分）に係る未償還元金の減少（△ 109,724,266円）などにより、市債
に係る利子の支払額が減少することによる。

○償還金利子及び割引料

◆前々年度以前借入分 96,652,067 円
◆前年度借入予定分

事 業 内 容 ◇政府資金等

➢ 20年償還分 836,500,000円×
(40/40 × 6/12 ＋ 39/40 × 6/12)× 0.03 ％＝

247,814円
➢ 30年償還分 28,700,000円×

(60/60 × 6/12 ＋ 59/60 × 6/12)× 0.6 ％ ＝

170,765円
➢計 418,579円

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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◇民間資金

➢ 5年償還分（1年据置・市町村振興協会分）

12,300,000円× 0.03%= 3,690円
➢ 10年償還分（据置なし・銀行等）

362,900,000円×
(20/20× 6/12＋ 19/20× 6/12)× 0.3％＝ 1,038,086円

➢ 10年償還分（2年据置・市町村振興協会分）
73,000,000円× 0.03%= 21,900円

➢ 11年償還分（据置なし・県貸付金分）
59,700,000円× 0.03%= 17,910円

➢ 20年償還分（据置なし・銀行等）
878,800,000円×
(40/40× 6/12＋ 39/40× 6/12)× 0.3％＝ 2,593,420円

➢計 3,675,006円
◇計 4,093,585円

◆計 100,745,652円

事 業 内 容
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ２８１

事 業 名 １１ 款 １ 項 ２ 目 一時借入金利子

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 1,000,000 0 0 0 1,000,000

前年度

前年度との比較 1,000,000 増減額 0 増減率 0.0

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

一時借入金を借入れた際に生じる利子を支払う。

事 業 目 的

○償還金利子及び割引料

◆一時借入金利子 1,000,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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新年度予算事業費ごとの概要説明書 （単位：円）

担 当 課 総務部 財政課 予算書：Ｐ２８２

事 業 名 １２ 款 １ 項 １ 目 予備費

予 算 計 上 額 事 業 費 国・県支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

及び財源内訳 52,072,000 0 0 0 52,072,000

前年度

前年度との比較 44,554,000 増減額 7,518,000 増減率 16.9

事業費 ％

事 業 の 別 新規の事業 充実の事業 継続の事業 いずれかの項目に○を

○ 記入してください。

予算外又は予算超過の支出の財源とする。

事 業 目 的

○予備費

◆予備費 52,072,000円

事 業 内 容

※別添資料添付可（Ａ４サイズ）
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（単位：千円）

（一般会計）

１・１・１ 議 会 費 5 議会事務局 23,561 12,912 6,993 43,466

２・１・１ 一 般 管 理 費 2 市長・副市長 18,240 8,110 2,947 29,297

２・１・１ 一 般 管 理 費 70
総務部長・秘書広報課・総務課・企画政策課（課長・企画
政策班）・財政課・システム管理課・防災課交通防犯班・
市民協働推進課・会計課

266,663 153,210 139,485 107,281 666,639

２・２・１ 税 務 総 務 費 43 課税課・納税課 164,577 97,913 49,321 311,811

２・３・１ 戸籍住基台帳費 17 市民課 62,542 33,053 18,154 113,749

２・４・１ 選挙管理委員会費 127 127

２・４・３ 県議会議員選挙費 6,006 6,006

２・４・４ 参議院議員選挙費 10,345 10,345

２・４・５ 市議会議員選挙費 8,700 8,700

２・５・１ 統計調査総務費 2 企画政策課統計班 6,708 3,090 1,865 11,663

２・５・２ 各種統計調査費 410 410

２・６・１ 監 査 委 員 費 3 監査委員事務局 13,731 8,038 4,134 25,903

３・１・１ 社会福祉総務費 8 市民部長・社会福祉課（課長・社会班） 34,420 18,979 10,221 63,620

３・１・３ 障害者福祉費 15 障がい福祉課 49,855 26,012 14,272 90,139

３・１・５ 老 人 福 祉 費 7
国保年金課後期高齢者医療班
高齢者福祉課高齢者支援班

29,541 16,904 8,702 55,147

３・１・６ 老人福祉施設費 2 老人福祉センター 9,477 4,689 2,779 16,945

３・１・７ 介 護 保 険 費 18 高齢者福祉課（高齢者支援班除く。） 68,227 36,378 19,576 124,181

３・１・８ 国民健康保険費 12 国保年金課（課長・国保班・保険税班） 43,054 25,602 12,464 81,120

３・１・９ 国 民 年 金 費 4 国保年金課年金班 17,818 9,241 5,185 32,244

３・２・１ 児童福祉総務費 15 子育て支援課 55,863 30,671 15,903 102,437

３・２・５ 保 育 園 費 95 保育園（八街・実住・朝陽・交進・二州第一・二州第二） 313,861 150,795 88,106 552,762

３・２・６ マザーズホーム費 6 つくし園 25,804 12,470 7,396 45,670

３・３・１ 生活保護総務費 10 社会福祉課保護班 32,314 19,188 9,475 60,977

４・１・１ 保健衛生総務費 22 健康増進課 83,142 41,486 23,918 148,546

４・１・５ 環 境 衛 生 費 4 環境課（課長・衛生班） 17,944 9,697 5,253 32,894

４・１・６ 公 害 対 策 費 5 環境課保全班 20,673 10,097 5,952 36,722

４・２・１ 清 掃 総 務 費 12 クリーン推進課 48,554 26,766 13,958 89,278

５・１・１ 農業委員会費 6 農業委員会事務局 23,724 14,347 7,171 45,242

５・１・２ 農 業 総 務 費 13 経済環境部長・農政課 45,151 26,246 13,602 84,999

６・１・１ 商 工 総 務 費 7 商工観光課 25,664 13,393 7,430 46,487

７・１・１ 土 木 総 務 費 11 建設部長・道路河川課（課長・調整班・管理班） 45,236 27,187 13,606 86,029

７・２・１ 道路橋りょう総務費 15 道路河川課（整備班・維持班） 53,412 29,281 15,592 98,285

７・４・１ 都市計画総務費 14
都市整備課（課長・都市整備班）
都市計画課（課長・計画班・指導班）

53,991 30,656 16,208 100,855

７・４・２ 街 路 事 業 費 6 都市整備課（公園緑地班・用地班） 22,284 12,214 6,377 40,875

７・５・１ 住 宅 管 理 費 5 都市計画課住宅班 17,683 8,842 4,488 31,013

８・１・１ 防 災 費 6 防災課（課長・消防防災班） 23,921 15,104 7,326 46,351

９・１・２ 事 務 局 費 1 教育長 7,800 3,468 2,056 13,324

９・１・２ 事 務 局 費 19
教育次長・教育総務課
学校教育課（学校保健担当除く。）

80,163 48,720 24,632 153,515

９・２・１ 学 校 管 理 費 3 小学校 8,367 3,419 1,829 13,615

９・４・１ 幼 稚 園 費 15 幼稚園（八街第一・朝陽・川上） 48,884 24,992 13,959 87,835

９・５・１ 社会教育総務費 13 社会教育課 49,573 26,240 13,830 89,643

９・５・２ 公 民 館 費 5 中央公民館 19,382 9,456 5,507 34,345

９・５・３ 図 書 館 費 15 図書館 60,590 31,888 17,310 109,788

９・６・１ 保健体育総務費 10
スポーツ振興課
学校教育課（学校保健担当）

41,085 22,862 11,520 75,467

９・６・４ スポーツプラザ費 3 スポーツプラザ 10,277 5,302 3,020 18,599

９・６・５ 学 校 給 食 費 6 学校給食センター 24,443 14,650 7,579 46,672

550 2,068,199 1,149,156 659,101 107,281 3,983,737

（下水道事業特別会計）

１・１・１ 一 般 管 理 費 8 下水道課（課長・計画管理班） 34,034 18,726 9,770 1,590 64,120

１・２・１ 建 設 総 務 費 3 下水道課（建設雨水班） 12,042 6,460 3,532 596 22,630

11 46,076 25,186 13,302 2,186 86,750

561 2,114,275 1,174,342 672,403 109,467 4,070,487

共 済 費 負 担 金 合 計

一 般 会 計 合 計

下水道事業特別会計合計

職員手当等

総 合 計

平成31年度 特別職及び一般職人件費予算額一覧

歳 出 科 目 人数 人 数 内 訳 給 料


